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要　　約

本研究の視点

従来、農村開発の枠組みの中で実施されることが多かった農村部の経済活動の振興は、今日で

は広義の民間セクター開発の一環として捉えられている。そして、Pro-poor Growthに関する議

論の進展とともに、これまでは市場システムに十分組み込まれてこなかった貧困者（農村部生産

者や、農村・都市部における零細・小企業）を市場に統合していくための枠組みやアプローチが

研究機関やドナーから提示され、実施に移行されつつある。その中でも特に、農業・アグリビジ

ネス分野においては、先進国市場での需要が増加している第一次産品（野菜・果物、花卉など）

を中心とするサプライ・チェーン（Supply Chain：SC）、バリュー・チェーン（Value Chain：

VC）構築支援が近年の潮流ともなっている。世界銀行（World Bank、以下、世銀）や米国国際

開発庁（United States Agency for International Development：USAID）などは、もともと民間企

業の経営管理の手法として確立されてきた SC／VCをより開発途上国の文脈に適合させるための

アプローチを検討しつつ、多くの開発途上国で支援を行っている。その一方で、SC／VC導入に

より生産者などの零細レベルの経済主体が市場に組み込まれていくだけではなく、市場そのもの

を貧困者にも益するようなシステムに変えていくことを提示したのが英国をはじめとする研究機

関やドナー（英国国際開発省（Department for International Development：DFID）、スウェーデ

ン国際開発庁（Swedish International Development Cooperation Agency：SIDA）、アジア開発銀

行（Asian Development Bank：ADB））である。これらのドナーが提示した、貧困者に益する市

場システムの構築（Making the Market Work for the Poor：M4P）は、非常に野心的な枠組みで

はあるものの、多くのドナーがその考え方を自らの戦略や支援プログラムに取り入れつつある。

本研究では、M4Pの枠組みと仏語圏アフリカ諸国において産品の連鎖を示す「フィリエール

（filière）」との類似性に着目し（第 2章）、セネガルの園芸作物フィリエールの現状およびドナー

支援の傾向について踏まえた上で（第 3章）、フィリエールを通し貧困層の市場への参加を促す

ためのアプローチについて提示すること（第 4章）を目的とした。以下は、各章の概要について

簡潔にまとめたものである。

貧困者に益する市場システムとは ?　M4Pアプローチと仏語圏西アフリカでの適用

昨今の経済開発の流れの中で、経済開発における民間セクターの役割が重視されてきているこ

とに伴い、各国の貧困削減戦略文書（Poverty Reduction Strategy Paper：PRSP）をはじめとする

開発戦略においても民間セクター開発の重要性が謳われている。これまで援助機関の側も、開発

途上国の民間セクター開発を支援するために、VC開発、中小零細企業開発、ビジネス環境整備

など、様々な分野を見出し、民間セクター開発にかかる支援を実施してきたが、これらの介入は

いずれも貧困者を経済の流れに乗せ、彼らの経済活動を貧困削減につなぐといった持続的な成果

を生み出すまでには至っていない。むしろ、貧困者を疎外する、あるいは市場を歪ませるなどの
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負の影響をもおよぼしてきた。これらの経験から、貧困削減を民間セクター開発の目的とし、貧

困者が属する市場システムを理解した上で、民間セクター開発にかかる従来の手法を包含する新

たなアプローチとして生まれたのがM4Pアプローチである。同アプローチは持続的な生計

（Sustainable Livelihood：SL）および新制度派経済学をバックグラウンドとし、1990 年代後半に

DFIDと英国シンクタンクの OPM（Oxford Policy Management）が提唱したのが始まりである。

その後、成長における制度の重要性などの新たな研究の成果を踏まえ、2005 年に提示されたア

プローチ（“Making Market Systems Work Better for the Poor”）をもとに、主に DFIDや SIDA、

ADBなどの援助機関により推進されてきている。

M4Pは貧困者を彼らに便益をもたらす形で市場に取り込むことが貧困問題を解決する最善の

方法であるとの考えに基づくアプローチで、Making Markets Work for the Poorの文字どおり、

市場のシステムを貧困者に益する形に改善することを目指している。

図要－1　M4Pにおける市場の概念

出所：Marieke de Ruijter de Wildt, et al. (2006) p. 21.
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M4Pアプローチによる市場の概念は図要－1 の通りで、貧困者は商品を提供する生産者／企業

家、消費財を購入する消費者、労働力を提供する労働者として核となる市場に参加する。しかし、

核となる市場は需要と供給によってのみ機能するのではなく、情報やインフラといったサポート

機能（上部半円）、法律や規範などの規則（下部半円）の影響を受けながら機能する。また、 

図要－1 は市場に影響を与えるプレイヤーが、売り手と買い手のみではなく、政府や民間セクター、

非営利組織なども重要なプレイヤーであることを示している。つまり、M4Pアプローチにおいて、
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市場のシステムを考える場合、核となる市場のみに介入するのではなく、図要－1 に示すすべて

の次元を多角的に考慮した上で、いかにして市場のシステムを貧困者に益する形に転換できるか

を検討することになる。故に、図要－1 に示すすべてのプレイヤーがM4Pアプローチに基づくプ

ロジェクトの対象となり得る。

なお、M4Pはアプローチである故に、特定の構成要素の組み合わせや処方箋を示すものでは

ないが、現時点では、①競争力向上、②ビジネス環境整備（enabling environment）、③市場ガバ

ナンス強化、④（VC強化を目的とする）市場調査、⑤最貧困層へのアウトリーチ、がM4Pを実

現するための主要な施策として実施される傾向が強い。特に⑤の最貧困層へのアウトリーチにつ

いては、情報提供や金融サービスなどの強化により、セーフティーネット機能の一部を組み込む

取組みがなされている。

従来、仏語圏諸国においては、SC／VCと似た概念として「ある産品を軸とする連鎖」を意味

するフィリエール（filière）が存在し、農産物流通のシステムとして国家主導の下、主要な輸出

用換金作物（綿花、カカオなど）にかかるフィリエールが強化されてきた経緯がある。このフラ

ンス語のフィリエール（filière）という用語は民間セクター開発や流通にかかる開発文書において、

しばしば SC／VCの訳語として用いられているが、SC／VCと必ずしも同義ではない。フランス

語が原文の文書では、フィリエールはより抽象的な意味を担っており「ある産品が辿る生産から

消費までの段階（加工、輸送、商品化など）の連鎖」を指し、そこに携わる人や組織をも含む。

ある産品に関し、上流から下流までの全体の流れを考慮する点において、M4Pアプローチと

フィリエールの概念は類似している。M4Pアプローチでは貧困者は核となる市場の 1プレイヤ

ーとなることが目指されるが、フィリエールの概念においては、貧困者は何らかの産品を生産し、

それを販売し、その対価を得ている以上、既にフィリエール上に位置づけられている 1アクター

（この場合は、生産者）になる。フィリエールは前述した通り、仏語圏諸国において広く用いら

れてきた概念であるため、仏語圏の文脈においては、何らかの経済活動をしている以上、既に貧

困者も巻き込まれているフィリエールを活用し、フィリエールが貧困者に利益をもたらす形で機

能するよう（Making “Filière” function for the poor）働きかけることで貧困者を経済の主流に巻

き込むことが、より実行可能なアプローチであると考えられる。

セネガルにおける事例研究

仏語圏西アフリカ諸国の中で、成長促進をより早く打ち出したのがセネガルである。セネガル

の農業セクターは厳しい状況にあり、主要産品の落花生は国際市場の低迷や生産量の低下などの

課題を抱えている。その一方で、マンゴーやチェリートマトなどを中心とする野菜・果物は、

1990 年代初頭まで政府の支援がなかったにも関わらず輸出を中心に好調な推移を見せ、近年に

なって政府・ドナーからも大きな関心が注がれている。

かかる背景は、開発の上位政策である PRSPや、PRSPの第 1の柱である「富の生産」の具体

的実施を担う成長促進戦略（Stratégie de la Croissance Accélérée：SCA）においても反映されて

いる。ビジネス環境の改善と成長の潜在力を有する 5つのクラスター（仏語表記：grappe）の開
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発を目標とする SCAは、ポテンシャルのある分野（輸出用野菜・果物、加工品、アグロインダ

ストリーと日常品）を軸に、1）7万 5,000 人の雇用創出、2）野菜・果物の輸出量が 5万 5,000t

に増加、3）多くの小規模生産者が VCに取り込まれること、を期待される成果としている。

本研究では、「アクター間のリンケージ（関係）の在り方が貧困者の市場への参加を制限してい

る」という仮説に基づいて、ビサップフィリエールを対象とした現地調査を行った。各アクターに

共通する課題としては、1）貯蔵施設の欠如、2）運搬手段の欠如、3）販売場所の限定と販売の伸び

悩み、4）加工や包装、品質にかかる技術不足、5）運転資金不足と低利子融資へのアクセスの困難

さ、に集約された。一方、他アクターとの関係についてのインタビュー結果については、表要－1 の

通りとなった。特にフィリエール強化を検討する際に重要となる、アクター間の関係を示す事項

表要－1　他アクターとの関係について

アクター ヒアリング先 現　　　状

生産者 ダルールジェ村の GIE
（メンバー 60名）
パオスコト村の GIE

・ 企業・プロジェクト・行政機関からの支援（当地域のビサップ栽培が
注目されていることによる）

・ 他組織との未連携
・ 生産技術・市場情報への生産者からのアクセス欠如
・ 支援企業プロジェクト以外からの生産物へのアクセス欠如
・ 道路の未整備

生産者連合
団体

FGAN（旧 UGAN）
（ニオンバト地区連合団体）

・ ドナー・NGO支援の集中 生産者と購入者間の交渉仲介を計画中
・ 団体員数に対する専属スタッフ数の少なさ
・ 購入者への生産物情報公開手段の欠如

町の週一市
場

プロハン週一市場
（主要道路に面していない）
生産者兼商人

ビサップ販売に関して
・ 貯蔵庫の欠如
・ 運搬に問題
・ 小分けでの販売に限定
・ 立地（主要道路に面していないため、業者による購入欠如）

地方都市の
小企業

SAFNA3
Naxna Jus
（カオラックの果物加工業者）

・ 加工業者連合団体の存在
・ 支援プロジェクトの存在
・ 原料仕入先の限定
・ 仕入先情報の不足（生産者に関する情報の欠如）

地方都市の
常設市場

カオラック常設市場
乾物商人

乾燥ビサップ販売に関して
・ 同業者組織の欠如（情報交換の欠如）
・ 生産者に関する情報アクセス欠如（←生産者からの直接購入なし）

都市 GIE Maria Distribution
（ダカールの野菜果物加工業
者）

・ ドナーからの支援
・ 農産物加工業者連合団体の存在（加盟生産者より原料購入）
・ （農村部から生産物を購入する）都市部の組織に対する支援の欠如

都市流通業
者

Sub-Saharan Sales
（熱帯性生産物輸出業者）

・ 国内全域に広がるネットワーク（週一市場での仕入れが容易）
・ 海外卸売り業者との契約
・ 仕入れの季節変動の大きさ
・ 契約農家の欠如（生産物の質の不安定さ）

FGAN：ニオンバト地区連合連盟（Fédération pour la Promotion de l’Agroalimentaire）、FP2A：農産品・加工品振興連盟
（Fédération pour la Promotion de l’Agroalimentaire）、GIE：経済利益グループ（Groupement d’intérêt économique）、

NGO：非政府組織（Non Governmental Organization）、UGAN：ニオンバト地区生産者団体（Union des groupements 
associés de Niombato）

出所： 筆者作成。
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（農村と企業との関係、農村の市場・情報へのアクセスや、企業の農村・生産物に関する情報へ

のアクセス）については斜体で示した。

セネガルで農業・アグロインダストリー分野を支援する主要ドナーは世界銀行、欧州委員会

（European Commission：EC）、USAID、CIDA、AFD、国連工業開発機関（United Nations 

Industrial Development Organization：UNIDO）である。政府戦略の方向性に沿い、ドナーの支

援アプローチも、フィリエール全体の強化を目指すものか、あるいはフィリエールという全体の

構造を念頭に置いた上で、支援が必要と判断される特定の地域やアクターへの支援を行う事例が

増加している。それに伴い、支援の対象者も、従来の生産者や零細・小企業だけではなく、フィ

リエールの強化に重要な役割を果たすことが期待されるアクター間組織へと広がりを見せてい

る。特に生産者組織やアクター間組織の強化も、フィリエール強化の重要なコンポーネントであ

り、主要ドナーはいずれもフィリエール分析を踏まえた上で、フィリエールの機能に重要な役割

を果たす主要な組織への支援を行っている。その中でもフィリエール強化に不可欠な要素は、ア

クター間協議の実施である。

過去の支援からは、①当地の事情に精通している現地人材の活用、②多様なステークホルダ

ー間のパートナーシップの促進（民間業者との協働により、農民の行動様式が変化した他、ステ

ークホルダー間の情報共有が進んだ）、③農村部における経済活動支援は、マーケティングが不

十分である上、経済的な便益を考慮せず実施される傾向があり、その結果として失敗しやすいな

どの教訓が得られている。また、プロジェクト形成時に、対象となるフィリエールの機能や、個々

のアクターの役割、強み・弱みを十分に把握することが重要であるとの指摘もある。

その一方で、今後の実施に向けては次のような点に留意する必要がある。まず、アクター間の

コーディネーションを軸とするフィリエール強化は、まだ日が浅いアプローチでもあり、実施に

あたっては政府と民間セクターとの信頼関係の構築に留意する必要がある。フィリエール支援に

はミクロからマクロまで様々なレベルの取組みが必要となるが、これらを全て同時に行うことは

難しいため、フィリエール分析やアクター間協議などを踏まえながら、優先度の高い分野を絞っ

ていくこととなる。この優先順位付けは現実には難しい面も多いが、ドナーは、フィリエールの

知識を有する現地コンサルタントや研究者らと共同でフィリエール分析を進め、参加型の形式を

とりながらアクター間協議へとつなげていく努力が必要である。

フィリエールの機能強化に向けた日本の支援のあり方

このような流れの一方で、今後、日本がセネガルをはじめとする仏語圏西アフリカの貧困削減

や Pro-poor Growthを目的とする総合的な支援を実施するにあたり有効な視点の一例として、既

存のフィリエールを活用した「フィリエールの機能強化プログラム」（図要－2）を提案した。

同プログラムの上位目標は、フィリエールが、貧困者が利益を享受できるように機能すること

により、貧困者の経済の主流への参加を促すことにある。このような形でフィリエールを機能さ

せることをプログラム目標とする同プログラムは、対象とするフィリエールの分析（コンポーネ

ント A）をエントリーポイントとし、その分析結果に基づいて実施する、フィリエール上の個々
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図要－2　「フィリエールの機能強化プログラム」

上位目標 プログラム目標

ビジネス環境
整備

物流インフラ
整備

・
・
・

貧困者の
市場への
参加

フィリエール
の機能強化

コンポーネントB
コンポーネントA

コンポーネントC

コンポーネントD

のアクター組織の機能強化（コンポーネント B）、フィリエール上のアクター間協議の実施、組

織化（コンポーネント C）、フィリエールを取り巻く制度面の整備（コンポーネント D）、の 4つ

のコンポーネントからなる。また、上位目標を達成するためには、フィリエールの機能強化以外

のプログラム（ビジネス環境整備など）も重要な役割を果たすことになる。

本研究の限界・今後の課題

なお、M4Pおよびフィリエール開発にかかるアプローチおよび分析枠組みは、現在もドナー

や研究機関が試行錯誤しながら実施を進めている段階にある。加えて、それらは非常に包括的な

枠組み・取組みである故、本調査研究の実施期間内での分析は限定されたレベルに留まらざるを

得ず、M4Pや仏語圏アフリカ（主にセネガル）における現時点の議論や動向の整理が中心とな

った。英語圏を中心に実施が進むM4Pアプローチと仏語圏アフリカ諸国におけるフィリエール

強化に向けた取組みとの関連性・類似性については、試論の段階であり今後更なる議論が必要で

あろう。

出所： 筆者作成。
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Abstract

This study has two main objectives; to recapitulate the trend of “Pro-poor Growth” in French 

Speaking West African countries and to find out the linkage between the development projects in the 

fields of rural development and those in the field of the private sector development, which used to be 

treated separately.  We conducted this study based on the literature review and the field survey.

Chapter 1 summarizes the notion of “Pro-poor Growth” and the economic backgrounds of 

French Speaking West African countries and analyses how the idea of “Pro-poor Growth” is adopted 

in the PRSPs of these countries.

Chapter 2 introduces the concept of Making Markets Work for the Poor (M4P) and French “filière” 

as a tool to link the effects of the projects in the above-mentioned two fields, and discusses how the 

filière concept can be applied to M4P.  Although the filière is often used as a French translation of the 

value or supply chain, they do not always have the same meaning.  While the value or supply chain 

originally indicates the connection of the activities (from production to the consumption) on the 

chain, the filière indicates the relationship not only on the activities but also on the people or group of 

the people relating to these activities.  That is, as far as they do any kind of economic activities, the 

poor are already placed on the related filière.  In the case of French Speaking West Africain countries, 

we propose that the poor can participate in markets by “making the filière function for the poor.”

Chapter 3 takes Senegal as a country for the case study and analyses the situation surrounding 

the filière that belongs to the agriculture and agro-industry sector and the donors’ approaches in this 

sector.  Through these analyses we found that there were several filières having interprofessional 

organizations but the poor could not successfully participate in these organizations.  The analysis also 

shows that the donors’ approaches tend to move from specific interventions targeting directly to the 

poor of the project site to integrated strategies that consider the needs of the target filière as a whole.

Based on the discussion from chapter 1 to chapter 3, chapter 4 proposes a programme to  

enforce the function of filière, which enables the poor to participate in markets.  This programme 

consists of the following four components; A) analyzing the filière, B) enhancing the capacity of 

each actor’s organizations on the filière (horizontal organization), C) enforcing or establishing 

interprofessional organizations on the filière (ver tical organization), and D) institutional 

arrangements for the development of the filière.  The component A is the entry point of this 

programme and the execution of the components B, C and D depends on the results of the 

component A.  An accurate and thorough analysis of the current situation of the filière (component 

A) plays a crucial role to carry out this programme.
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第 1章　Pro-poor Growth1と仏語圏西アフリカ諸国

1－1 Pro-poor Growthとその実現に必要な諸政策

1－1－1 Pro-poor Growthとは2

ミレニアム開発目標（Millennium Development Goals：MDGs）が 2000 年に打ち出され、

2015 年までに貧困層人口を半減させることが国際社会の大目標となったことを契機に、Pro-poor 

Growthの概念は、世銀など国際援助機関やバイドナーにおける援助の潮流を決定づけることと

なった3。特に、第 2世代 PRSP 4 が Pro-poor Growthを開発戦略の主軸に据えたことにより、Pro-

poor Growthの実現にかかる諸要素について様々な議論が行われている。

その主なものとして、本項では世銀、DFID、AFD、ドイツ復興金融公庫（Kreditanstalt für 

Wiederaufbau：KfW）／ ド イ ツ 技 術 協 力 公 社（Deutche Geselleschaft für Technische 

Zusammenarbeit：GTZ）（2006）（以下ではWorld Bank et al.（2006）と称す）および OECD（2006）

が提示する、Pro-poor Growthの実現に向けた諸政策を簡潔に整理する。Pro-poor Growthに関す

る代表的な学術誌掲載論文5 がクロスカントリーや時系列データまたはパネルデータを使って議

論の一般化を目指した一方、World Bank et al.（2006）は 14 ヵ国のケーススタディから教訓を導

き出すことを主眼とした。その結果、①経済成長が貧困削減と関連していること、②貧困人口

の絶対数減少は農村部の方が高い一方、比率の減少は都市部の方が著しいこと、③経済成長の

貧困削減への寄与率には国により差があること、④この差の要因は、貧困層の成長過程への参

加能力を強化するような政策の有無であること、が見出された。これらのことより、World Bank 

et al.（2006）は重要な政策事項として、①農業生産性の向上および②非農業分野および都市部

での雇用機会の利用、の 2つを挙げ、そのための具体的な施策を表 1－1 の通り提示している。

1 Pro-poor Growthは、Shared Growthあるいは Inclusive Growthとも称されるが、本稿においては Pro-poor Growthを
用いる。

2 本項は、筆者が以前従事した外務省（2007b）をもとにまとめたものである。特に学術論文に関してはジュネーブ国
際関係・国際開発問題高等研究大学院（Institut Universitaire des Hautes Etudes Internationales）国際経済学専攻博士
課程在籍中の伊藤匡氏からの専門的な助言および協力を得た。

3 Pro-poor Growthの定義や考え方については諸説あるが、以下では、経済協力開発機構／開発援助委員会（Organization 
for Economic Co-operation and Development／Development Assistance Committee：OECD／DAC）の定義に基づき、「貧
困者が経済成長に参加・貢献・利益を享受できるような成長のペースおよびパターン（a pace and pattern of growth 
that enhances the ability of poor women and men to participate in, contribute to and benefit from growth）」とする。詳細
は OECD（2006a）を参照されたい。

4 2000 年前後以降に策定された初代の PRSPは、債務削減により浮いた資金を教育・保健等の社会セクターに重点的に
配分し、貧困削減を促すことを目的としていたため、社会セクターを重視する内容であった。その後、初代 PRSPの
実施が進むにつれ、貧困削減における経済成長の役割も再認識され、現在では成長というファクターをより前面に押
し出す形で第 2世代 PRSPの策定・実施が進められている。

5 外務省（2007b）では、経済成長と貧困削減との関係について、Fields（2001）、Demery, Sen, and Vishwanath（1995）、
Ravallion（2001）（2006）、Kraay（2003）、Burnside and Dollar（2000）、Easterly他（2003）、Collier and Dollar（2001, 
2002）、Dalgaard, Hansen and Tarp（2004）、援助と貧困削減との関係については、Mosley, Hudson and Verschoor（2004）、
Sala-i-Martinなどの学術論文を参照している。
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表 1－1　World Bank et al.（2006）による Pro-poor Growthに向けた重要な政策事項

重要政策事項 具体的な施策

1）農業生産性の向上 市場アクセスの改善および、取引費用の軽減

土地所有権の強化

全ての農民に利するようなインセンティブの枠組み策定

小規模生産農民に対する技術普及

貧困度が高く、小規模生産の農民のリスク対処支援

2） 非農業分野および都市部での
雇用機会の利用

投資環境改善

中等教育および女子教育へのアクセス拡大

魅力ある雇用機会創造のための労働市場規制の設計

インフラへのアクセス拡大

出所：World Bank et al.（2006）より筆者作成。

一方、OECD（2006）に目を転じてみると、Pro-poor Growthにおける重要分野として民間セ

クター開発、インフラ、農業・リスク・脆弱性、の 3つを挙げている。表 1－2 は、これら 3つ

の分野においてドナーが支援すべきこととして OECD（2006）が列挙しているものである。

表 1－2　OECD（2006）による Pro-poor Growthにおける重要分野

民間セクター開発 規制や公的部門の汚職、基本的なビジネスサービスの欠如などの軽減

競争政策の設定と競争法を管轄する公的機関の強化

民間企業支援のための市場原理に則った持続可能なアプローチ

監視・規制にあたる公的機関の能力強化

女性の市場アクセス強化

官民対話の構築

インフラ ドナーの協調支援の基礎となる被援助国主導の枠組み推進

インフラの Pro-poor Growthへのインパクト強化

効果的な資金活用

農業・リスク・脆弱性 市場アクセスおよび技術力強化へのアクセスの改善

非農業所得収入の強化

予防戦略によるリスクと脆弱性の回避

被援助国主導の開発戦略の支援

出所：OECD（2006）より筆者作成。

World Bank et al.（2006）の②非農業分野は広く民間セクター開発の 1つと考えられることよ

り、World Bank et al.（2006）および OECD（2006）もともに、民間セクター開発、インフラ、

農業の重要性を指摘していると結論付けられるであろう。また、具体的な施策には、セーフティ

ーネットの構築や制度・政策改善が盛り込まれている。
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これらをまとめると、民間セクター開発、インフラ、農業やマイクロファイナンスに加え、第

1世代 PRSPの優先分野である教育、保健（特に疫病対策）などにより、初期貧富格差の是正と

貧困スポットの解消を図りつつ、政策・制度支援を併せて行うことが Pro-poor Growthの実現に

不可欠であると言える。

1 － 1－ 2 貧困者に益する市場の構築

従来、農村開発の枠組みの中で実施されることが多かった農村部の経済活動の振興は、今日で

は広義の民間セクター開発 6 の一環として捉えられている。そして、前項にて触れたように、

Pro-poor Growthに関する議論の進展とともに、これまでは市場システムに十分組み込まれてこ

なかった貧困者（農村部生産者や、農村・都市部における零細・小企業）を市場に統合していく

ための枠組みやアプローチが研究機関やドナーから提示され、実施に移行されつつある。その中

でも特に、農業・アグリビジネス分野においては、先進国市場での需要が増加している第一次産

品（野菜・果物、花卉など）を中心とする SC、VC構築支援が近年の潮流ともなっている。

Box 1－1 SC、VCとは ?

 SC、VC ともに、基本となるコンセプトは同じであり、「原料の調達から加工、流通、マーケティング、

消費までの各活動の連なり」を示すものである。その相違点として、前者はチェーン構築を主導する企業

による「物流の効率化」にかかる経営ツールである一方で、後者は「市場開拓」を目的とし、政府やドナー

による開発の手段として用いられることが多い。

 とはいえ、VC も基本的に民間セクターが主体となって構築していくものである一方、SC 構築支援をドナー

が行う事例もある。いずれにせよ、これらチェーン構築に関する政府・ドナーの役割はその側面支援であ

るとされる。（詳細は Value Links Manual, GTZ を参照）

世銀や USAIDなどは、もともと民間企業の経営管理の手法として確立されてきた SC／VCを

より開発途上国の文脈に適合させるためのアプローチを検討しつつ、多くの開発途上国で支援を

行っている。その一方で、SC／VC導入により生産者などの零細レベルの経済主体が市場に組み

込まれていくだけではなく、市場そのものを貧困者にも益するようなシステムに変えていくこと

を提示したのが英国の研究機関やドナー（DFID、SIDA、ADB）である。これらのドナーが提示

したMaking the Market Work for the Poor（以下M4P）7 は、非常に野心的な枠組みではあるもの

の、多くのドナーがその考え方を自らの戦略や支援プログラムに取り入れつつある。

なお、貧困者の定義については様々であるが、本調査研究においては、“economically active 

6 「広義の民間セクター開発」の定義については、別添資料 1参照のこと。
7 M4Pに関する議論は本稿第 2章に詳述。
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poor”、すなわち何らかの経済活動を既に行っている農村部生産者や、農村・都市部における零細・

小企業を指すものとする8。ただし JICAプロジェクト研究報告書9 においても指摘されているよ

うに、これらの貧困者も更に細分化されているため明確な線引きは難しいのが現実である。なお、

貧困者に関し、第 2章で詳述するM4Pはその定義が明確ではないとの批判を受けているが、

Meyer-Stamer and Wältring（2007）は、市場に何らかのアクターとして参入できるのは貧困ライ

ンに近接している貧困層であり、最貧困層の市場への参入を期待するのは現実的ではないことを

示す Eligmann（2005）による図、また経済成長が自動的に貧困層に益するものではない（Ravallion 

2004）などの研究結果を引きつつ、最貧困層の市場への統合には、かかるアクターが多く属する

地域に絞り込んだ支援の必要性などについて提示している10。これは、図 2－2 で示した、最貧困

層（Poorest of the Poor）に対しては relief, livelihood, securityなどのセーフティーネットがまず

必要であるとするMiehlbradt, A. and McVay, M.（2005）の考えにも合致するものである。

1 － 2 仏語圏西アフリカ諸国11の概況

1－ 2－ 1 仏語圏西アフリカ諸国の経済概況

過去数年間、石油や銅、アルミ、コーヒー、ココア、綿花などの一次産品ブームによりサブサ

ハラ・アフリカ諸国の多くは年平均 5～ 6％の経済成長を遂げた12。仏語圏西アフリカ諸国の多

くも、政情不安が続くコートジボワールを除くと高い成長率を維持している。しかし 2006 年に

入ると、原油価格の高騰などの影響を受け、原油の純輸入国を中心に電力危機を招く事態となっ

ている。また、2007 年末からは食糧価格の高騰も大きな問題となり、成長は鈍化することが見

込まれている。表 1－3 は仏語圏西アフリカ諸国の主要経済指標を示す。

8 考え方については、別添資料 1「民間セクター開発支援のアプローチ」1－ 1－ 2（1）も参照されたい。
9 平成 19 年「アフリカ地域農村部における産業振興策と金融制度整備支援に係る調査研究」
10 Meyer-Stamer and Wältring（2007）p. 23, Figure 8 を参照されたい。
11 通常、仏語圏西アフリカ諸国と称する場合は、西アフリカ経済通貨同盟（Union Economique et Monétaire de l’Afrique 

de l’Ouest：UEMOA）加盟国であるベナン、ブルキナファソ、コートジボワール、ギニアビサウ、マリ、ニジェール、
セネガル、トーゴの 8ヵ国を指すが、本項においては、日本の ODAが少ないギニアビサウおよびトーゴを除き、代
わりに ODAを供与しているギニアを対象として含めた。

12 ただし、近年の成長は一時的な要因によるものであり、構造的な脆弱性を克服して成長を持続させるための取組みが
必要である点を多くの研究が示している。近年の成長の要因および今後の課題については、Arbache, Go and Page
（2008）、AfDB／OECD（2008）を参照されたい。
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表 1－3　仏語圏西アフリカ諸国の経済概況（データ：2005 年）

低所得国 サブサハラ
アフリカ ベナン ブルキナ

ファソ
コートジ
ボワール ギニア マ　リ ニジェ 

ール セネガル

G N I （ドル） 1.4 兆 559.2 億 47億 56億 153 億 39億 52億 34億 82億

一人当たり GNI （ドル） 584.2 742.9 510 430 840 440 380 240 700

GDP成長率 （％） 8.0 5.7 2.9 7.1 –0.3 3.3 6.1 6.8 5.5

貧困人口の割合 （％）** － － 29.0 46.4 － 40.0 63.8 63.0 33.4

農　　業 （対 GDP比） 21.5 15.9 32.2 33.9* 21.7 19.8 36.6 37.8 * 17.9

工　　業 （対 GDP比） 28.4 32.5 13.4 16.2* 21.2 34.5 24.2 17.8* 18.9

サービス （対 GDP比） 50.1 51.7 54.4 49.9* 57.0 45.8 39.3 44.4 63.2

輸　　出 （対 GDP比） 24.9 33.6 13.5 9.1* 50.4 27.8 25.1 15.1 27.3

輸　　入 （対 GDP比） 28.5 34.7 26.1 25.3* 40.3 30.4 38.0 24.3 41.6

F D I  （ドル） 2,050億 166 億 0.21 億 1.9 億 2.6 億 1億 1.6 億 1.2 億 0.54 億

Doing Businessランク*** － － 151 161 155 166 158 169 162

債　　務 （ドル） 3,386億 1,767 億 18億 19億 99億 29億 28億 18億 36億

債務比率 （％） 12.8* 8.8 － 14.9* 5.5 20.4* 29.8 25.1 34.1

O D A （ドル） 404億 326 億 3.5 億 6.6 億 1.2 億 1.82 億 6.9 億 5.2 億 6.9 億

海外送金 （ドル） 458億 88億 0.6 億 0.5 億 1.6 億 0.4 億 1.7 億 0.6 億 6.3 億

FDI：海外直接投資（Foreign Direct Investment）、GDP：国内総生産（Gross Domestic Product）、GNI：国民総所得（Gross 
National Income）、ODA：政府開発援助（Official Development Assistance）

注　 *：2000 年のデータ、**：国家貧困ライン以下で生活する人口の割合（1994～2001 年）、***：178 ヵ国中のランキング

出所： World Development Indicators、Doing Business 2008 より筆者作成。

1 － 2－ 2 PRSPと Pro-poor Growth戦略

重債務貧困国（Heavily Indebted Poor Country：HIPC）対象国の多くが第 2世代 PRSPへと移

行したことに伴い、これまでの社会開発重視から経済開発の重要性を意識した戦略へと移行し、

サブサハラ・アフリカ諸国においても、タンザニア、ウガンダ、セネガルなどが Pro-poor 

Growthを軸とした戦略を打ち出している。また、主要ドナーの援助政策も成長重視の考えを示

しはじめ 13、例えば SIDAは Pro-poor Growthにかかる分析ツール 14 を策定し、貧困者を中心と

13 例えば、DFIDはこれまでの社会開発を重視する姿勢から、成長に焦点を当てた政策を打ち出しており（DFID 2007, 
2008）、世銀は IDA 15 次のプライオリティとして、アフリカを中心とする shared growthの実現等を掲げている（World 
Bank 2008）。ただし、ドナーによっては、これまでの Pro-poor Growthとは一線を画すものとして（少なくとも Pro-
poorという表現を外し）、大規模なインフラ支援や、成長を促すための枠組み作りをより重視していく考えも見られる。
かかる方向性は、Hausmann, Rodrikらによる Growth Diagnostic（2005）や、コロンビア大学の政策対話イニシアティ
ブ（Initiative for Policy Dialogue：IPD）などの調査研究とも関連付けられており、例えば IPDはアフリカにおける産業
政策（industrial policy）の必要性を指摘している。このように、ドナーや研究者間ではアフリカの成長に関する議論が
多くなされている一方、現地では、Pro-poor Growthにかかる戦略を策定しているか、実施段階に移行しつつあり、ド
ナーのかかる方向性と現地における実施については、今後更に議論を続ける必要があるだろう。筆者としては、サブサ
ハラ・アフリカ諸国における持続的な成長を考える際には、例えば産業政策策定に際し、貧困者の多く従事する経済活
動（あるいはセクター）を重点産業の 1つとして検討し、第 2章以降で論じるように、かかるアクターを市場に統合
させていく取組みを考えていく必要があると考える。

14 SIDA（2006）
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する経済アクターを成長のプロセスに取り込んでいくための考え方を示している。

表 1－4 は、仏語圏アフリカ諸国のうち、PRSPプロセスが進展している数ヵ国における 

Pro-poor Growth戦略の方向性を整理したものである。このうち、第 2世代 PRSPに移行した国

はブルキナファソ（2004 年 7 月）、セネガル（2006 年 12 月）、マリ（2006 年 12 月）、マダガス

カル（2007 年 2 月）、ベナン（2007 年 4 月）であり、特にセネガルやマリ、マダガスカルは、

社会セクター開発や公平性に配慮しつつも、経済の競争力向上と民間セクター開発に大きな重点

を置いた内容となっている。また、ブルキナファソのように、現段階の PRSPには反映されてい

なくとも、今後の戦略策定において Pro-poor Growthがより重点課題となることが予想される国

もある 15。

表 1－4　各国の開発戦略における Pro-poor Growthの考え方

PRSP策定状況 
（下線は第 2世代）

PRSPにおける貧困削減の文脈における経済成長の 
重要性に関する考え方、Pro-poor Growthの方向性

ベナン 2007 年 4月 第 1世代 PRSPにおいて貧困削減が十分ではなかったのは、経済が停滞してい
たことが大きな原因の 1つであるとし、第 2世代 PRSPでは成長促進（民間セ
クター開発、輸出志向フィリエールの強化など）、インフラ整備などが前面に押
し出された内容となっている。

ブルキナファソ 2004 年 7月 貧困削減には経済成長に併せて公平性が重要。

マダガスカル 2007 年 2月 MAPは、国際競争力の強化を優先課題として民間セクター開発を重視。

マ　リ 2006 年 12月 第 1世代 PRSPの実施期間における経済成長率は、貧困削減を達成するために
必要とされる経済成長率（6.7％）を下回る 5.2％であったことから、より成長
という側面を前面に出した内容となっている。特に、第 2世代 PRSPでは農村
セクター、鉱業を軸とする成長促進戦略を打ち出し、生産部門の強化（特に野菜・
果物フィリエールなど）や中小企業振興、インフラ整備、ビジネス環境整備な
どを優先課題としている。

ニジェール 2002 年 1月 マクロ経済安定化や金融セクターの構築などが提示されているが貧困削減の文
脈における言及はなし。

セネガル 2006 年 12月 経済成長は貧困削減に重要として、戦略の柱 1（富の生産）に具現化。「富の生産」
の実施戦略として成長促進戦略を策定。詳細は第 3章を参照されたい。

MAP：マダガスカル行動計画（マダガスカル PRSP　Madagascal Action Plan）

出所：各国 PRSPなどをもとに筆者作成。

Pro-poor Growthの実現にかかる諸政策およびシークエンシングについては、国の経済・社会

構造や貧困の状況などにより様々であるものの、各国において概ね共通していることは、人口の

多くが従事する農業セクター振興と民間セクター開発を結びつけている点であり、農業セクター

開発とともに、農村部を中心とする零細経済主体（生産者や零細企業家など）を市場に統合する

ための取組みが行われている。

15 世銀の分析報告書は、今後の戦略の方向性を示唆する内容でもあり参考になるだろう。ブルキナファソに関しては、
World Bank（2006a）、また第 2世代 PRSPが策定されたマリについても、World Bank（2006e）が成長というファク
ターを取り込む際の方向性を示したといえる。
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1 － 3 調査研究の手法・実施体制

本調査研究の視点は、「農村部の経済活動を市場に統合していくためのアプローチとドナーに

よる支援のあり方」を検討することであり、そのための基本的な概念としてM4Pおよびフィリ

エール 16 というアプローチを採用した。また、M4Pは民間セクター開発の新たなアプローチと

して提示された経緯もあるため、別添資料 1として「民間セクター開発支援のアプローチ」を整

理した。

本調査研究は、国内における学術論文および国際機関やドナー文書の文献レビューを主体とし

たが、文献レビューの結果を検証するため、セネガルにおいて 2007 年 10 月 1 日から 3週間に

わたり現地調査を実施した 17。

現地調査においては、政府（中央省庁および地方行政機関）、ドナー、民間業者（都市および

地方の零細・小規模事業者）に対し、質問票によるインタビューを行った。全体の調査期間が 3週

間、うち地方での調査期間が 1週間と短かったため、フィリエールの全体像の把握は既存の報告

書に依拠し、現地調査においては主要なアクターへのインタビューやサイト視察を行った 18。ま

た、地方調査の調整は、農村零細企業促進プロジェクト（Projet de Promotion des Micro 

Entreprises Rurals：PROMER）19 フェーズ 1に参加し、農産物の市場構築に経験を有する現地コ

ンサルタントに依頼し、調査期間中も同行して適宜アドバイスを受けた。

1 － 4 調査研究の限界と今後の課題

M4Pおよびフィリエール開発にかかるアプローチおよび分析枠組みは、現在もドナーや研究

機関が試行錯誤しながら実施を進めている段階にある。加えて、それらは非常に包括的な枠組 

み・取組みである故、本調査研究の実施期間内（2007 年 4 月～ 2008 年 3 月）での分析は限定さ

れたレベルに留まらざるを得ず、M4Pや仏語圏アフリカ（主にセネガル）における現時点の議

論や動向の整理が中心となった。英語圏を中心に実施が進むM4Pアプローチと仏語圏アフリカ

諸国におけるフィリエール強化に向けた取組みとの関連性・類似性については、試論の段階であ

り今後更なる議論が必要であろう。

16 フィリエールについては第 2章に詳述。
17 また、研究内容により現実性を持たせるため、現地調査実施後に、筆者（長谷川）が JICA国内研修で来日していた
仏語圏アフリカ諸国の行政官とのインフォーマルな意見交換を行った。

18 調査日程は別添資料 2を参照されたい。
19 国際農業開発基金（International Fund for Agricultural Development：IFAD）によるプロジェクト。詳細は表 3－6 参照。
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第 2章　 貧困者に益する市場システムとは ? 
─M4Pアプローチと仏語圏西アフリカでの適用─

2－ 1 M4Pアプローチ

昨今の経済開発の流れの中で、経済開発における民間セクターの役割が重視されてきているこ

とに伴い、各国の PRSPをはじめとする開発戦略においても民間セクター開発の重要性が謳われ

ている。これまで援助機関の側も、開発途上国の民間セクター開発を支援するために、VC開発、

中小零細企業開発、ビジネス環境整備など、様々な分野を見出し、民間セクター開発にかかる支

援を実施してきたが、これらの介入はいずれも貧困者を経済の流れに乗せ、彼らの経済活動を貧

困削減につなぐといった持続的な成果を生み出すまでには至っていない。むしろ、貧困者を疎外

する、あるいは市場を歪ませるなどの負の影響をもおよぼしてきた 20。これらの経験から、貧困

削減を民間セクター開発の目的とし、貧困者が属する市場システムを理解した上で、民間セクタ

ー開発にかかる従来の手法を包含する新たなアプローチとして生まれたのがM4Pアプローチで

ある。同アプローチは SLおよび新制度派経済学をバックグラウンドとし、1990 年代後半に

DFIDと英国シンクタンクの OPM（Oxford Policy Management）が提唱したのが始まりである。

その後、成長における制度の重要性などの新たな研究の成果を踏まえ 21、2005 年に提示された

アプローチ（“Making Market Systems Work Better for the Poor”）をもとに 22、主に DFIDや

SIDA、ADBなどの援助機関により推進されてきている。これは「貧困削減」を第一の目的とす

る点において、MDGsの目標とも合致している。

なお、この時期は、民間セクター開発にかかるアプローチとして、世銀を中心とする投資環境整備に大

きな焦点が当たっていた 23。M4P提唱者は、投資環境整備の対象は都市部で活動する大規模・中規

模のフォーマル企業が中心であり、貧困者が多く従事する零細・小企業や農村部の経済活動はかかる

取組みから恩恵を受けることができないばかりか、ますます疎外される可能性もあるとの問題意識に立

っていたことが窺える。なお、現在はタンザニアなど数ヵ国で農村部における投資環境評価調査がパイ

ロット的に実施されており、小規模な経済主体の状況把握を試みている。このように、Pro-poor Growth

の議論が進展するにつれ、多くのドナーが「M4Pと投資環境整備は相互補完的である」と考えている24。

20 Marieke de Ruijter de Wildt, Elliott, D. and Hitchins, R（2006 ）p. 19、OECD（2004）pp. 58 – 59 など。
21 DFID（2005a）は、1990 年代後半以降のM4Pの変遷について整理しており、特に現行のアプローチには Rodrik（2002）、

Rodrik et al.（2004）、Chang（2002）、Ohno（2004）の他、農業を主要な産業とする途上国での市場の機能に関する研究
─ Dorward et al.（2004）、Joffe and Jones（2004）─などの研究の成果を取り込んだことを言及している。また、人々の
選択肢の拡大と自由の享受は、開発の手段および目的であるとする Sen（2004）や、Senの考えを踏まえ、貧困層を企業
家・消費者としてエンパワーすることを提示したPrahalad（2004）も、M4Pの妥当性を裏付ける研究として言及している。

22 DFID（2005a）は、2005 年に ADB、DFIDが共同で開催したセミナーのコンセプト・ペーパーであり、その後の議
論や各国における実施は本ペーパーのコンセプトをもとにしている。

23 例えば、世銀は、アフリカ開発にかかる活動計画（Africa Action Plan）の中で、貿易・投資促進による持続的な成長
がMDGs達成に不可欠とし、各種分析作業（VC分析、投資環境評価調査、Doing Busines Indexなど）や政策提言、
融資事業を行っている。その後、零細・中小企業振興に関する取組みとして、7ヵ国（ガーナ、マダガスカル、ケニア、
マリ、ナイジェリア、タンザニア、ウガンダ）を対象としたパイロット事業が国際金融公社（International Finance 
Cooperation：IFC）と共同で 2003 年より実施されている。

24 セネガルで主要ドナーにインタビューを行った結果より。
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本節ではM4Pアプローチの定義、同アプローチに基づく具体的支援事例、およびより一般的

なアプローチである SC／VC開発との相違点を記し、最後にM4Pアプローチに対する批判や限

界にも触れる。

2 － 1－ 1 M4Pアプローチとは

M4Pは貧困者を彼らに便益をもたらす形で市場に取り込むことが貧困問題を解決する最善の

方法であるとの考えに基づくアプローチで、Making Markets Work for the Poorの文字どおり、

市場のシステムを貧困者に益する形に改善することを目指している。

M4Pアプローチによる市場の概念は図2－1の通りで、貧困者は商品を提供する生産者／企業家、

消費財を購入する消費者、労働力を提供する労働者として核となる市場に参加する。しかし、核と

なる市場は需要と供給によってのみ機能するのではなく、情報やインフラといったサポート機能 

（図2－1、上部半円）、法律や規範などの規則（図2－1、下部半円）の影響を受けながら機能する。また、

図 2－1は市場に影響を与えるプレイヤーが、売り手と買い手のみではなく、政府や民間セクター、

非営利組織なども重要なプレイヤーであることを示している。つまり、M4Pアプローチにおいて、

市場のシステムを考える場合、核となる市場のみに介入するのではなく、図 2－1に示すすべての

次元を多角的に考慮した上で、いかにして市場のシステムを貧困者に益する形に転換できるかを検

討することになる。故に、図 2－1に示すすべてのプレイヤーがM4Pアプローチに基づくプロジェ

クトの対象となり得る。それぞれの次元における個々のプレイヤーの役割は表2－1の通りである。

図 2－1　M4Pにおける市場の概念

出所：Marieke de Ruijter de Wildt, et al. (2006) p. 21.
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表 2－1　市場システムにおける国家、民間セクター、市民社会の役割

核となる市場 インフラおよびサービスの提供 制度および規則

国  家 ・ 取引きリスクの削減および市
場活性化に係る公的措置

・ 深刻な市場の失敗に対する直
接的な介入（必要な場合のみ）

・ 管理者
・ サービス提供者（政府の予算や
ドナーの財源による制約があ
る）

・ 法律
・ 法制度の施行
・ 情報提供（規格、公衆衛生など）

民　　間
セクター

・ 売買
・ 階層、社会関係に埋め込まれ
た市場（embedded market）

・ サービス提供者（市場先導、料
金制、埋め込まれたサービス
（embedded service））

・ ビジネス団体を通じたアドボカ
シー

・ 行動規範などに基づく自己執行

市民社会 ・ 取引きリスク削減にかかる集
団行動

・ アドボカシー
・ サービス提供者となる NGO
（NGOの財源による制約）
・ 料金に基づくサービスの提供者
（生産者組織など）

・ 消費者・生産者団体などを通じ
たアドボカシー

・ メディアを通じた情報提供
・ 社会関係資本に基づく執行

出所：DFID（2005a）p. 16.

2 － 1－ 2 M4Pにおけるドナーの役割と支援事例

上の表 2－1 において、M4Pにおける政府・民間セクター・市民社会の役割について整理した。

一方、ドナーの役割については、民間セクターや政府の活動を側面支援する「一時的なファシリ

テーター」であり、恒常的な役割を与えられるものではないと断言されている 25。とはいえ、多

くの開発途上国において民間セクターは非常に脆弱であり、現実には、ドナーなどの外部機関に

よる相当規模の支援が必要とされる。以下では、M4Pと従来のドナー支援との関係や、M4Pに

かかるドナーの支援事例を通し、ドナーの支援のあり方について整理する。

図2－2は、これまでの民間セクター開発や貧困削減に向けた支援とそれらが対象とするプレイヤーを、

M4Pアプローチの視点から整理したものである。M4Pは前述の通り、1999 年代後半以降に積極的

に議論されるようになった新しいアプローチではあるが、民間セクター開発にかかる新たな分野を示す

ものではなく、複数のセクターにまたがる包括的なアプローチである 26。従来の分野別の支援はM4P

アプローチの概念の上で実施されることにより、互いに補完し合い、その成果を高めることができる。

25 D. Ferrand, A. Gibson and H. Scott（2004）p. 18.
26 M4Pアプローチは民間セクター開発における議論の中から生じたアプローチであるが、他分野においてもその重要性
が認識され始めている。例えば、農業分野では、10年ほど前までは、いかにして農業の生産性を向上するかが議論の
中心であったが、昨今では零細農民をいかにして市場につなぐか（Linking Farmers to Markets）が積極的に議論されて
いる（Shepherd（2007）など）。仏語圏アフリカ諸国における事例は、東南部アフリカ諸国と比べると少ないものの、
例えば 2003 年には世銀がマリで試験的に実施したマンゴーの SC構築支援を成功例として公表した。複合輸送システ
ム（Multi-modal shipment system）構築と SC強化により、内陸国であるマリ産のマンゴーを欧州市場（主にフランス）
向けに輸出できるよう支援を行った。もともとパイロット的に行われた事業であったが、成果があったことにより、同
じような環境にある他国への一例となり得るとしている。かかる支援においては、セクター横断的なアプローチ（運輸、
農業、貿易）、地域資源の活用、現地の労働慣行や価値などと国際的な基準を調整していくことが重要であるとされて
いる。初年度（2001 年）は 220 t、2002 年は 600 tを輸出した。輸出はコートジボワールのインフラおよび輸出企業（マ
リとの合弁企業）を活用したため、2002 年の同国の政情不安による影響も懸念されたが、2003 年時点では 1,000 tを
輸出している。純利益は 25百万セーファーフラン（Franc CFA：FCFA）（2003 年時点）。世銀の支援により輸出体制が
整ったため、現在は英国への輸出も開始され、チェーン構築と官民パートナーシップの好事例として、近隣国（ガーナ
など）やアジア（タイなど）でも紹介されている。世銀の支援の詳細はWorld Bank（2003）を参照されたい。
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図 2－2　民間セクター開発にかかる分野とM4P

出所：Miehlbradt, A. and McVay, M.（2005）p. 9.
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また、M4Pアプローチを取り入れることで、従来の分野への支援方法に変化が生じることも

明らかである。例えば、BDS（Business Development Service）支援の例をあげると、従来の支

援方法では、マーケティングチェーンの外側にビジネスサービス（トレーニング、コンサルティ

ング、マーケティング支援など）を提供するための機関を設ける傾向にあったが、M4Pアプロ

ーチでは BDS機能を果たすアクターをマーケティングチェーン上に取り込むようなシステム、

あるいは既にチェーン上に存在しているアクターに必要とされるサービスを提供する機能を持た

せること（表 2－1 でいう「埋め込まれたサービス」の例）が目指される。従来型の支援ではチ

ェーンの外部に設置された BDS機関の持続性の問題を解決しなければならないが、M4P型のア

プローチでは持続性の問題も克服した上で、サービスを提供することが可能となる。

なお、M4Pはアプローチである故に、特定の構成要素の組み合わせや処方箋を示すものでは

ないが、現時点では、①競争力向上、②ビジネス環境整備（enabling environment）、③市場ガバ

ナンス強化、④（VC強化を目的とする）市場調査、⑤最貧困層へのアウトリーチ、がM4Pを実

現するための主要な施策として実施される傾向が強い。特に⑤の最貧困層へのアウトリーチにつ

いては、情報提供や金融サービスなどの強化により、セーフティーネット機能の一部を組み込む

取組みがなされている。表 2－2 では、各国で実施されているM4Pアプローチに関連するプロジ

ェクトの事例を示す 27。

27 以下の例は、M4Pの支援事例として国際労働機関（International Labour Organization：ILO）主催セミナーにて紹介
があったものの一部である。セミナーや各事例の概要については http://www.value-chains.org/dyn/bds/docs/
detail/452/6 からも入手可能（2008 年 8 月アクセス）。
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表 2－2　M4Pアプローチに基づく支援事例（地域別）28

地
域 国

セ
ク
タ
ー

活動内容

① ア
フ
リ
カ

ウ
ガ
ン
ダ

情
報
サ
ー
ビ
ス

【M4Pの視点：貧困者などを含むアクターへの情報提供・交換】
SEMA29はスモールビジネスに関する民間のラジオプログラムを支援している（人口の 80～ 90％がラジオ
を所有しており、ラジオはすべての人がアクセスできる無料の学校として認識されている）。このプログラム
ではビジネスにかかる情報を一方的に提供するのみならず、番組上で視聴者が質問したり、専門家にアドバ
イスを求めたり、政策立案者と議論を交わしたりする場も設けている。ラジオプログラムは特定の対象を直
接的に支援するものではいが、視聴者の 1／3 がラジオを通じて得たアドバイスや情報を活用することでビジ
ネスを拡大できたと回答している。また、番組上での議論が政策に影響をおよぼすこともある。

② ケ
ニ
ア

Ｂ
Ｄ
Ｓ
（
農
業
）

【M4Pの視点：競争力向上、BDSの VCへの取り込み、生産者の組織化】
USAIDはケニアで小規模な農家を市場につなぐプログラムを実施している。同プログラムでは農作物の質の
向上を目的とするインプットやサポート市場の強化、農家と輸出業者との結びつけ、輸出業者の契約栽培
（out-grower）30関係の開発を支援している。マンゴー部門では詳細な VC分析を実施し、それを基にマンゴー
の質の向上と農家と輸出向けバイヤーを結びつけることを目的に、マンゴー生産者グループの形成を促し、
これらのグループを基盤に普及サービスや市場へのアクセスを支援した。同時に同プログラムは輸出業者が
農家と直接的な関係を築くことも支援している。

③ ナ
イ
ジ
ェ
リ
ア

農
産
物
加
工
業

【M4Pの視点：Pro-poorな市場およびサービスの構築支援】
PrOpCOm31はカシューナッツの価格の向上のため、調理用のカシューナッツではなく、スナック用のカシュ
ーナッツの製造を図った。そのためには次のような制度変化が求められる。①乾燥カシューナッツにかかる
品質基準の設定、②輸出用バイヤーに対する乾燥カシューナッツの価値にかかる訓練、③乾燥カシューナッ
ツの品質基準に関する情報提供、④バイヤーに対する訓練を行う市場の形成、⑤苗木畑に対する支援、⑥競
争力の弱い輸出業者への支援。これらに加え、アクター間の連携強化により、政策やビジネス環境への変化
を促していくことを目的としている。

④ マ

リ

農
産
物
加
工
業

【M4Pの視点：SC分析と市場調査】
AFE（NGO）はシアバターの輸出市場へのアクセスを改善するために、市場調査を行い制約要因を特定した上
で、輸出業者に対し、市場向けの製品となるよう生産と SCの改善に投資するよう働きかけた。市場機会が高
いと輸出業者の投資リスクは低く、輸出の拡大により輸出業者も利益を得られる。

⑤ 南
ア
フ
リ
カ

建
設
業

【M4Pの視点：貧困層を中心とする多様なアクターの巻き込みとアクター間の関係の構築】
以前に不利な立場にあった人たちが経営している小規模な建設業者が昨今の建築ブームにのって利益を得られ
るよう南アフリカ政府は政府関連施設の建築を請け負う大規模な建設業者が小規模な業者と下請け契約を行う
よう命じた。World Education（国際 NPO）は小規模な業者が大規模な業者と下請け契約する（入札から契約
の履行まで）に必要なノウハウを特定し、これらを教えるサービス市場を発展させるためのサービス機関とし
て、NGOや民間コンサルタントなどの伝統的なサービス提供機関、インプットを提供するブローカー、大規
模なインプット納入者の3つのタイプを特定した。結果、1万以上の小規模な企業がサービスの提供を受ける
ことができ、小規模な企業の契約額は600万ドルを超えている。

⑥ 南
ア
フ
リ
カ

小
売
業

【M4Pの視点：貧困者を軸とした SCの強化、組織化】
TTOは spaza shop（都市部の貧困地域にある小さな小売雑貨店）の競争力を強化するプロジェクトを実施し
ている。Spaza shopはオーナーも利用者も貧困者で、同プロジェクトではオーナーの収入向上および顧客へ
より高い価値をもたらすことを目的としている。TTOは Spaza shopのオーナーがネットワーク（Shop-Net）
を形成することを支援しており、Shop-Netにより、雑貨販売業の SCにおける Spaza shopの位置づけを強化
することができ、Spaza shopのオーナーは①ネットワークによる共同購入、②ビジネスサポートサービスへ
のアクセス、③納入業者（製造業者や卸売業者）のリンケージへのアクセスなどの利益が得られる。また、製
造業者や卸売業者も貧困地域の市場へ関心を抱いているため、TTOは Spaza shopのオーナーと業者のリンケ
ージ強化も支援している。

28 地域区分については、外務省の区分に応じた。
29 プログラム名。1999 年以降は ILOが支援。
30 「「契約栽培農家（out-grower）スキーム」とは、アグリビジネスなどが、小農民に対して有料で投入財や技術を支援し、
輸出用の換金作物（園芸作物など）を生産させて、生産物をアグリビジネスの持っている販売ルートに乗せるもので
ある。これは大農場（プランテーション）生産によるものではなく、土地と労働力はあるが、技術や販路を持たず、
投入財も入手しにくい途上国の小農民が、一定の品質や基準を要求する先進国の市場向け輸出作物の生産・販売を可
能にするスキームとして、近年各国で導入が進んでいるものである。」（外務省（2007）p. 31）。

31 プログラム名。DFIDによる支援。
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⑦ ア
フ
リ
カ

レ
ソ
ト

繊
維
産
業

【M4Pの視点：VCの構造・パフォーマンスの強化】
ウールは農村地域における重要な産業の1つであるが、羊の死亡率の高さや伝染性皮膚病によるウールの質の
下落などにより、産業が停滞していた。ComMark（NGO）はウールの価値の向上のために、民間の羊毛刈り
取り場と連携し、刈り込みや選別技術の向上に努めた。また、機能していない公的な畜産普及サービス機関に
代わり、個人企業家に対し、ワクチン接種にかかる訓練を行った。結果、羊を育てる人に支払われる価格は向
上し、羊1匹あたりのウール刈り取り量も増加した。

⑧ 東
ア
ジ
ア

フ
ィ
リ
ピ
ン

農
産
物
加
工
業

【M4Pの視点：VCとアクター間の連携強化】
SDCAsia（NGO）は自生の果実 Kaong（甘いヤシ）の収穫と半加工業によるミンダナオの農村コミュニティ
ーの生活の改善を目指している。収穫者は果実を農民グループや個人企業家などの半加工業者に販売し、半加
工業者は半加工品を地域の商人に販売し、地域の商人は都市部の加工業者にそれらを販売する。SDCAsiaでは、
これらのアクターの関係を分析し、関係を強化することを焦点の1つとしているが、それぞれのアクターに利
益をもたらす形で問題を解決しながら、アクター間の関係を強化することで農村コミュニティーを市場に結び
つけることが可能となる。

⑨ 中
南
米

ニ
カ
ラ
グ
ア

農
業
【M4Pの視点：生産者に配慮した VC分析および支援】

MEDAはニカラグアの胡麻の国際市場における競争力強化のために、競争力と VCにかかる分析を行い、生産
者に対する生産、加工、マーケティングにかかる技術支援を共同組合を通じて行った。その後、プロジェクト
は生産者グループと輸出業者との提携の強化を支援した。結果、特定の地域における特定の輸出業者による独
占を阻止することができ、輸出業者間の競争が生まれたことで、生産者に支払われる価格が上昇した。

⑩ ペ
ル
ー

畜
産
業

【M4Pの視点：貧困者に重点を置いた農業市場開発、関連するアクターの VCへの取り込み】
Practical Action（NGO）は山間部の貧困者まで届く農業・畜産普及サービス市場の発展を目的に農村地域の
Kamayaq（同国の農業や気候に関する伝統的なアドバイザー）の伝統的な方法を改善し、彼らとともに適切な
製品やサービスの特定を行った。また、地域のコンサルタントにあたる Kamayaqの能力強化も行った。プロ
グラムは乳製品市場を対象に実施したが kamayaq自らの収入はサービスの提供や畜産に必要なインプットの
販売により向上し、また畜産従事者も適切な情報や薬の入手により、家畜の病気や死亡を抑えることができる
ようになり、結果、1日あたりの牛乳の生産量が増え、収入が向上した。

⑪ ペ
ル
ー

Ｂ
Ｄ
Ｓ
と
金
融

【M4Pの視点：マイクロクレジット機関による BDS支援】
従来 BDS機関と金融機関はそれぞれ独立してサービスを提供してきたが、Financiera Soluciòn（マイクロク
レジットを重点とする金融機関）は顧客に対して、無償でビジネストレーニングを提供している。このトレー
ニングは顧客の信用を高めると同時に、顧客がビジネスプランを発展させるのに役立ち、結果として顧客は新
規の融資を同金融機関から受けることになる。このモデルはトレーニングによる利益がそれにかかるコストに
優ることを示している。

AFE：Action for Enterprise、MEDA：Mennonite Economic Development Associates、NPO：Non Profit Organization（非営利団体）、
PrOpCom：Promoting Pro-poor Opportunities from Commodity and Service Market、SDCAsia：Strategic Development Cooperation- 
Asia、SEMA：Small Enterprise Media in Africa、TTO：Triple Trust Organization

出所：Miehlbradt, A. and McVay, M.（2005）をもとに筆者作成。

いずれの事例においても特定の貧困者に対して直接的に関与していない、つまり従来のように

特定の貧困者のみを支援対象とするのではなく、他の経済アクターとの関係・連携の強化に主眼

を置きながら支援を行っていることが明らかである。また、技術や情報、金融などへのアクセス

改善による貧困者の生産面での向上のみに視点を置くのではなく、販売までを考慮し、双方向か

ら総合的なプロジェクトを実施していること、更には関連する政策や法律へのインプットも考慮

したアプローチであることがこれらの事例から分かる。

USAIDは、ドナーの民間セクター開発へのアプローチが特定の分野（小規模ビジネスのファ

イナンスへのアクセス、運営能力の強化など）への個別の介入から、より統合的なプログラムに

移行してきていると論じているが 32、M4Pが昨今の潮流にある統合的なアプローチであることは

これらの事例からも読み取れる。

32 USAID（2006c）p. 19.
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また、ベトナム、ラオス、カンボジアの 3ヵ国においては、ADBとDFIDが共同融資で市場機能

と貧困者の関係にかかる調査研究、キャパシティビルディング、政策対話を目的とする技術支援 33を

実施しており、同プロジェクトでの成果はM4Pアプローチの枠組み作りに大きく寄与している。

2 － 1－ 3 VC／SC開発との関連および相違点

M4Pアプローチは図 2－2 でも示した通り、従来の VC開発を排除するものではない。図 2－3

はM4PアプローチとVCの関係を示したもので、VCはM4Pアプローチがカバーする範囲のうち、

核となる市場を対象としたサブセクターであることが分かる。つまり、VCはある特定のチェー

ンにおける生産者の競争力に注目し、既存のチェーンをどう発展させるかに焦点が置かれている

のに対し、M4Pアプローチではより広い視点から市場システム全体の改善を目指す。

図 2－3　M4Pアプローチと VC

出所：Marieke de Ruijter de Wildt, et al.（2006）p. 24.

RULES

Supply Demand

SUPPORTING
FUNCTIONS

MARKET PLAYERS

CORE
FUNCTIONSupply Demand

CORE
FUNCTION

また、M4Pは Pro-poorなアプローチであることを明示的に示しているが、これは貧困者を直

接的な対象とすることを意味しているのではなく、貧困者が市場システムへの参加を通じて、ど

のようにして収入を向上できるかという観点から市場システム全体を捉え直すことを求めてい

る。つまり、M4Pの目的はあくまでも貧困者の市場への参加と参加による貧困者自らの収入の

向上であり、より一般的な意味での経済成長を目的として市場の拡大を目指す VCとはその目的

が異なる。

33 http://www.markets4poor.org/ を参照されたい。
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2 － 1－ 4 M4Pに対する批判や限界

M4Pは新しいアプローチであり、未だ変遷の過程にある。それぞれのドナーや政府、関係機

関などが同アプローチを適用していく中で、更に進化していくことが求められているが、DFID

（2005a）は、特に①市場を複雑化するプロセス、②市場発展のそれぞれの段階における公的あ

るいは民間機関による市場インフラの提供事例、③市場の機能強化と形成にかかるツール、 

④M4Pアプローチの履行におけるリスクの特定とリスクマネージメントの手法において更なる

調査が必要であるとしている34。

また、Meyer-Stamer et Wältring（2007）は次のような問題点を指摘している 35。

　　概念上での弱点：36

・ 「市場」の概念が明らかでない。

・ 「貧困者」の定義が明確でなく、貧困のレベルについても言及していない。

・ 市場システムを持続的に機能させるためには、政府の機能を強化する必要があるが、

「政府」機能については触れられていない。

　　実施における弱点：

・ 「市場の失敗」を効果的に分析するためのツールが提供されていない。

他方、M4Pアプローチの適用による貧困削減へのインパクトは、上記 2－ 1－ 2 の事例から

も明らかで、同アプローチが貧困削減に寄与する潜在性は高い。被援助国政府やドナー、民間セ

クター、NGO、市民組織などにより、M4Pアプローチがより広く適用されていくことが期待さ

れるが、そのためにはこれまでの経験や教訓を関係者間で共有する機会を拡大していくことが不

可欠であろう。

2 － 2 仏語圏西アフリカにおけるM4Pの適用可能性

本節では前述したM4Pアプローチが仏語圏西アフリカにおいて、既存の「フィリエール」を

活用することで、どのように適用できるかを検討する。

2 － 2－ 1 仏語圏における“フィリエール”の概念

従来、仏語圏諸国においては、SC／VCと似た概念として「ある産品を軸とする連鎖」を意味

するフィリエールが存在し、農産物流通のシステムとして国家主導の下、主要な輸出用換金作物

（綿花、カカオなど）にかかるフィリエールが強化されてきた経緯がある。このフランス語のフ

ィリエール（filière）という用語は民間セクター開発や流通にかかる開発文書において、しばし

34 DFID（2005a）p. 20.
35 Meyer-Stamer et Wältring（2007）pp. 6 – 7.
36 例えば、極度の貧困者は社会的に疎外されているため、市場への参加が難しいこと。従って、社会的なシステムの改革・
改善という難しいタスクも併せて考える必要がある。
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ば SC／VCの訳語として用いられているが 37、SC／VCと必ずしも同義ではない。フランス語が

原文の文書では、フィリエールはより抽象的な意味を担っており「ある産品が辿る生産から消費

までの段階（加工、輸送、商品化など）の連鎖」を指し、そこに携わる人や組織をも含む。

作物が流通している以上、そこにはその作物にかかるフィリエールが存在し、各々のフィリエ

ールは①産品、②活動（生産、加工、輸送、保管など）、③アクター（生産者、インプットの導

入業者、集配業者、商人など）、④産品にかかる取引き（取決め、協定、契約など）、⑤対象とな

る地域（国、ときに地域）の 5つの要素により特徴づけられる。例えば、「ニジェールのコメフ

ィリエール」といった場合、ニジェールにおけるコメの生産から販売までのすべての活動とそれ

に関わる人や組織を指し示す。

更に、フィリエール上のアクターは次の 4つのグループに再分類できる 38。

・ 直接的アクター：フィリエール上のある段階において、軸となる産品の所有者となるアク

ター（生産者、商人など）

・ 間接的アクター：活動の過程に関与するアクター（サービスや融資の提供者）

・ 支援アクター：研修やアドバイス、情報の提供などの技術支援を実施するアクター（NGO、

政府関連機関、研究機関など）

・ 国家 39：政策決定者、法の番人

2 － 2－ 2 フィリエールアプローチ（分析）の変遷

フィリエールに関する分析の歴史は 1960 年代のフランスにまで遡り、当初は主に国内の契約

農家の垂直的統合（Vertical Integration）40 を調査していたが、その後、農業分野の旧フランス植

民地政策に、更に 1980 年代に入ってからは産業政策の中でも適用されるようになった 41。この

ような流れの中、フィリエールという語がより経済用語としての意味を持つようになり、それを

分析するツールとしてフィリエールアプローチが用いられるようになったが、今日においても統

一された理論的アプローチが存在する訳ではない。それぞれの研究者や実務者が分析の枠組みを

設定するために活用してきたアプローチとも言えるが、フィリエール上の 1つのアクターや 1つ

の活動が抱える問題のみに直接的に介入するのではなく、フィリエール全体を診ることが重要で

37 VCの直訳は chaîne de valeurであるが、filièreと訳されることの方が多い。
38 PRIAF RIZ（2006）p. 14.
39 国家が産品を買い上げる場合には、国家は直接的アクターとなる。また、国が普及サービスなどを提供する場合は支
援アクターにもなる。

40 製品の原材料調達から生産、販売までの一連の過程にある企業間の統合。
41 フィリエール分析に関する国内での数少ない例として、武内進一（1996、1998）がある。武内とともにアフリカのイ
ンフォーマルセクターに関する研究を行った池野（1998）は、その序論の中で、仏語圏のインフォーマルセクターに
関する研究が比較的少ないことを指摘した上で、「都市部小規模事業、都市貧困層の生存戦略などといった論点の研究
は、（途中略）一連の都市研究や、商品の生産・流通・加工・消費の連鎖を把握しようとするフィリエール研究（武内
（1996））から取捨選択して抽出してこなくてはならない。…」と言及しており、国内においてもアフリカ経済研究者
内で「フィリエール分析」にかかる認識が共有されていることが分かる。また、やはり序論において、仏語圏アフリ
カと英語圏アフリカにおけるインフォーマルセクターの捉え方が異なるため、分析の手法もそれに応じたものとなる
点が指摘されている。
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Box 2－1　フィリエールアプローチ：ケベックの事例

導入の背景：

　1990 年ケベック農業漁業食糧省は豚の生産に関わる産業が抱える様々な問題を議論するために、同産業

に直接的に携わる約 20人を集め、協議の場を設けた。2年後、他の産業においてもこのコンセプトを広げ

ることを目的に、ケベック農業サミットの場でこのイニシアティブを取り上げ、市場競争力の強化という共

通の目的を達成する新しい開発アプローチとして、フィリエールアプローチを導入した。

フィリエールアプローチ（ケベックモデル）：

・	 ある特定のセクターの活動に関し、官民多様なアクターを「フィリエールテーブル」の場に集め、議

論の場を設け、発展への最善の道を決定する。

「フィリエールテーブル」＝メンバーが意見交換し、互いに依存しあっていることを理解する

ことを促し、そこから利益を得るための協議の場（アクター間協議）

・	 フィリエールテーブルの構成

−それぞれのテーブルは生産活動の代表、加工活動の代表、流通活動の代表、省庁の代表、関連機

関の代表からなる。その外の関連パートナーとしては、金融機関、教育機関、研究機関、職業組合、

加工工場の労働組合などがある。

−フィリエールテーブルは一般的に 10〜 35人のメンバーからなるが、その配分は次の通りである。

25％　農業生産者

18％　加工業や食品の包装・パッケージング業の代表者

15％　運輸業、レストラン業、商品化の代表者

25％　地方・中央政府の代表者

15％　その他の関係者

・	 フィリエールテーブルの機能

−多くのフィリエールテーブルは 2〜 7つのテーマごと（問題ごと）の作業委員会からなる。委員

会は問題が解決した時点で解散する。フィリエールテーブルによってはメンバーの活動や作業委

員会を調整する監理委員会を持つ。

−それぞれのフィリエールテーブルには代表と事務局がある。フィリエールテーブルのメンバーは

年に 2〜 5回集まる。

−フィリエールテーブルのメンバーからなる意思決定機関によって意見の決定はなされる。

・	 フィリエールテーブルの成功要因

−メンバーの関与

−情報と監視の共有

−それぞれの能力の承認

−優先度や目的に関する同意能力

−活動計画

−共通で具体的な行動の実施

出所：ケベック農業漁業食糧省ホームページ
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あるとしている点、更には以下の項目を分析の軸とする点では共通している。

・ フィリエール上のアクターとその役割の特定

・ アクター間の関係の分析（力関係、参入障壁、調整方法、取引き方法など）

・ それぞれのアクターの目的の特定

フィリエール分析をより広く捉える研究者や実務者はこれらの項目の分析に加え、付加価値に

かかる計量的な分析もフィリエール分析に含める。この広義のフィリエール分析において、同ア

プローチは VCと同義にもなり得る。同様に、フィリエール開発の特徴の 1つである「アクター

間の連携や協議体制の構築」が、近年の Pro-poor Growthの議論の進展を受けて、VC開発支援

のコンポーネントとして組み入れられるようになってきており、開発途上国における開発支援の

現場においては、両者の間で明確なライン引きをすることは難しくなってきている。とは言え、

仏語圏アフリカ諸国の開発戦略上は産品の流れのみならず、当該産品の流通に関わる人や組織の

つながりを重視する従来通りの意味でのフィリエールという用語が多用されていること、また、

現状の VC開発支援には必ずしもアクター間協議が不可欠なコンポーネントとして組み込まれて

いないことから、本調査研究においては、フィリエールをもとに分析を進める。繰り返しとなるが、

本調査研究でのフィリエールの定義は次の通りである。

フィリエール；「ある産品が辿る生産から消費までの段階の連鎖」、当該産品の流れ、そこに
かかる活動のつながりのみならず、それらの活動に携わる人や組織も含む。
なお、アクター間の協議体制については、Box2－1 のケベックの事例の「フィリエールテーブル」

も参照されたい。カナダ国際開発庁（Canadian International Development Agency：CIDA）は、

ケベック州の事例をもとに、仏語圏西アフリカ諸国を中心にフィリエールアプローチとフィリエ

ールテーブルの経験の適用を図っているが、多くの VC支援が輸出志向であるのと異なり、国内

市場向け産品にも支援を行っている。例えばブルキナファソでは、乳製品のフィリエールテーブ

ル（＝アクター間協議）をベースにかかるフィリエール全体の強化を支援している。

2 － 2－ 3 PRSPにおけるフィリエールの位置づけ

1 － 1 － 2で触れたように、仏語圏アフリカ諸国の開発戦略上でも、フィリエール強化策は優

先課題の 1つとして取り上げられているが、フィリエールも、形成に至った背景や産品・市場の

特徴によりいくつかのタイプに区分される。

まずは、綿花やカカオ、落花生など、国家が生産から流通までを管理していた換金作物を主と

するフィリエールがある。かかるフィリエールは、1980 ～ 1990 年代の構造調整策と自由化によ

る国家の役割の縮小を受け、その穴を埋めるための民間セクター強化も含めたフィリエール全体

の再構築が進められている。特に綿花フィリエールの再構築・強化は、綿花生産・輸出が一大産

業である仏語圏諸国において大きなテーマであり、かつ先進国の補助金問題とも深く関連してい

るため、政治面や世界貿易機関（World Trade Organization：WTO）交渉の動向なども踏まえ、

より詳細な分析が必要とされる。

次に、本稿にて調査の対象とした、ポテンシャルの高いフィリエールであるが、概ね野菜・果物・
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花卉などの園芸作物の他、穀物や牧畜加工、零細漁業などが含まれる。特に園芸作物については、

生産、流通にそれほど国家が絡んでいなかったため、結果として民間セクターの活動が（厳しい

環境であったとしても）促されたと考えられる。また、これらに対する支援の多くは、SC／VC

強化である。なお、園芸作物振興は、仏語圏アフリカ諸国に限らず、多くの開発途上国が開発政

策の優先課題の 1つとしているが、セネガル、マリのように既に欧州市場にわずかながら浸透し

つつある国もあれば、その前例に倣おうとする後発組（例えばベナンなど）もあり、各国間での

競争と市場の飽和化についても考慮する必要があるだろう。

最後に、当然のことながら、農産品以外（製造業や情報通信業など）のフィリエールについて

も開発文書上で言及されているが、これは本調査研究の枠外であるため、ここでは割愛する。

また、フィリエール振興を目的とする公的機関が設置される事例もある。例えば、マリでは

1993 年に設置された農業フィリエール振興庁（Agence de Promotion des filières Agricoles：

APROFA）は、当初は農業普及を主な活動としていたが、現在はマンゴーやシアバター等の輸出

フィリエールの振興を中心とした活動を行っている。また、コートジボワールでも、1993 年に

設置された国家農村開発庁（Agence Nationale de Développement Rural：ANADER）の農業フィ

リエール支援部（Département Appui aux filières Agricoles）が、フィリエールアプローチに基づ

いた支援を行っている。

2 － 2－ 4 フィリエールを活用したM4Pアプローチの適用

ある産品に関し、上流から下流までの全体の流れを考慮する点において、M4Pアプローチと

フィリエールの概念は類似している。M4Pアプローチでは貧困者は核となる市場の 1プレイヤ

ーとなることが目指されるが、フィリエールの概念においては、貧困者は何らかの産品を生産し、

それを販売し、その対価を得ている以上、既にフィリエール上に位置づけられている 1アクター

（この場合は、生産者）になる。フィリエールは前述した通り、仏語圏諸国において広く用いら

れてきた概念であるため、仏語圏の文脈においては、何らかの経済活動をしている以上、既に貧

困者も巻き込まれているフィリエールを活用し、フィリエールが貧困者に利益をもたらす形で機

能するよう（Making “filière” function for the poor）働きかけることで貧困者を経済の主流に巻き

込むことが、より実行可能なアプローチであると考えられる 42。

また、フィリエールの機能に関し、Mundil（2004）はフィリエールが機能するかどうかは、

公共サービスやそれを取り囲む社会経済状況にも関係するとし、フィリエールアプローチを図で

示しているが（図 2－4）、これは市場が貧困者を取り込む形で機能するかどうかは法律や規範、

インフラや情報といった要素にも依存するとするM4Pアプローチの考えと矛盾しない。

42 Liagre, L., Coronel, C., Ribier, V, Saint-Pierre, C.（2005）でも、生産者の生活水準を向上するための手段の 1つとして「生
産者のフィリエールへの参加の改善（l’amélioration de l’insertion des producteurs dans les filières）」（p. 22）を挙げてお
り、本稿での議論と合致する。
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図 2－4　Mundilによるフィリエールアプローチ

出所：Mundil（2004）p. 3.
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上記の議論を整理すると、M4Pアプローチにフィリエールの概念を取り入れた考え方は図 2－5

で表すことができ、図 2－1 とは次の点で異なる。

・ 円の中心部は図 2－1 では「市場」を示しているのに対し、図 2－5 では「フィリエール」

を示す。

・ 図 2－1 では、貧困者は核となる市場への参加が目指されるが、図 2－5 では貧困者は生産

者として対象となるフィリエールに属する。

・ 市場に影響をおよぼすプレイヤーとして、図 2－1 では円の外側に位置づけられていたプ

図 2－5　M4Pとフィリエール

出所： 筆者作成。
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レイヤーが、場合によってはフィリエールを構成するアクターとなる。

・ 図 2－1 では、外円にあるサポート機能や規則の側のみが円の中心にある市場に影響を与

えるが、図 2－5 では、円の中心にあるフィリエールの側からもロビイングや交渉を通じ

てサポート機能や規則に影響をおよぼす 43。

2 － 2－ 5 フィリエールが抱える問題

貧困者の多くが農業に従事している仏語圏西アフリカ諸国においては、多くの貧困者が「農業

生産者」として、それぞれが生産している農作物のフィリエールに帰属することになるが、この

フィリエールが Pro-poorに機能していないため、農業者はフィリエールから利益を享受するこ

とができず、結果として、農業者の生産活動が貧困削減につながっていない。フィリエールが

Pro-poorに機能しない理由として、これまでの研究は次のような要因を指摘している。

・ フィリエールの機能を支える法律や政策が未整備

・ フィリエールに属するアクターの特定や各々のアクターの役割に関する分析が不十分

・ アクター間協議（concertation interprofession）の未実施

・ フィリエール上のそれぞれのアクター（特に生産者）の組織化・組織力不足

・ 各アクターグループの代表となる人の能力不足（グループ全体の役割や意見を十分に把握

していない）

・ それぞれのアクター（特に生産者）の交渉能力不足

・ フィリエール上のアクター間での情報共有の不平等

・ アクター間の力関係が不均衡

・ フィリエールの機能を監視する外部機関の未設置

フィリエールをより貧困者に利益をもたらす形で機能させるという観点からは、上記の中でも、

特にアクター間協議の役割は大きい 44。貧困者は生産者として当該フィリエールのアクター間協議

に参加することになるが、このような協議を通じて、それぞれのアクターが抱える問題をアクター

間で共有し、その解決に向けて、アクター間の同意を得ることができる。アクター間での価格やサ

ービスの提供などにかかる契約の締結はその一例である。また、特定された問題が政策的支援を必

要とする場合は、同協議での決定事項として集団で政策交渉を行うことも可能となる。このような

フィリエール上のアクター間の協議やアクター間組織の重要性は昨今のアフリカ支援におけるドナ

ーの議論の中でも注目が高く、各国のアクター間組織の現状を把握する調査も実施されている 45。

43 第 3章、セネガルの AUMNの事例に詳しい。
44 アクター間の協議の役割や機能についてはフランスの事例からも多くの教訓を得られる（Croronel et Liagre（2006）
など）。

45 例えば、農村開発のフォーラムである Inter-Réseaux Développement Rurauxは、ガーナや仏語圏アフリカ諸国（ベナン、
ブルキナファソ、カメルーン、ギニア、マグレブ諸国、セネガル）を中心とした interprofessionの機能強化にかかる
調査研究を実施している。http://www.inter-reseaux.org/rubrique.php3?id_rubrique=328
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このようにアクター間組織の有効性が認められる一方で、各々のアクターの関心事項は同一で

ないため、アクター間の協議の場を設定すること自体容易ではなく、協議の場が設定された場合

においても、各アクターが同等に議論できる力関係にあるかという問題が残る。また、開発途上

国の場合、国家と民間セクターとの間の相互不信感は先進国に比べて根強く、特に国家が協議の

場を設定した場合、民間セクターをどの程度まで巻き込めるかといった点についても留意が必要

である。加えて、アクター間協議あるいは組織を形成する目的は組織や協議ごとに異なるため、

1つの典型的な型が存在する訳ではない。

2 － 2－ 6 フィリエールに関連する支援事例

2 － 2 － 4 ではM4Pアプローチを適用した仏語圏アフリカへの支援方法として、既存のフィ

リエールの機能をより Pro-poorに改善することを提案したが、フィリエールを軸とした支援は

既にフランス開発庁（Agence Française de Développement：AFD）や CIDA、USAID、ECなど

が実施している。また、仏語圏アフリカ諸国が加盟する UEMOAが 2002 年に策定した共同体農

業政策（Politique agricole de l’Union）も第 1の柱として「農業生産および農業を取り巻く環境の

改善と競争力の向上」を挙げており、具体的な活動として「フィリエールにかかる協議枠組み

（cadre de concertation sur les filières）の設置」、そして 2007 年には「共同体フィリエール戦略／

政策（strategies ou des politiques de filières agricoles）の策定を行うこととしている 46。

以下ではフィリエールを軸とした支援事例を記すが、これらの事例からもフィリエールに属す

る多様なアクターへの支援とアクター間の協調・連携促進という点に重点が置かれていることが

分かる 47。

（1） 「米フィリエール支援プログラム」 

（対象国：ニジェール、出資元：欧州連合（European Union：EU））

同プログラムはニジェール川沿いの農業用水整備によって農村地域の住民の最低限の収入を保

護することを大目標とし、中でも新しい運営方法を取り入れることで、米フィリエールの機能を

健全化することを目指している。プログラムは①監視所（モニタリング、研究開発、市場の調 

整、土地問題などを扱う）を設置することによるフィリエールの再組織化支援、②農民の組織

化支援、③対象地域の農民組織の原則に基づいた水管理、④クレジット、の 4つのコンポーネ

ントからなる。また、同プログラムではいくつかの補足調査を実施しており、例えばコンポーネ

ント①のフィリエールの再組織化支援に関し、プログラム内では米の商品化にかかる十分な情

報が得られなかったため、関連するアクター、フィリエールが抱える問題などにつき、再調査を

行った。

46 その他の柱は、西アフリカ地域レベルでの農業市場の深化と資源管理、国際貿易における西アフリカ農業の強化（WTO
交渉）である。特に、国際貿易への統合促進という観点からもフィリエール強化は重視されており、近年は綿花フィ
リエールの競争力向上に大きな焦点が当たっている。

47 これらの事例については、フランスの開発手法研究実践機関（Institut de Recherches et d’Applications des Méthodes 
de Développement：IRAM）のホームページに詳しい。
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（2） 「バンギ周辺地域の開発プロジェクト」（対象国：中央アフリカ、出資元：AFD）

同プロジェクトは生産者の収入向上のために、首都バンギ周辺地域の経済開発と首都からの生

鮮品の供給にかかるフィリエールの改善に貢献することを目的としている。プロジェクトは、食

糧品にかかるフィリエールの強化を目的とするフィリエールコンポーネント、土地の安定利用に

関わる不動産コンポーネント、地域活性化にかかる地域開発コンポーネントの 3つのコンポーネ

ントからなる。フィリエールコンポーネントでは、生産者と納入業者、生産者と顧客をつなぐワ

ークショップやグループのモニタリングを通して、必要とするノウハウを特定し、それに応じた

研修を実施した。

（3） 「フータジャロン農民連盟への技術支援」（対象国：ギニア、出資元：AFD）

フータジャロン農民連盟（Fédération des Paysans du Fouta Djallon：FPFD）は 1992 年に設立

された組織で、ジャガイモ、タマネギ、トマトフィリエールに関して組織化されている。FPFD

はギニアや西アフリカの農民運動の成功事例としてしばしば取り上げられているが、生産者の収

入向上や FPFDの立場の強化のためには、生産者による技術の習得、集団行動の強化、財政的独

立、市場の拡大などの問題に取り組まなければならないとし、FPFDの組織力強化と FPFDを通

じた市場の拡大を目的とする支援を実施している。

（4） 「食糧フィリエールの活性化支援プロジェクト」（対象国：ギニア、出資元：AFD）

食糧フィリエール活性化支援プロジェクトはギニアの食糧安全保障を目的に 1992 年以降続い

ているプロジェクトで、開始当初は米フィリエールのみが対象であったが、現在では他の主要食

糧まで対象が広がっている。同プロジェクトは作物の生産に重点を置く他のプロジェクトを補完

するアクションで、食糧安全保障にかかる政策の明確化と食糧フィリエールの下流に位置するア

クターへの支援に重点を置いている。具体的には政策策定支援や食糧フィリエール全体（生産、

価値化、販売など）にかかる情報の整備・提供などを行っている。

本章では民間セクター開発支援の議論の中から新たに生まれたM4Pアプローチを紹介し、既

存の“フィリエール”を活用した仏語圏西アフリカでのその適用を検討した。次章では、セネガ

ルを事例にフィリエールの現状および主要ドナーの支援状況を分析する。
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第 3章　セネガルにおける事例研究

3－ 1 分析の目的

仏語圏西アフリカ諸国の中で、成長促進をより早く打ち出したのがセネガルである。本章では、

セネガルの中でも成長の著しい野菜・果物フィリエールに焦点を当て、フィリエールの現状や課

題、またドナー支援の動向や教訓などを整理し、生産者や零細事業者のフィリエールへの参加の

度合いやアクター間の関係、またかかるアクターの市場への統合を促すための支援のあり方につ

きまとめ、第 4章の提言へとつなげていくこととする。

3 － 2 社会・経済概況

1960 年の独立以降、セネガル経済の成長率は平均 2.9％と停滞したが、1994 年の CFAフラン

切り下げを契機に、過去数年間は平均 5～ 6％の高い実質経済成長率を維持し、サブサハラ・ 

アフリカ諸国の中ではグッド・パフォーマーと評されている。一人当たり GNIは 760 ドル（2006

年）48 となった。しかし 2006 年の成長率は、原油価格の上昇や第一次、第二次産業の不振を理由

に 2％代と落ち込みを見せた。2007 年は 5.6％にまで回復する見込みであるものの、セネガル経

済の構造的な課題─主要産品である落花生、燐酸などの不振や、民間セクターに不利な投資環境

など─は依然として変わらない。かかる状況においては、経済の多様化や投資環境整備が不可欠

であり、後述する政府の諸政策にも反映されている。

図 3－1　セネガル地図

出所：afrol. com.

48 World Bank（Atlas method）
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セネガルの産業構造は図 3－3 の通りである。GDPに占める割合は、第一次産業が 14.4％、第

二次産業が 21.7％、第三次産業が 44.3％となっている 49。

図 3－2　セネガルの実質経済成長率の推移（西アフリカ、アフリカ全般との比較）

出所： アフリカ開発銀行（African Development Bank：AFDB）／OECD（2007）p. 3.
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図 3－3　産業構造（2005 年）

出所：AFDB／OECD（2007）p. 5.
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一方、セネガルにおける貧困人口の割合は、全般として改善されつつあるが、都市と農村にお

ける貧困削減の度合いには差がある。家計調査が実施された 1994／2005 年と 2001／2002 年のデ

ータを比較してみると、全国レベルの貧困率 50 は 67.9％から 57.1％と 10.8 ポイント改善され、都

市部では 3世帯中 1世帯であるのに対し、農村部では全世帯の 2／3（65％）が貧困状態にある 51。

49 2005 年時点。AFDB／OECD（2007）p. 5.
50 貧困ラインは成人一人当たり 2400 カロリー／日を摂取できる購買力の有無とされている。
51 本項においては触れないが、農村部における脆弱性とリスク管理も重要な取組みの 1つであり、政府も国家連帯基金の
設置や、国家社会保障戦略の策定などの取組みを行っている。World Bank（2006f）は、セネガル農村部の抱える様々な
リスクや、それらに対するインフォーマルな対応策（社会的ネットワーク、移民、頼母子講、保険など）を踏まえ、農
業天候保険の導入や、農村部の公共事業などを通した雇用創出、農村部における貯蓄・信用メカニズムの強化などを提
示している。なお、同報告書は、セネガルにおいて多数実施されている所得向上プロジェクトについては、これまで体
系だった評価が実施されていないため、かかる評価を実施した上で、今後の支援を実施する必要があると示唆している。
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地域別に見ると、カザマンス地方のジガンショール（Ziguinchor）、コルダ（Kolda）地域が 66

～ 67％と最も高く、次いでカオラック（Kaolack）（65.3％）、ジュルベル（Diourbel）（61.5％）

と落花生の主要な生産地が続く 52。

3 － 3 Pro-poor Growthと農業・アグロインダストリー振興

3－ 3－ 1 全般・政策

前述の通り、GDPに占める農業セクターの割合は 14.4％であるものの、人口の約 70％が同セ

クターに従事しており、農業セクターは貧困削減において重要な柱である。一般に、セネガルの

農業セクターは厳しい状況にあり、主要産品の落花生は国際市場の低迷や生産量の低下などの課

題を抱えている。その一方で、マンゴーやチェリートマトなどを中心とする野菜・果物 53 は、

1990 年代初頭まで政府の支援がなかったにも関わらず輸出を中心に好調な推移を見せ、近年に

なって政府・ドナーからも大きな関心が注がれている 54。

表 3－1　主要な農産物生産量の推移（1996／1997 年と 2004／2005 年）

Product types Production (tons)
1996／1997

Production (tons)
2004／2005 Percentage change

Groundnuts 625,837 602,621 – 3.7

Cotton 38,399 50,000 + 30

Beans NA 4,800 NA

Mangoes NA 3,000 NA

Cherry tomatoes NA 3,500 NA

Millet 601,359 323,752 – 46

Sorghum NA 126,492 NA

Rice 148,780 201,744 + 35

Maize 88,634 400,555 + 350

Manioc 36,985 401,448 + 985

Fonio 4,297 1,040 –75

出所：Hazard, E., Barry, M. and Anouan, A.（2006）p. 10.

52 Gouvernement du Sénégal（2006）p. 24.
53 政府やドナー文書の多くでは園芸作物を指す horticultureが使われているが、これらの大半は野菜・果物であるため、
本調査研究においては野菜・果物と称する。ただし、農業省の園芸作物局（Direction de l’Horticulture）などの公的機
関については、野菜・果物に加えて花卉の振興も含まれていることから、園芸作物と称している。

54 しかし、主要な輸出産品に占める野菜・果物の割合は低く、一部の産品の大幅な輸出増加を以ってしても食糧輸入額
を相殺するには到底いたらず、コメやタマネギなどの主食を輸入に依存している状況にある。ただし、タマネギにつ
いては、生産者連合からの強い要請を受け、政府は 2005 年以降年間 4ヵ月の輸入凍結に踏み切った結果、タマネギ
はかなりの部分を自給できるようになった。
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かかる背景は、開発の上位政策である PRSPや、PRSPの第 1の柱である「富の生産」の具体

的実施を担う SCAにおいても反映されている 55。ビジネス環境の改善と成長の潜在力を有する 

5 つ 56 のクラスター 57（仏語表記：grappe58）の開発を目標とする SCAは、ポテンシャルのある

分野（輸出用野菜・果物、加工品、アグロインダストリーと日常品）を軸に、① 7万 5,000 人の

雇用創出、②野菜・果物の輸出量が 5万 5,000 tに増加、③多くの小規模生産者が VC 59 に取り

込まれること、を期待される成果としている 60。

また、SCAは優先クラスターとして①輸出指向型クラスター（生鮮野菜・果物、花卉、種子、

皮革）61 と、②今後のポテンシャルがあるクラスター（野菜・果物加工、牧畜・乳製品、穀物加

工品、養殖など）62 を示している。当初は、輸出が好調である優先クラスターのフィリエール強

化を優先することを想定していたようであるが、SCAの意義や国家開発の上位政策である PRSP

との関係などにつき議論が進展するとともに、穀物や牧畜などのフィリエールが取り込まれた他、

加工品も重点活動に含まれるなど、国内の様々なポテンシャルを積み上げた活動計画へと変化し

つつある。

政府は、野菜・果物フィリエール強化策にかかる経験・教訓を、穀物や牧畜などの他フィリエ

ール強化にも適用していく考えを示している。以下では、野菜・果物の大半を占める野菜・果物

フィリエールに焦点を当て、市場の動向やフィリエールの各アクターの現状・課題などにつき整

理する。

55 2004 年に公表された農林牧業基本法（Loi d’Orientation Agro-Sylvo-Pastorale：LOASP）は、農業セクターの競争力向
上を目標とし、国家が農産品の流通・販売などから撤退し、民間セクターの参画を促すこととしている。農業関連ア
クター間組織（organizations interprofessionelles agricoles）の設置も、フランスの事例に倣い、同法により定められ
たものである。アグロインダストリー振興策は、政府の「産業レベルアップ支援（Le Mise à Nouveau）」の中に含ま
れていたが、現在ではUNIDOの西アフリカ地域民間セクター開発プログラムの一環となっている。また、2006年には、
政府は REVA（REtour Vers l’Agriculture）と称する園芸作物や畜産などにおける若者の雇用創出を目的としたプログ
ラムを打ち出し、農業重視の姿勢を見せている。

56 農業・アグロインダストリーの他は、情報通信技術、観光、繊維・衣料（手工業）、水産、養殖品を挙げている。
57 5 つのクラスターは、2000／2001 年にWTO、世銀などから構成される統合フレームワークの貿易診断調査において、
成長の潜在性があるとされた各セクターをベースとしている。また、セネガルの投資促進庁（Agence pour la 
Promotion des Investissement et pour les grands travaux：APIX）の掲げる主要投資先とも合致していることから、セ
ネガル政府がかかる 5セクターを重視している姿勢が窺える。

58 セネガルの場合、「小規模生産者志向のクラスター」との定義がなされている。Geomar International（2005）p. 11.
59 Gouvernement du Sénégal（2007b）は、p. 8 で小規模生産者の VC（原文では Chain de Valeur）への統合と言及して
いるが、具体的な方策として、①園芸作物のグローバル・サプライ・チェーンへの統合促進、②加工品振興によるセ
ネガル企業家の近代化促進と収益の向上、③伝統的な農産物フィリエール振興（食料品など）、の 3点に分けている。
したがって、SCA上では、輸出志向型フィリエールを VCとし、その他の国内市場を対象とするものを従来通りフィ
リエールと称しているように見えるが、他の文書では、SC／VC／フィリエールが混在しており、明確な定義もなされ
ていないのが現状である。

60 SCAはセネガルの経済成長率を 7％にまで押し上げることを目的としているが、その実施に不可欠である電力が不足
しているのが現状である。SCA実施と電力の問題は、2007 年 10 月に開催された CG会合でも議論されており、今後、
セネガルでの Pro-poor Growthおよび民間セクター開発促進のためには電力への対応を併せて考える必要がある。

61 産品の強み、国際市場の動向や競争力をもとに短・中期的な観点から抽出されている。具体的には、インゲン、チェ
リートマト、青豆、オクラ、メロン、マンゴー（以上生鮮野菜・果物）、花卉（切花など）、種子（ゴマ）など。

62 未開拓のニッチ市場で、輸入代替や産品多様化など、より長期的（2015 年まで）な観点から抽出されている。
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3 － 3－ 2 野菜・果物フィリエールの現状

（1） 全般

野菜・果物フィリエールは、近年まで政府による支援を受けてこなかったが、野菜・果物のア

クター間組織などの働きかけなどを受けて、1993 年に農業省内に園芸作物局が設置された。野 

菜・果物振興は今に始まったものではない。過去には、1970 年代に設立され、現在はセネガル

農業研究機関（Insititut Sénégalais de Recherches Agricoles：ISRA）に統合された園芸作物振興

センター（le Centre pour le Développement de l’Horticulture：CDH）や、同時期にオランダのア

グロインダストリー企業の子会社として設置された Bud-Sénégalなどの活動 63 により、一時期の

輸出量は 3万 tにまで伸びたが、Bud-Sénégalの倒産後、野菜・果物の商業化に向けた支援がな

くなったため 1990 年代まで停滞した。

近年の輸出産品を中心とする発展は、世銀が 1998 ～ 2004 年に実施した農業輸出振興プロジ

ェクト（Agricultural Export Promotion Project：AEPP）に加え、特に民間の輸出業者の果たした

役割が大きかったとされている。なお、輸出による農村部への経済効果は 2003 年時点で 10 億

FCFAにのぼり、およそ 1万人の雇用を創出したとされている 64。これらの発展を受けて、政府

は 2010 年までに野菜・果物の輸出を 5万 5,000 tに増加させることを目的としている。主な生産

地域は、国内市場の 60％、輸出産品の 80％を生産するニャイ（Niayes）地域の他、ティエス（Thiès）、

タンバクンダ（Tambacounda）、コルダ、ジガンショール、セネガル河流域沿いである。

表 3－2　主な野菜・果物の生産量の推移
（ t）

作　　物
年　　度

1997／1998 1998／1999 1999／2000 2000／2001 2001／2002 2002／2003 2003／2004

インゲン 4,897 5,349 6,260 5,199 5,721 6,029 6,628

トマト 512 677 617 756 2,577 3,358 2,854

オクラ 244 40 27 407 258 131 8

アフリカ茄子 43 16 121 125 71 39 6

唐辛子 44 33 1 1 10 4 3

ビサップ 44 45 160 448 373 1,155 1,398

マンゴー 351 500 372 844 2,052 2,249 3,686

タマネギ － － 8 － 14 1,092 11

メロン 92 498 62 68 － 35 435

他 276 403 629 403 51 63 9

合計 6,503 7,562 8,257 8,402 11,127 14,155 15,038

出所：Gouvernement du Sénégal（2007a）をもとに筆者作成。

63 Seck. M, Moussa Na Abou, Wade S., Thomas JP（2005）pp. 11 – 12.
64 World Bank（2004）p. 2.
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その一方で、野菜・果物フィリエールの抱える課題も多い。競争力向上という観点からは、主

要な生産地であるニャイ地域における効率的な水資源管理（灌漑）や、電力、商品化にかかるコ

スト削減、高い設備投資と資本へのアクセス、インフラ整備、先進国市場へのアクセス（関税や

衛生基準など）、などに特に配慮する必要がある65。また、野菜・果物は、価格の変動が激しいた

め、フィリエールのアクター全体がその影響を被ることが多い。価格の安定化を図るためには、

以下の課題を克服することが不可欠である66。

・ 保存手段の確保（収穫後の損失は 40％と推定される）

・ 品質の向上（保存手段の有無に加え、作物ごとに必要とされる技術が異なるため、それに

応じた労働力が必要となる）

・ 生産地と消費地との距離があるため、品質の劣化などを招きやすい

・ フィリエールの組織化

（2） フィリエールに属する主要なアクター

1） 生産者

野菜・果物生産の中心地であるニャイ地域を除くと、かつては農村部の女性を中心とした

GIEの所得向上活動の一環として生産されていたが、現在は都市および近郊でも小規模の野菜・

果物生産に従事する者が増えている。野菜・果物フィリエールの生産活動には、それぞれ約

11 万人（野菜）、約 7万人強（果物）の生産者が従事するものと推定される67。

2） 零細・小企業

加工品、アグロインダストリー振興は、輸出向け産品の強化に次いで SCA上の重要な政策

課題である68。表 3－3 は、野菜・果物加工業の現状および課題を整理したものである。

3）流通・輸出業者

輸出業者は、世銀の過去の支援により設置された業者を含め、多数存在する。流通には、バ

ナバナと呼ばれる路上販売者をはじめ仲買人や商人など多様なアクターが介在しているが、イ

ンフォーマルセクターに属するものも少なくない。

65 Geomar international（2005）pp. 3 – 4.
66 Infoconseil（2006a）pp. 37 – 38.
67 Ibid. p. 10.
68 アグロインダストリー分野は、フォーマル部門で GDPの 3～4％、インフォーマル部門では GDPの 1～2％を構成する。
また、加工業従事者は合計 7万人（フォーマル部門で 2.5 万人、インフォーマル部門で 4.5 万人）とされているが、
インフォーマル部門に従事する人数は更に多いと推定されている。これらの企業は、主にダカールやその近辺、その
他主要都市を中心とした活動を展開し、その数は、1990 年代から 2000 年までの 10 年間に増加した。



30

表 3－3　野菜・果物加工に従事する企業活動の現状および課題

現　　状 課　　題

全　　般

・ ダカールや他主要都市および近郊地域で活動。
・ 加工業従事者の多くが女性あるいは女性を中心とする

GIEとして活動。生計向上を目的とした副業というケー
スも多く、1日当りの収入は約 1,000 ～ 1,500FCFAと
低い。

・ 中小企業による主な加工品はビサップやマンゴー、生姜
などを原料とするシロップ、ジュース、ジャム。零細企
業はシロップ、ジュース。

・ 40 数社の加工業者が属する組織あり（Transfruleg）。
・ 零細から小企業へと発展する企業あり。

・ フィリエールとしての組織化が弱い。
・ 零細企業の場合、特に商業化に大きな課題。
・ 資金へのアクセス。
・ 旬が限られており、価格・原材料供給が安定しないた
め、生産計画が立てにくくアグロインダストリーが発
展しにくい。

・ 農村部の女性の場合、非識字などにより市場などに関
する情報が得られず、支援も受けられない場合が多い。

流通・販売

・ 小企業による加工品は、近隣の個人商店などでの販売が
多い。

・ 零細企業の場合、製品の保存手段などがないため、生産
地域内（路上やレストランでの直接販売、市場など）で
完結（ただし、副業の場合も多く、販路の拡大を目指さ
ない場合も多い）。

・ 流通業者は貯蔵手段を持たない場合が多く、需要に応
じた生産加工しかできないため、生産が拡大できない。

・ 農村の生産者とのリンケージがない都市の業者は、原
料価格の変動を被りやすい。

・ 特に小企業の場合、輸入品との競合により流通網が拡
大しない。

加工技術、包装、品質管理

・ 加工技術支援は研究開発機関の ITAが実施。
・ 中小企業：プラスチックボトル、個袋など。市場の基準
に合わせた適切な包装である場合が多く、品質管理にも
配慮。

・ 零細企業：プラスチック袋や、回収ボトルなど。家内生
産であることが多く、品質管理や賞味期限などの表示は
不備である場合が多い。

・ 適切な加工用機材の不備。
・ 品質管理の不備。
・ 未熟な包装技術。

ITA：農業技術研究所（Institut de Technologie Alimentaire）

出所：Infoconseil（2006a）をもとに筆者作成。

（3） フィリエールのアクターを束ねる組織

1） アクター間組織

一般に、アクター間組織はある特定のフィリエールに属するアクター間のコーディネーション

を行うが、それらを束ねる上位組織も存在する。野菜・果物に関しては、1990 年に官民合同で

設立された園芸作物アクター間委員会（Comité National Interprofessionel de l’horticulture：

CNIH）69 があり、野菜・果物フィリエールの組織化や、生産者と貿易業者との関係強化に加え、

政府の政策やドナーに対し、各フィリエールの意見や要望を取りまとめ、調整する役割を担うこ

ととしている。しかし、当初期待された成果を生み出すことができず、また以下の 2）で述べる様々

な職業組織の活動に押され、現在の活動は停滞している。

69 http://cncr.ifrance.com/cncr/framfede.htm
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2） その他の職業組織（生産者連合など）70

野菜・果物の生産・加工に従事するアクターの多くは、生産者・加工者連合などの組織に属

している。これらの組織のベースとなるのは、まず第 1段階として村レベルの女性グループや

GIEであり、その上位に地域レベルの連合（Union）が存在し、最終的には全国レベルの団体

や連盟を形成することとなる。野菜・果物フィリエールの場合、第 1段階、第 2段階に位置す

る職業別の組織が複数存在しており、組織としての活動や、適宜協議を行っている。その主要

なものを以下に挙げる71。

・ ニャイ野菜栽培者連合団体（Association des Unions Maraîchères  des Niayes：AUMN）

・ セネガル河流域タマネギ生産者団体（Association des Producteurs d’Oignon de la Vallée：

APOV）

・ セネガル野菜・果物生産者団体（Association Nationale Des Horticulteurs du Sénégal：

ANDH）

・ バナナ生産者団体（le Comité Paritaire des Producteurs de Bananes：CPPB）

・ トマト加工協議委員会（le Comité de Concertation sur la Tomate Industrielle：CCTI）

・ 婦人野菜・果物加工業者（Transformateurs des Fruits et Légumes：Transfruleg）

その他にも輸出業者の組織など様々な組織があるが、最も活発なのは生産者組織である。特

に、CIDAの支援により設立された AUMNは、ニャイ地域の生産者の組織化やタマネギの品

質向上などに取り組むとともに、輸入品との競合により販路が拡大しないことから APOVと協

働して政府に対し輸入凍結を要求し、WTOのセーフガード条項が適用された結果、タマネギ

の自給率が改善された72。生産者組織強化の好例として引き合いに出される AUMN 73 を除いて

は、他の組織との協議や連携を打ち出す組織は今のところ存在しない。このように、フィリエ

ール内に様々な職業組織はあるものの、それを束ねる組織は非常に脆弱であるか、あるいは存

在しない事例が多い。かかる状況に鑑み、多くのドナーが生産者組織や職業組織の強化に向け

た支援を行っている（ドナー支援の状況は後述の 3－ 5－ 1を参照されたい）。

また、アクター間組織、職業組織ともに、関係するアクターを包括的に取り込む配慮を行う

こととしているが、現実には、零細・小規模レベルの事業者の参加が限られている74。フィリ

70 ここで挙げる職業組織は、文献によっては interprofession（アクター間組織）として挙げられている場合もある
（InfoConseilなど）。本項においては、かかる職業組織は同一の事業者を束ねた組織であることが多いため、上述のア
クター間組織とは別に分類しているが、支援を検討する際は、これらの既存の職業組織を活用しながらフィリエール
全体の強化を考えていくのが妥当であろう。

71 Infoconseil（2006a）pp. 39 – 40.
72 AVOPの活動の経緯および輸入凍結に関しては以下に詳しい。
 http://www.resimao.org/info/oignon/index.php?profile_id=20&theme_id=12
73 ただし、AUMNも既存の組織が発展したものではなく、CIDAのプロジェクトの一環として設立された組織であるた 
め、外部からの支援がなくなった場合の持続性については問題視する声もある。

74 IFAD（2004）p. 16.
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エールを支える柱として、これらの組織の強化は不可欠であり、今後は零細・小規模のアクタ

ーの参加を促す仕組みを構築する必要があるだろう。

（4） フィリエールを支援するアクター

野菜・果物フィリエールを支援する主な機関は、研究機関である ISRA、ITAの他、中小企業

支援を目的とする中小企業支援庁（Agence de Développement et d’Encadrement de Petites et 

Moyennes Entreprises：ADEPME）、過去のドナー支援により設置された機関（Fondation 

Origine Sénégal ／Fruits et Légumes：FOS／FL）などがある。75

3 － 4 ビサップフィリエールにかかる分析

3－ 4－ 1 分析の目的および手法

（1） 分析の目的

さて、前項では、野菜・果物フィリエール全般の現状につき整理したが、以下では特定のフィ

リエールを事例に、フィリエールのアクターの中でも特に零細・小規模の経済活動に従事するア

クターに焦点を当て、フィリエールへの参加の度合いや他アクターとの関係につき考察すること

とする。

図 3－4　ビサップの花

（撮影：吉田）

本項は文献レビューの結果をもとにビサップのフィリエールを取り上げ、「アクター間のリン

ケージ（関係）の在り方が貧困者の市場への参加を制限している」という仮説に基づいて、現地

調査を行った。ビサップを抽出した理由としては、まず経済多様化の手段として生産が拡大しつ

75 ドナー支援については、後述の 3－ 5を参照されたい。
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つある点である。もともと、ビサップの主要生産地であるジュルベル、カオラックは落花生の生

産地でもあり、近年の落花生の業績不振により大きな打撃を受けている（貧困率はカザマンス地

方に次いで高い）。次に挙げられるのは、政府・ドナーからの関心の高さである。1990 年代後半

以降、ビサップの輸出が急成長したことにより、政府も 2005／2006 年に優先プログラムの 1つ

にビサップ振興を掲げた76。また、USAIDもビサップのポテンシャルに注目し、VC強化支援を

行っている。ビサップのフィリエールに関する情報は USAID（2006a）である程度網羅されてい

るものの、ビサップ VCの最大の課題は「良質の種子の入手」とし、主に生産者を対象とする品

質向上にかかる BDS支援に焦点を当てているため、フィリエールに属する主要なアクターの役

割や相互の関係についてはあまり言及がなされていない。

図 3－5　乾燥した状態のビサップ

（撮影：吉田）

図 3－6　袋詰めにされた乾燥ビサップ

（撮影：吉田）

また、輸出用ビサップは乾燥した花弁の形態（図 3－5）で取引きされることが多いが、国内市

場を対象とした場合、花弁に加え加工品（ジュース、シロップなど）も取引きされており、地方・

都市での女性を中心とした零細・小企業がその過程に関わっていることもビサップフィリエール

76 その一方で、国家農村協議・協力会（Conseil National de Concertation et de Coopération Ruraux：CNCR）事務局長は、
「ビサップ生産は土壌を劣化させることと、食糧保障という観点からは農民のニーズに合致したものではない」と批判
している。http://www.cncr.org/spip.php?article132
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を調査対象とした理由の 1つである。農業・アグロインダストリー分野の加工業振興も SCAの

優先課題の 1つであるため、かかるアクターの現状および課題についても把握を試みることとす

る。77

（2） 分析の手法

文献レビューをベースとして、ビサップフィリエールの現状につき把握した上で、主要なアク

ターを絞り込み78、現地調査を行った。基本的な考えは英国 NGOの Practical Action（旧・適正

技術開発グループ（Intermediate Technology Development Group：ITDG））がM4Pの分析ツー

ルとして策定した Albu, M. and Griffith, A.（2005）のMapping the Market 79 を参照し、主要なア

クターへの質問項目については Ferris, S., Kaganzi, R., Best, R., Ostertag, C., Lundi, M. and 

Wandschneider, T.（2006）セクション 9“Market Chain Analysis”の手法をもとに質問票を作成し、

インタビューを行った。

Mapping the Marketは、（特に農村部の）貧困削減に向け、多くの処方箋（農業の生産性向上、

公共サービスの向上、地方のガバナンス強化、生産者の連携強化、インフラ整備、投資環境向上

など）が提示されているものの、資金的・技術的な制約がある現状では、それらの全てに対する

取組みを同時に行うことは不可欠である故、特に貧困者の多く属する特定のチェーンに絞り込み、

参加型で現状分析と対応につき検討していくことを目的としている。したがって、従来の VC（あ

るいはフィリエール）分析80 に、Pro-poorというレンズを加えたのがMapping the Marketの特

質であると言える。

より具体的には、ある特定のフィリエールを対象に、①フィリエールを取り巻く環境（政策、

市場の動向、ビジネス環境など）、②フィリエールに属する各アクターの現状とアクター間のリ

ンケージ、③各アクターを支援する各種サービス（BDS）、を整理・把握することで、対象とす

るフィリエール全体の改善を図ることにある。この分析枠組みが目指すものは、農村の生産者の

みに益するシステムの構築ではなく、フィリエール全体をどう Pro-poorにしていくかという点

にある。従って、中小企業をはじめとする様々なアクターとのリンケージを考える必要がある。

また、本枠組みの興味深い点は、従来の流通網整備では「農村生産者の搾取」と片付けられが

ちな仲買人などのアクターについても、その役割を否定せず、チェーン全体における明確な役割

および位置づけを与えながら分析を進める点にある。

なお、前述の通り、既存の文献にてビサップフィリエールの大まかな構造は把握できるため、

現地調査においては、特にアクター間のリンケージに焦点を当ててインタビューを行った。

77 本稿ではビサップフィリエールを分析対象としたが、ビサップフィリエールへの日本の支援を促すものではない。
78 主要なアクターについては、USAID（2006a）、Infoconseil（2006a）の他、現地コンサルタントのアドバイスにより選
定した。

79 Mapping the Marketの概念図は別添資料 3を参照されたい。
80 Mapping the Marketは VC分析を想定しているが、チェーン全体の状況や、チェーンに属するアクター間の関係につ
き分析を進めていく点はフィリエール分析と同じであり、かつ、Pro-poorという視点を備えていることから、ビサッ
プフィリエールの分析手法として参考にした。なお、フィリエール分析にあたり、前章 2－ 2－ 6で紹介した IRAM
による手法もあるが、Mapping the Marketの方がより簡潔であることから、こちらを採用した。
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3 － 4－ 2 ビサップフィリエールを取り巻く環境（現状）

ビサップフィリエール振興は、SCAの優先プログラムには明示的に含まれていないものの、ビ

サップの輸出が急増していることから、政府の優先課題の 1つとされ、2005／2006 年にビサッ

プの生産拡大を目指した特別プログラムが実施された81。同プログラムにより、種子・肥料の配

布や、生産者への技術指導、生産者と消費者との関係構築が実施されることとなっているが、配

布された種子が市場で需要の高い高品質ではなかったため、生産者の期待した価格と実際の価格

にギャップが生じ、アクター間に不満を残す結果となったとされている。農業省園芸局からは、

フィリエールが弱い要因として、技術や資金へのアクセスが不十分であり、また市場が整備され

ていないことなどからアクターの専門職化（Professionalization）が低い点が指摘された他、フィ

リエールのアクター間のコーディネーションは基本的に行われいないため、今後はアクター間の

協議の場を作っていくことが必要との言及があった82。

なお、1990 年代以降に、欧州（独）や米市場での需要増加を受けて、生産量は 1997／1998 年

の 44 tから 2003／2004 年には 1,398 tへと急速に増加し、2005 年は約 1,200 t（600 百万 FCFA、 

1.2 百万 USD）であった83。2005 年度の全生産量 1,200 tのうち、およそ 800 t（440 百万 FCFA）

が輸出され、残りの 400 t（160 百万 FCFA）が国内消費となった84。産品の性質上（乾燥品）、厳

格な検疫基準が適用されないため、輸出への障壁が比較的低い。図 3－7 は、1997 年から 2005

年までのビサップ輸出量の推移を示したものである85。

図 3－7　ビサップの輸出量の推移

出所：USAID（2006a）p. 19.
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81 主要な生産地はジュルベル（2005 年度は 600 t ）、カオラック（480 t ）、その他（120 t ）（USAID（2006a）p. 6）。
82 加えて、司法・財政制度の改革も必要との指摘があったが、具体的な内容については言及がなかった。
83 USAID（2006a）p. 6.取引きの大部分は乾燥した花弁であり、主に飲料を目的とするが、海外市場では着色料として
の需要も高い。

84 なお、ビサップは主に輸出向けの産品として振興されているものの、国内向けの加工品（ジュース、シロップ）への
需要も、ダカールにおける都市化の進展に伴い増加しつつあると USAID（2006a）p. 25 では分析されているが、現地
調査ではそれを裏づける情報は収集できなかった。

85 2002 年は天候不順による不作の影響により生産量が低下し、2005 年は、政府プログラムの実施により今後価格が上
昇するとの期待を抱いたアクターが売りを控えたためと推定されている（USAID（2006a）p. 16.）。



36

3 － 4－ 3 フィリエールの構造と主要なアクター86

USAID（2006）によると、ビサップ生産・加工などに従事するアクターは約 3万 6,000 人（2005

年度）となっている。表 3－4 は、活動ごとの人数や性別を示したものである。

表 3－4　ビサップフィリエールのアクターおよび人数

従事する活動 計（推計）
性　別

季節労働 常　勤
男　性 女　性

1．生産者 20,000 5,000 15,000 100％ －

2．収穫後の作業 16,000 2,000 14,000 100％ －

3．商人 500 100 400 95％ 5％

4．集荷・運搬 － － － － －

5．輸出 200 75 125 100％ －

6．加工 50 10 40 － 100％

7．零細加工 120 20 － 100％

合　計 36,770 7,185 29,585

出所：USAID（2006a）p. 6.

（1） 生産者・生産者組織

主要産品であった落花生の生産農家が、多様化を目的として転換したケースが多い。現在でも

生産者の 70％は他作物と一緒に栽培し、残りは女性を中心とする GIEなどが専業として栽培し

ている。現時点では、ビサップの集中生産は行われておらず、分散している。生産者組織は現時

点では存在しないが、村レベルでは肥料やクレジットへのアクセス、商業化を容易にするための

インフォーマルなグループが存在する。

（2） 加工業

ジュースやジャムなどの加工品は零細企業による加工を経て国内市場（路上、レストランなど）

で販売されるケースが多い（ただし、加工業者の多くはビサップのみならず、他の果物をベース

とした加工品を取り扱う場合が多い）。また、農村とのリンケージがある企業も存在する。輸出

振興に向け、主に生産者への種子配布や技術指導などの政府・ドナー双方の支援がある一方、国

内市場を対象とした加工業（零細・小企業）への支援は非常に限定的である。

（3） 流通・輸出業

流通には、インフォーマル部門に属するバナバナと呼ばれる路上販売者をはじめとする多様な

商人が介在する。主な輸出業者は Sub-Saharan Sales、SETEXPHARMであり、両社ともにビサッ

プの集中生産を行う企業の設立に関心を有している。

86 フィリエール上の主要なアクターとその関係は別添資料 4の図に示す。
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（4） その他

1） アクター間組織

現時点ではビサップのアクター間組織は存在せず、フィリエールの組織化の大きな阻害要因

の 1つとなっている87。しかし、2005 年に設置された、農産品の輸出や加工品の振興を目的と

する連盟（FP2A）88 には、ビサップの生産者の他、上記の輸出業者も参加しており、これらの

組織への参加を通してアクター間の組織化が進展する可能性もある。

2） フィリエールを支援するアクター

3 － 3 － 2（4）で示した公的機関や、民間企業による支援が行われているものの、政府、フ

ィリエールのアクターと支援機関（ドナーを含む）のすべてを包括する組織あるいは協議枠組

みが存在しないため、フィリエールは脆弱な状況にある。

3 － 4－ 4 ビサップフィリエールに属するアクターの現状・課題

現地調査においては、Market MapおよびMarket Chain Analysisをもとに、ビサップを事例に

各アクターにインタビューを行い、各アクターの現状・課題と、他アクターとの関係についても

可能な限り聞き取りを行った。

各アクターに共通する課題としては、①貯蔵施設の欠如、②運搬手段の欠如、3販売場所の

限定と販売の伸び悩み、④加工や包装、品質にかかる技術不足、⑤運転資金不足と低利子融資

へのアクセスの困難さ、に集約された89。

図 3－8　ビサップ加工品
（後段左がビサップシロップ、前段左がビサップジャム）

（撮影：吉田）

87 アクター間組織の設置・強化については、前述の通り農業省園芸局も今後の課題としている。
88 FP2Aも、AUMN、Transfrulegと並んで政府やドナー文書でよく引用される職業組織（interprofession＝アクター間組
織と称されることもある）であるが、Transfrulegと統合したとの記述もあり、活動の詳細については不明な部分も多い。

89 その他、各アクター固有の課題として、良質種子の入手や農具・加工機具の不足（生産者）、企業のマネージメント能
力の低さ（零細・小企業）、などが挙げられた。
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一方、他アクターとの関係についてのインタビュー結果については、表 3－5 の通りとなった。

特にフィリエール強化を検討する際に重要となる、アクター間の関係を示す事項（農村と企業と

の関係、農村の市場・情報へのアクセスや、企業の農村・生産物に関する情報へのアクセス）に

ついては斜体で示した。

表 3－5　他アクターとの関係について

アクター ヒアリング先 現　　状

生産者 ダルールジェ村の GIE
（メンバー 60名）
パオスコト村の GIE

・ 企業・プロジェクト・行政機関からの支援（*当地域のビサ
ップ栽培が注目されていることによる）

・ 他組織との未連携
・ 生産技術・市場情報への生産者からのアクセス欠如（←技術
指導は支援母体研修に限定・市場情報は町の市場での同業者
情報に限定）

・ 支援企業・プロジェクト以外からの生産物へのアクセス欠如
（←プロジェクト以外からの仲買人の訪問なし）
・ 道路の未整備

生産者連合団体 FGAN（旧 UGAN）
（ニオンバト地区連合団体）
（6組合から構成：団体員計
4,000 名以上）

・ ドナー・NGO支援の集中（支援分野の分散により、多分野
の経済活動支援が可能）

・ 生産者と購入者間の交渉仲介を計画中
・ 団体員数に対する専属スタッフ数の少なさ（←移動手段の限
定により、生産者からのアクセスは困難。スタッフから生産
者への充分なアクセスには数が少ない）

・ 購入者への生産物情報公開手段の欠如

町の週一市場 プロハン週一市場
（主要道路に面していない）
生産者兼商人

ビサップ販売に関して
・ 貯蔵庫の欠如
・ 運搬に問題
・ 小分けでの販売に限定
・ 立地（主要道路に面していないため、業者による購入欠如）

地方都市の小企業 SAFNA3
（常勤 7名非常勤 3名）
Naxna Jus（常勤 5名）
（カオラックの果物加工業者）

・ 加工業者連合団体（FP2A）の存在（団体員共同で注文を受け、
その納入に参加した場合）

・ 支援プロジェクトの存在
・ 原料仕入先の限定（一方はカオラック市場のみ。もう一方は
町の週一市場も時に含む）

・ 仕入先情報の不足（生産者に関する情報の欠如）

地方都市の常設市場 カオラック常設市場乾物商人 乾燥ビサップ販売に関して
・ 同業者組織の欠如（情報交換の欠如）
・ 生産者に関する情報アクセス欠如（←生産者からの直接購入
なし）

都市 GIE Maria Distribution
（ダカールの野菜果物加工業
者）
（メンバー 15名パートナー
15名）

・ ドナーからの支援
・ 農産物加工業者連合団体（FP2A）の存在（加盟生産者より
原料購入）

・ （農村部から生産物を購入する）都市部の組織に対する支援
の欠如

都市流通業者 Sub-Saharan Sales
（熱帯性生産物輸出業者）

・ 国内全域に広がるネットワーク（週一市場での仕入れが容易）
・ 海外卸売り業者との契約
・ 仕入れの季節変動の大きさ
・ 契約農家の欠如（生産物の質の不安定さ）

出所：筆者作成。
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インタビューを通し、特に「情報へのアクセス、あるいはアクター間での共有」が不十分であ

る点が浮かび上がった。生産者の情報へのアクセスについては、従来から課題の 1つとして指摘

され、普及機関などによる情報提供が試みられているが、ここでは、地方および都市の零細・小

企業も生産地に関する情報が不足しており90、双方向の情報の共有を図るための仕組みが欠如し

ている点が浮き彫りになった。

とはいえ、極めて限定的なアクターを対象としたヒアリング結果であるため、それを一般化す

ることはできない。現実に、血縁・地縁などの社会的なネットワークなどを通じて農村との契約

関係を結んでいる企業の例もある。しかし全般としてみると、ビサップフィリエールの機能は脆

弱であり、アクター間の協議の場をはじめ、農村と地方・首都の零細・小企業との関係構築は喫

緊の課題の 1つであるといえよう。原材料の安定的な確保は、かかる企業においても死活問題で

あるため、フィリエール強化により、零細・中小企業の育成91 にも貢献することが期待される92。

なお、かかる状況を改善するため、企業と農村とのリンケージ強化も図られているが、その場 

合、中間に位置する仲買人が省かれるケースが多い93。特に農村から見た場合、仲買人は生産者

を搾取する者と認識されることが多く、現実にはそのような慣行も多く見られるものの、生産者

と市場との情報を仲介する機能も果たしている点は多くの研究においても指摘されている。セネ

ガルの野菜・果物フィリエールにおいても、仲買人94 が重要な役割を果たしてきたが、近年、野 

菜・果物栽培が盛んなニャイ地域を中心に、携帯電話を利用した民間の情報提供サービス

（Manobi）が効を奏し95、特に生産者は生産物の価格を把握することで交渉力が向上した結果、

収入が増加したとされている。しかし、Manobiのサービスは未だ一部地域に限定されるため、

セネガルの農村の大半は、当面の間、仲買人などを通し情報を入手することになる。

このように考えると、フィリエール強化とアクター間の組織化・協議体制には当然のことなが

ら、流通の 1アクターである仲買人の参加が不可欠であり、アクター間の協議を通し、生産者の

側も仲買人を通すことによるメリット（価格などの情報へのアクセス）を徐々に認識していくこ

90 なお、現地調査では、ビサップフィリエールとは関係がないが、村の小企業Wassa Cajou（ダシラメ・ソセ村のカシ
ューナッツ加工企業、常勤 6名非常勤 72 名）にもインタビューを行う機会があった。村の小企業も、他アクターと
同様に、他企業との連携の少なさ、契約農家の欠如、を課題として指摘している。

91 セネガルにおいても、民間セクターはごく一部の大企業と多数の零細企業により構成され、中小企業が存在しないか
脆弱であるMissing middleの問題は深刻である。

92 零細・中小企業支援の観点より、ADEPMEの他、零細・小企業への BDS（主に情報提供サービス）を行う
Infoconseilにもインタビューを行った。Infoconseilによると、ADEPMEのアウトリーチは中規模の企業に限定され、
零細・小企業支援は不十分であるとの見解であった。

93 http://www.fairtrade-jp.org/news/international/ITALIA/transfair.htmフェアトレード認定マンゴーの事例について。カ
ザマンス地方の小規模生産者の組合である APADは、マンゴー生産でフェアトレードに承認された初の組合というだ
けでなく、初めて、生産業者でありながら輸出業者も兼ねている。この事例では、生産者の視点に立ち、仲買人は生
産者を「搾取する」アクターとして、流通から外している。

94 セネガルの農業・アグロインダストリー分野で活動する仲買人の中でも、特に coxerと呼ばれる仲買人は、農村（お
よび生産物）に関する情報・知識を有し、クレジットの仲介も行っていることから、生産者と市場とをつなぐ重要な
アクターとして機能している。Coxerは、Manobiなどが普及していない地域を主に活動しており、当分はそれらのサ
ービスと補完的な役割を果たすことが考えられる。Coxerの役割などについては、Wade I., David-Benz H et Egg. J.
（2004）、Wade（2005）を参照した。

95 農業市場の情報システム整備は、Agence de Régulation des Marchés（市場取引きを調整する機関）など、公的機関に
よる取組みも従来から行われているものの、対象となる農民へのアウトリーチが十分ではない点が指摘されている。
なお、今後 ECの支援により情報システム整備が進められる予定（現地調査ヒアリングより）。
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とが期待される。しかし、仲買人については今回インタビューを実施できなかったため、フィリ

エール（アクター間協議）に参加することによるメリットについて確認できなかった。かかるメ

カニズムに参加することにより、仲買人の収入は概ね低下することが予想されるため、デメリッ

トが多いと感じて参加に消極的であるアクターも少なくないかもしれない。かかるアクターのフ

ィリエールへの参加については、今後更なる議論が必要であろう96。

また、フィリエールの発展の鍵を担う各アクターの能力については、今後の更なる強化が必要

である一方、生産者や加工業者組織（AUMNや Transfruleg、FP2A）が少しずつ育成されつつあ

るといえる。一般に、サブサハラ・アフリカにおける組織化は困難な点が多いとされているものの、

セネガルにおいては住民や生産者の組織が比較的機能しているとされている。例えば、現地調査

でインタビューを行った GIE（Maria Distribution）の代表は、自社経営に加え加工業者団体であ

る Transfruleg運営にも積極的に関与していた。このように、リーダーシップや起業家精神を十

分に有する民間のアクターもセネガルでは存在する。従って、かかるアクターがフィリエール強

化において果たす役割を十分認識し、協議の中心的役割を担うよう側面支援を行うこともドナー

の重要な役割であろう。

3 － 5 ドナーのフィリエールおよび SC／VC強化支援の動向

3－ 5－ 1 ドナーの支援の概要

セネガルで農業・アグロインダストリー分野を支援する主要ドナーは世銀、EC、USAID、CIDA、

AFD、UNIDOである97。支援の内容は大きく分けると、①輸出産品の SC／VC構築を通した競

争力強化、②地域開発と農村部における経済活動への支援、3零細・小企業支援、に分類でき

る98。①と②は相互補完的である場合が多く、当初から SCAの重点分野に含まれるなど政府・

ドナーからの支援が多く得られている一方、農産品加工振興を目的とする3に対する支援はこ

れまでのところ限定的であった。しかし、前述した通り、アグロインダストリー振興の重要性に

つきドナーらが働きかけを行った結果、最終的には重点分野の 1つに含まれることとなった。

96 例えばインドの最貧層の農民をインターネットにより世界市場などに結びつけた e-chopalの事例によると、チェーン
構築を主導した企業（Imperial Tobacco Company of India Limited：ITC）は、仲買人の介在を排除するところと残す
ところに選別して、彼らを取引きの主な当事者としてではなく、基本的なサービスの提供者として参加させることと
した。生産者などに比べると仲買人の金銭的な便益は減少しても、SCから外れることによるデメリットの方が大きい
（例えば、企業と協力した方がメリットがある）と考えたため、チェーンのアクターとして留まることを選択する仲買
人が多いようである。この場合、流通業者が仲買人をスタッフ化して、事実上の所得補填を行ったりしているものの、
それでも所得の減少は免れず、各アクター全てに win-winとなる方策は、現実では難しい面がある。詳細は Prahalad
（2004）の事例研究 8、ITC e-chopalの事例を参照されたい。

97 現地調査にてインタビューを行ったのは、世銀、CIDA、AFD、USAID、UNIDO、ILOであった。各ドナーに 
①共通の事項（政府戦略や支援アプローチ）、②ドナー個別の政策および支援内容、に分けた質問票を作成した上で
インタビューを行った。ECはWTO関連への支援に加え、主要産品である落花生の再活性化を支援しているが、今般
の調査対象である野菜・果物フィリエールへの直接的支援は行っていなかったため、時間の制約上訪問先には含めな
かった。また、本項では、企業・ビジネス育成プログラムである SIYB（仏語名は Gérez Mienx votre Entreprise：
GERME）を実施している ILOは割愛しているが、セネガルにおいて GERMEが広く活用されていることが確認できた。

98 ②の活動の一部は3とも重複するが、本項では便宜上 2つに分けている。
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①は、世銀が主体となり、AFD、CIDAの資金協力を得て 2007 年 4 月より本格的な実施を開

始した農業市場・アグリビジネス開発プロジェクト（Programme de Développement des Marchés 

Agricoles du Sénégal：PDMAS）に加え、主に米国市場を対象とした輸出産品の VC強化を目指

す USAIDのセネガル成長促進・競争力向上プロジェクト（Senegal Accelerated Growth and 

Increased Competitiveness：SAGIC）が挙げられる。PDMASは、政府予算も合わせ合計 250 億

FCFAの大規模な支援であり、高い輸出ポテンシャルを有する野菜・果物フィリエール強化 

（SC構築）を軸としている。PDMASが SC構築にかかる包括的な支援であり、特に初期段階に

おいては小規模の生産者の取り込みを焦点としているのに対し、SAGICはそれぞれのフィリエー

ルの競争力向上の阻害要因を特定し、そこに絞り込んだ BDSを順次提供していくといったアプ

ローチを取っている。

②については、CIDAの農民起業家支援プロジェクト（Projet d’appui à l’entrepreneuriat 

paysan：PAEP）、ニャイ地域経済開発プロジェクト（Projet d’Amènagement et Développement 

Economique de la zone de Niayes：PADEN）、カザマンス地方経済開発支援プロジェクト（Projet 

d’Appui au Développement Economique de la Casamance：PADEC）、USAIDのWula Naffaプロジ

ェクトが地域経済開発の一環として経済活動を支援している他、IFADの PROMER（現在はフェ

ーズ 2）は農村部の経済活動を支援している。特に PAEPは、タマネギ生産者の組織化（AUMN）

を進め一定の成果を出しており、その成果は PADEN、PADECの他、世銀の PDMASにも引き

継がれている。PADECもまた、過去のフィリエール支援による教訓を活かした案件形成を行っ

ている。CIDAによる支援は後述の 3－ 5－ 2（2）の通りフィリエール強化に焦点を置いており、

PROMERフェーズ 2も、フェーズ 1に比べると、個々の経済主体への支援から、これらのアク

ターを取り巻く環境整備を重視したプロジェクトとなっている。Wula Naffaプロジェクトも、カ

シューなどの森林資源を活用した VC構築を進め、地元の民間セクターとの関係強化にも貢献し

たとされている。

3農業・アグロインダストリー分野の零細・小企業支援は、CIDAによるアグロインダストリ

ー支援プロジェクト（Projet d’appui aux opérateurs/trices de l’agro-alimentaire：PAOA）の他、

UNIDOが統合プログラムの 1コンポーネントとして支援を行っている。PAOAもやはり、フィ

リエールという観点から、特に零細・小規模加工業者を対象とした支援を行っている。一方、

UNIDOの統合プログラムは零細・中小企業支援にかかる包括的な内容であり、フェーズ 2は、

フェーズ 1の成果に基づき、より企業の直面する課題に絞り込んだ支援を行う他、アクター間組

織の強化を行うこととしている。

なお、上記①～3と密接に関連した案件として、投資環境整備や地方インフラ整備なども実

施されている。例えば世銀は、2007 ～ 2010 年の国別支援戦略（Country Assistance Strategy：

CAS）において、PRSPの第 1の柱（富の生産）に対する支援として、①投資環境整備（民間投

資促進プロジェクト（Projet de Promotion des Investissements Privé：PPIP）、投資環境評価調査

の実施の他、SCAへの支援を検討中）、②インフラ整備（農村電化）、3 中小企業の金融アクセ

ス強化（PPIP、農業サービス・生産者組織プロジェクト（Agricultural Services and Producers 

Organizations Project：PSAOP）2の他 SCAへの支援を検討中）、④農業セクター近代化と多様
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化（PSOAP2、PDMAS、参加型地方開発プロジェクト（Projet de Développement Local Participatif：

PDLP））、を行うこととしている。

米国の場合は、案件ごとの支援額はさほど大きくないが、西アフリカ地域プログラムやミレニ

アムチャレンジアカウント（Millenium Challenge Account：MCA）など複数のチャンネルを通じ、

農業を中心とする主要産品の競争力向上に向けた支援を行っている99。

主要ドナーの支援内容および期待される成果をまとめたのが、表 3－6 である。

表 3－6　主要ドナーの支援内容および成果

プログラム名 期　間 金　額 内　　容 （期待される）成果

世銀

AEPP 1998～
 2004 年
（終了）

8百万ドル ・ 園芸作物の輸出振興・多様化（中間
評価以降 SCを導入）

・ 既存の生産者・輸出業者組織の強化
・ ダカール空港冷蔵設備の整備

・ 世銀内部の評価は Satisfactory
・ 輸出量は倍増（6,592 t：1997／1998
年→ 1万 4,080 t：2003／2004 年）

・ 約1万人の雇用創出（年間 16百万ドル
相当、半分は農村女性）

・ 輸出業者の組織能力強化
・ 運輸手段の多様化（空路・海上）

PDMAS 100 2006～
 2012年

35百万ドル ・ 国内の市場整備（国内における SC
強化、地方の市場整備、情報共有、
牧畜産品市場の強化）

・ 非伝統的農産品の輸出促進（品質向
上、輸出インフラ強化、輸出関係機
関の強化）

・ 官民パートナーシップ（Public Private 
Partnership：PPP）による灌漑整備

・ 野菜・果物を中心とする非伝統的農産
品の輸出増加（1万 3,000 t／2004 年
→ 3万 t／2010 年）

・ 支援対象グループ（小規模営農）の生
計の 60％向上

PSAOP1 1999 ～
 2005 年

38百万ドル ・ 農業研究基金の設置
・ 研究機関の強化
・ 農業普及の強化（ANCARの設置）
・ 生産者組織支援（CLCOPを全 320
地域のうち 142地域に設置）

・ 行政サービス強化

・ 世銀内部の評価は Satisfactory
・ 農業サービス強化と受益者である生産
者組織を支援対象とした包括的なプロ
グラムであり、農業セクターにおける
国家の役割の縮小と民間セクターの関
与を促すモデルを構築し、LOASPの
ベースを築いた

・ 特に生産者組織が農業普及計画などに
参画できるよう組織化を促した西アフ
リカ地域における初の事例

PSAOP2 2006 年～ ・ PDMASおよび今後実施予定の参加
型地方開発計画と相互補完の予定。
特に PDMASで必要とされる農業普
及サービスの強化を行う他、生産者
組織による経済活動が、PDMASに
よる支援対象となるよう能力強化を
行う予定

・ 次期フェーズ 3（4年間）では、対象
地域を全国に拡大予定

・ 小規模生産者の各種サービスへのアクセ
ス向上

・ 生産者組織の能力強化（農業普及計画お
よび政策対話への参画）

99 USAID（2007）pp. 17 – 18.
100 CIDA、AFDも資金拠出を行っている。CIDAは開始以降 3年間（2006 ～ 2009 年）の支援（70 万ドル）を予定。
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USAID

SAGIC 3.3 百万ドル ・ アフリカ通 商 優 遇 政 策（African 
Growth and Opportunity Act：AGOA）
の一環として実施

・ APIX（投資促進庁）への技術支援
・ 輸出ポテンシャルを有するフィリエール
を中心としたVC構築支援（マンゴー、
ビサップ、カシューなど）

・ 現在は主に米市場の衛生基準を満たす
ための技術的支援を実施

・ ビジネス環境整備（手続きや時間の短
縮など）

・ 米市場への輸出促進

Wula Nafaa
プロジェク
ト

2003 ～
 2008 年

11.75 百万ド
ル

・ 地域資源を活用した持続可能な開発
・ 生産者と輸出業者とのリンケージ
（VC）構築支援
・ 零細・小企業への技術的支援

・ 農村および生産者の生計向上（フォニオ、
バオバブ・フルーツなどの輸出による所得
は100万ドル、プロジェクトの支援対象
企業 975 社（零細・小企業）の 92％が
売り上げを増加）

西アフリカ
地域プログ
ラム

2005 年～ － ・ AGOAの一環として実施
・ WATHは、主に米市場を対象とした貿
易促進、関税改革を支援する他、企業
への技術・資金支援を実施

・ セネガルでは、女性起業家への支援や、
MISTOWAではManobi（民間の情報
提供サービス）への支援を実施

・ 米と西アフリカ地域間の貿易・投資促進
（2005 年10月以降対米輸出額は地域
全体で6百万ドル、米からの投資は100
万ドル）

CIDA

PAEP 1998 ～
 2007 年

7.3 百万ドル ・生産者組織（ニャイ地域の野菜・果物生
産者組織：AUMNなど）の強化

・野菜・果物関連企業への支援
・農業省水・森林局の強化
・農業省園芸局の強化

・ ニャイ地域産品の品質向上（特にタマ
ネギ、ジャガイモの国内・地域市場に
おける競争力向上）

PADEN 101 2005 ～
 2008 年

50万ドル ・ 対象地域における自然資源（野菜・
果物、森林、水）を活用した持続可
能な経済開発の推進

・ ニャイ地域における持続可能な開発
・ 上記活動に従事する経済アクターの専
門性の向上

PADEC
（計画中）

2007／
 2008 年
 ～7年間
 （予定）

15百万ドル ・ カザマンス地方におけるポテンシャルを
有するフィリエールの強化（2007年10
月時点では未特定）

・ 支援対象はフィリエールに関わる全てのア
クター（ミクロ、メソ、マクロ）

（計画中）

PAOA 2002 ～
 2007 年
 （終了）

8.5 百万ドル ・ 穀物、野菜・果物、乳製品、水産フィ
リエールに従事する零細小企業（主に
加工業）が対象

・ かかる企業を対象とする情報提供サー
ビス（InfoConseil）

・ 各種組織、職業者組織、アグロインダス
トリー分野のフォーラムの構築

・ ITA強化
・ アグロインダストリー産業集積地（サ 
ン・ルイ、マタム、ジガンショール）の
構築を目標とする工業再活性化政策
（Politique de redéploiement industriel）の
下で実施

プロジェクトの成果
・ アグロインダストリー従事者の組織能力、
パフォーマンスや品質向上

・ アグロインダストリー関連組織の能力強
化、組織メンバーへのサービス向上

・ 技術的な解決策の提示
プロジェクトのインパクト
・ フィリエール分析（野菜・果物、水産加
工品の分析結果は SCAへのインプットと
なった経緯あり）

・ 農村開発や生産者組織などを支援する他
プロジェクトとの連携強化により、フィリ
エール内の情報共有や協議を促進

AFD

競争的・持
続可能な農
業の促進

2006 年～ 3.28百万ユーロ ・ WTO（農業分野）支援
・ 農村アクターの能力強化（国家との協議
支援、農業分野のアクター間協議支援）

・ 農村のアクターの開発計画への参画・意
思決定の促進

・ 組織化支援（アクター間協議の強化）

101 CIDAセネガル HP上では、ニャイ地域支援基金（Fonds d’appui aux Niayes）が該当するようである。



44

IFAD

PROMER 1 1997 ～
 2004 年

10.94百万ドル
（＝60億 FCFA）

・ 対象となる住民との調査により、持続
的に発展し得る農村零細企業活動をフ
ィリエールごとに特定

・ フィリエールと市場にかかる調査（技術、
市場へのアクセス、資機材納入業者、
制度、マイナス要素など）

・ 相互扶助制度に付随する貯蓄プロセス
の設置

・ 融資を申し込む際の書類の作成支援
・ 農村零細企業のパフォーマンスに対す
る継続的な評価（製品の質、生産量、
収益）

・ 農村零細企業へのアドバイス支援
・ 農村零細企業の経済への統合支援（展
示会や見本市での商品の紹介）

・ 受益者に対する継続的な研修

・ 新規雇用の創出による農村貧困家庭の
収入向上

・ 地域の産品や資源（特に農・林・水産品）
に価値を付加することで、地域の経済開
発につながる質の良い産品の製造の拡大

・ 農業以外の労働期間の長期化
・ 村内での労働機会を提供することで、若
者の離村を抑制

PROMER 2 2006 ～
2013 年

103.12 億
FCFA

・ 農村零細小企業の開発を支援する非金
融サービスへのアクセス改善

・ 零細小企業の金融サービスへのアクセ
ス改善

・ 職業者組織の強化、政策、法的、制
度的環境の改善

・持続的な雇用を創出する零細小企業の創
設／強化と世帯の収入の向上と収入源の
多様化による農村部の貧困削減

UNIDO

統合プログ
ラム（フェ
ーズ 1）

1999 ～
2004 年

（495千ドル）
（285千ドル）
（1.910 千ドル）
（1.623千ドル）
（960 千ドル）
（150 千ドル）
（2.395千ドル）

・ 2020 年をターゲットとした産業政策の
策定と実施

・ 産業情報ネットワークの設置
・ 中小零細企業の開発
・ 産業間パートナーシップの発展
・ 質の向上・規格化
・ 環境への配慮
・ 農業食品、繊維産業の能力強化

・ 民間セクター開発を通じたセネガル産業
の競争力強化

統合プログ
ラム（フェ
ーズ 2）

2004 ～
2008 年

（1.136千ドル）
（3.063千ドル）

・ 企業の向上と近代化
・ 零細企業の開発（特に農産物加工業、
漁業、農村地域）

・ 生産活動支援における国家の能力の強化
・ 競争力と輸出の向上のための官民連携

PAPES 2005 ～
2007 年

50万ドル ・ ビジネスグループへの研修（マネージメ
ント、マーケティング、技術など）

・ ビジネスグループのアニメーターの養成
・ 研修サイクルの開発
・ プログラムの企画、リーダーの養成を
通じた職業者組織の能力の強化

・ 職業者組織のメンバーに対するサービ
スの開発（調達、金融、情報、技術、
ネットワークなど）

・ 小企業の職業間委員会による取引き、
意見交換、要求に応じた生産、ロビイ
ングの活性化

・ 小企業間での組織化能力の強化を通じ
た、成長の可能性が高い小企業の発展
への貢献（フェーズ1（2002～ 2005 年）
の成果の拡大）

AEPP：Agricultural Export Promotion Project（農業輸出振興プロジェクト）、ANCAR：Agence Narionale de Conseil 
Agricole et Rural（国立農業農村普及局）、CLCOP：Cadres Locaux de Concertations des OP（生産者組織地域協議会）、
MISTOWA：Market Information Systems and Traders’ Organizations of West Africa（西アフリカ市場情報システム・貿易
業者の地域間ネットワーク）、PAPES：Projet d’Appui  aux Petites Entreprises du Sénégal（小企業支援プロジェクト）、
WATH：West Africa Trade Hub（西部アフリカ貿易ハブ）

出所：各ドナーのプロジェクト文書の他、現地調査のインタビューより筆者作成。
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3 － 5－ 2 ドナー支援の傾向および教訓

（1）傾向

政府戦略の方向性に沿い、ドナーの支援アプローチも、フィリエール全体の強化を目指すもの

か、あるいはフィリエールという全体の構造を念頭に置いた上で、支援が必要と判断される特定

の地域やアクターへの支援を行う事例が増加している。それに伴い、支援の対象者も、従来の生

産者や零細・小企業だけではなく、フィリエールの強化に重要な役割を果たすことが期待される

アクター間組織へと広がりを見せている。

例えば、フィリエール全体の強化を目指すものとしては、世銀の支援例が挙げられるだろう。

特に 2006 年に開始された PDMASと PSAOP2 は、今後実施予定の PDLPと相互補完しながら、

農業セクターを包括的に支援することとしている。PSAOP2 は、特に PDMASの実施に必要とさ

れる農業普及サービスの強化を行う他、生産者組織による経済活動が PDMASによる支援対象と

なるよう能力強化を行うこととしており、また、地方インフラ整備などに対するニーズも、参加

型地方開発計画の中でそれぞれの生産者組織が策定するコミュニティー開発計画からくみ上げ、

実施を行うこととしている。

生産者組織やアクター間組織の強化も、フィリエール強化の重要なコンポーネントとなってい

る102。生産者組織の全国的な展開を試みる上記の世銀の支援（PSAOP1、2）に加え、ニャイ地域

の生産者連合の組織化を進め、一定の成果を挙げたとされる CIDAの PAEP、また加工業者の組

織化を進める CIDAの PAOAなど、いずれもフィリエール分析を踏まえた上で、フィリエールの

機能に重要な役割を果たす主要な組織への支援を行っている。

フィリエール強化に不可欠な要素は、アクター間協議の実施である。セネガルの野菜・果物フ

ィリエールにおいては、AUMNなどを除くとまだ限定的な取組みであるといえるが、USAIDの

SAGIC、AFD、CIDAの PAOA、UNIDOなど多くの支援プロジェクトにおいて、アクター間の連

携強化や、協議体制の構築が進められている。アクター間協議の実施は、ブルキナファソの乳製

品やシアバター・フィリエールなど、他の仏語圏アフリカ諸国において既に取組みがあるため、

セネガルもこれらの経験を取り入れていくことが有用であろう。

フィリエール強化には、投資環境整備、インフラ整備などのビジネス環境整備と、メソ・ミク

ロレベルなど多様なレベルでの取組みが必要とされる。特にフィリエールを取り巻く制度面の整

備は、前述したニャイ地域のタマネギ生産者連合 AUMNによる政策への働きかけからも分かる

ように、フィリエール強化には不可欠である。現在多くの国で実施されている投資環境整備は中

規模以上の企業を主に想定していることもあり、零細事業者を取り巻く環境整備については見落

とされることもある。このように、既存の支援で欠落している部分を補完していくためにも、か

かる働きかけを行っていく必要がある。

なお、民間のアクターとの協働が試みられているプロジェクトもある（PAOA, Wula Naffa）。

102 生産者組織の設置と能力強化は、農業セクターの自由化を踏まえ、従来より実施されてきたものであるが、フィリエ
ール全体における役割を十分に織り込んだものではなかった。
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（2）教訓

では、過去の支援からどのような教訓が引き出されているだろうか。以下ではドナーの評価報

告書をもとに簡潔にまとめる。

セネガルの他、ブルキナファソ、マリ、ギニアなどの仏語圏西アフリカ諸国で過去数十年にわ

たりポピュラー・エコノミー（Economie populaire）103 を支援してきた CIDAは、右分野への

2001～2004 年間の支援を振り返り、以下の点を挙げている104。

まず、①当地の事情に精通している現地人材の活用、②多様なステークホルダー間のパート

ナーシップの促進（民間業者との協働により、農民の行動様式が変化した他、ステークホルダー

間の情報共有が進んだ）、3農村部における経済活動支援は、マーケティングが不十分である上、

経済的な便益を考慮せず実施される傾向があり、その結果として失敗しやすい。したがって、 

④プロジェクト形成時、まずフィリエールがどのように機能し、個々のアクターの役割や強み・

弱みを十分に把握すること。フィリエールの強化支援により、関係するアクターが共通のビジョ

ンを抱き、フィリエールの持つ課題を克服する環境を作り出すことが可能となる、と指摘してい

る。また、世銀の AEPP、CIDAの PAEPはフィリエール強化というアプローチを採用し、短期

間で大きな成果を挙げることができたと評価している。

その一方で、セネガルにおけるフィリエールアプローチの課題について、民間業者や生産者の

専門家意識（professionalisation）が弱い点、また基礎的なインフラの未整備などを挙げ、これら

への対応策を併せて検討する必要があると指摘している。

個々のアクターを対象としたミクロレベルでの支援から、よりメソ・マクロレベルでの支援に

切り替えつつあるのが AFDである。AFDは、過去 30 年間にわたり特定の産品にかかる生産者

を対象とした支援を行ってきたが、農村のみを対象とした支援では実効が上がらなかったとし、

より生産者の能力強化（アクター間協議の強化など）へとシフトしつつある105。

また、農村の経済活動を支援してきた PROMERは、フェーズ 1の終了時評価において、産品

が売れなかった点を課題として挙げ、フェーズ 2では、プロジェクト専用の直売所（Boutique）

を設置することで、産品の販売促進を図っている。しかし、直売所の設置は、農産品が売れない

という根本的な問題の解決策にはならず、今後も打開策を検討していく必要があることを指摘し

ている。

3 － 6 まとめ

セネガルにおける野菜・果物およびビサップフィリエールの動向と、ドナーの支援動向を分析

したまとめとして、以下の点を指摘したい。

これまで見てきたように、フィリエールの機能強化は、政府戦略の方向性とも合致し、アクタ

ーのニーズにも応えたものであるといえる。

103 インフォーマルセクターなどを含む経済活動。英語では Grass-roots economyと称されている。
104 CIDA Senegal（2006a）pp. 6 – 11.
105 現地調査インタビューより。
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その一方で、今後の実施に向けた留意点についても何点か指摘したい。まずは、フィリエール

の選択であるが、政府・ドナーによるフィリエールの選択とフィリエールを担うアクターとの要

望をなるべくすりあわせる必要があるであろう。今般、ビサップをフィリエールの現状を把握す

るための事例として取り上げたが、公式な文書上で謳われているポテンシャルと、現地における

反応との乖離106 があった点は否めない。理想としては、経済的な効果（輸出向けフィリエールの

優先）か、それとも社会的な配慮（国内市場を対象としたものや貧困者がより多く従事するフィ

リエール）とのバランスを取った選択をすることが望ましいが、簡単に回答が出る問題ではない。

セネガルにおいて、優先フィリエールの選択についてはややドナー主導の感が強いように感じる

が、その一方で、成長が見込める部分に限られた資金を優先的に投入するやり方が現実的である

とも言える。

次に、アクター間のコーディネーションを軸とするフィリエール強化は、まだ日が浅いアプロ

ーチでもあり、実施にあたっては以下の課題について留意する必要があるだろう。まず、セネガ

ルにおいても国家と民間セクターとの間の相互不信感は根強い。現在、民間セクターの活動を円

滑にするような取組みがなされているが、信頼関係の醸成にはまだ時間を要すると考えられるだ

ろう。従って、アクター間協議の場の設定も、できるだけ国家主導という形をなくし、協議が進

むにつれ、国家はファシリテーターとしての役割に徐々に移行していくことが望ましいであろう。

フィリエール支援にはミクロからマクロまで様々なレベルの取組みが必要となるが、これらを

全て同時に行うことは難しいため、フィリエール分析やアクター間協議などを踏まえながら、優

先度の高い分野を絞っていくこととなる。この優先順位付けは現実には難しい面も多いが、ドナ

ーは、フィリエールの知識を有する現地コンサルタントや研究者らと共同でフィリエール分析を

進め、参加型の形式をとりながらアクター間協議へとつなげていく努力が必要である。

また、フィリエール強化と他のプログラムとの整合性についても、今後の議論が必要であろう。

フィリエール強化支援は特定の産品を軸とした開発手段であり、複数のフィリエールの上流部分

（農村～地方レベル）を含む地域経済開発案件との重複もあるため、それらと相互補完的となる

よう調整・連携が必要である。例えば、世銀が主体となって実施する PDLPは、実施中の

PDMASおよび PSAOPフェーズ 2と相互補完することを念頭に計画されている。それぞれが規

模の大きな支援であるが故に、これらを有機的に結びつけるためには、現実には相当な調整作業

が必要となるが、かかる動向をよく踏まえ、必要に応じ他ドナーとも十分に協調した上で支援を

行う必要性があるだろう。

更に、SC／VC、フィリエールなど様々なアプローチが政府・ドナーにより採用されているが、

SC／VCとフィリエールを同義で用いる文書がある一方で、SC／VCとフィリエールの違いを論じ

る文書があるなど、同じ言葉を用いながらも定義は必ずしも一致していない。現地調査での各ド

ナーへのヒアリングを通じても同様の印象を受けた。このような状況下では、戦略文書上は適切

に見えても、実施に移行した段階で関係者間でのコンセンサスが取れず、難航することも想定で

106 本文 3－ 3－ 1（1）の脚注 56（ビサップが土壌を劣化させる性質を持つことや、食糧保障という観点から望ましい
選択ではないこと）、3－ 3－ 2（1）の脚注 63（都市化の進展に伴い、ビサップへの需要が増加するとされているが、
現地調査においてはかかる事実は確認できなかった点）を参照されたい。
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きる。従って、かかる支援を行う際には、政府の考え・方向性につき十分に議論し、他ドナーと

も調整する必要がある。

また、先進国や他国のモデルをそのまま適用するのではなく、よりセネガルの現状に即し、支

援の対象となるアクターの声を優先させたアプローチを模索していく必要があるだろう。

最後に、農業・農村開発と民間セクター開発の双方からのアプローチの必要性について指摘し

たい。これまでは、個別のアクターの抱える課題に対応した支援が多く行われてきたが、フィリ

エールという切り口から見ると、生産者（農業・農村開発）、企業など（経済開発）、その他関係

機関など多様なアクターとのつながりを念頭に置いた支援のあり方を検討する必要がある。

産品の販路は大きな課題の 1つであり、PROMERなども根本的な解決策を打ち出せずにいる

のは前述した。付加価値・品質向上、マーケティング支援に加え、競合する輸入品がある場合は、

それに対する何らかの是正策が必要となる場合もあるだろう。今般調査分析の対象とした野菜・

果物フィリエールに関しては、例えばニャイ地域の生産者組織（AUMN）や関連団体が中心とな

り政府への働きかけを行った結果、輸入品の期限付き凍結が行われるようになったタマネギは興

味深い事例である。また、GTZの支援の一環として、ダカールの零細・小企業を取り巻く環境を

分析した Fall E.（2006）は、輸入自由化により廉価なトマトの輸入缶詰が急増したことで、国内

に生まれつつあった零細・小規模のトマト加工業者が相次いで倒産した事例を取り上げ、貿易政

策などの考慮が足りなかった点を指摘している。貿易や財政政策などによる是正策のみで事態が

改善されるわけではないが、かかる要因による影響を十分に認識した上で支援を検討する必要が

あるだろう。
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第 4章　結論（提言）：フィリエールの機能強化に向けた日本の支援のあり方

第 2章では、貧困削減を民間セクター開発の目的とし、貧困者が属する市場システム全体を理

解し、民間セクター開発にかかる従来の手法を包含するあらたなアプローチとしてM4Pアプロ

ーチを紹介し、同アプローチの仏語圏西アフリカでの適用を検討するにあたり、既存のフィリエ

ールの活用に注目した。

第 3章ではセネガルにおけるフィリエールにかかる状況と同分野における主要ドナーの支援動

向を分析した。フィリエールが Pro-poorに機能するのに重要な役割を果たすアクター間組織や

アクター間協議を有するフィリエールも存在するものの貧困者が十分に参加できる状況には達し

ていないことが明らかになった。また、ドナーへのヒアリングや援助方針文書から各ドナーの支

援方向が農村開発型の地域限定的なプロジェクトの実施から、フィリエール全体を視野に入れた

課題横断的なプログラムへと移行してきていること、更には、M4Pアプローチが従来の個別の

プロジェクトを補完するものであると認識されていることも分かった。

このような流れの一方で、日本の仏語圏西アフリカにおける貧困削減への取組みは、依然とし

て対象とする農村をエントリーポイントとし、貧困者をプロジェクトの直接的対象とする地域限

定的な農村開発型プロジェクトの実施が中心となっている。セネガルでは米セクターをエントリ

ーポイントとし、米の生産から流通までを視野に入れた開発調査「稲作再編計画調査」を 2004

～ 2006 年に実施し、複数のアクションプランを提案しているが、このようなタイプの案件はま

だまだ少数である107。他方、現地調査でのヒアリングを通じ、同分野での支援における日本との

連携を他ドナーが期待していることも明らかとなった。本章では、今後、日本がセネガルをはじ

めとする仏語圏西アフリカの貧困削減や Pro-poor Growthを目的とする総合的な支援を実施する

にあたり有効な視点の一例として、既存のフィリエールを活用した「貧困者の市場への参加を可

能とするフィリエールの機能強化プログラム」を提案する。

4 － 1 貧困者の市場への参加を可能とするフィリエールの機能強化プログラム

既に第 2章で述べた通り、フィリエールは対象とする産品ごとに存在し、フィリエールごとに

関係するアクターや取り巻く環境は異なる。故に、「フィリエールの機能強化プログラム」は対

象とするフィリエールごとに実施される必要がある。

同プログラムの上位目標は、フィリエールが、貧困者が利益を享受できるように機能すること

により、貧困者の経済の主流への参加を促すことにある。このような形でフィリエールを機能さ

せることをプログラム目標とする同プログラムは、対象とするフィリエールの分析（コンポーネ

ント A）をエントリーポイントとし、その分析結果に基づいて実施する、フィリエール上の個々

のアクター組織の機能強化（コンポーネント B）、フィリエール上のアクター間協議の実施、組

織化（コンポーネント C）、フィリエールを取り巻く制度面の整備（コンポーネント D）、の 4つ

107 JICAセネガル事務所によると、これらのアクションプランは今後実施されていく予定であるとの由、その成果が期待
される。
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のコンポーネントからなる108。それぞれのコンポーネントとプログラム目標、上位目標の関係は

図 4－1 に示す通りである。また、上位目標を達成するためには、フィリエールの機能強化以外

のプログラム（ビジネス環境整備など）も重要な役割を果たすことになる。以下では、第 3章の

セネガルの事例分析（特に 3－ 5－ 2）をもとに、まず貧困者の市場への参加を可能とするフィ

リエールの機能強化プログラムを提示し、同プログラムにおけるそれぞれのコンポーネントでの

具体的活動内容や事例を以下に記す。

図 4－1　貧困者の市場への参加を可能とするフィリエールの機能強化プログラム

「フィリエールの機能強化プログラム」

スーパーゴール Pro-poor Growth

上位目標 貧困者の市場への参加

プログラム目標 貧困者が利益を享受できる形でフィリエールが機能する（フィリエールの機能強化）。

コンポーネント コンポーネント A：フィリエールの分析
コンポーネント B：フィリエール上の個々のアクター組織の機能強化
コンポーネント C：フィリエール上のアクター間協議の実施、組織化
コンポーネント D：フィリエールを取り巻く制度面の整備

出所：筆者作成。

上位目標 プログラム目標
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4 － 1－ 1 コンポーネント A：フィリエール の分析

コンポーネント Aでは、対象とするフィリエールにかかるアクターの特定、アクター間の関係、

アクターごとの関心事項、フィリエールを取り巻く制度・環境などの分析を行う。同分析を通じて、

各アクターが抱える問題や、アクター間の問題など、フィリエールが Pro-poorに機能していな

い要因の特定を行う。フィリエールの分析手法はフィリエールアプローチをはじめとし、これま

108 コンポーネント B、C、Dはフィリエールの分析（コンポーネント A）結果に基づいて実施されるものであり、必ずし
もこれら 3つのコンポーネントすべてが実施されるとは限らない。
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でも様々な手法が開発されてきているが、中でもニジェールの米フィリエールのアクターに関す

る情報強化プロジェクト（PRIAF RIZ）の中で作成されたマニュアル（“Analyse des filières riz 

par les organizations professionnelles d’Afrique de l’Ouest.”）109 の活用は有益であろう110（関連事

例：表 2－2 ②④⑧など）。

4 － 1－ 2 コンポーネント B：フィリエール上の個々のアクターの組織の機能強化

コンポーネント Aの結果、組織機能／組織力が十分でないと特定されたアクターに関して、コ

ンポーネント Bではアクターごとの組織力や運営能力の強化支援を実施する。セネガルにおける

アクターごとの組織の実態については、第 3章で示した通り、多くの職業組織が既に存在してい

る。また、最上流に位置する女性をはじめとする小規模な生産者でさえも、多くの場合、GIEな

どのグループを形成し、活動していることが確認された。個々のアクターの組織力を高めること

は、フィリエール上での各アクターの位置づけの強化につながるが、特に、多くの貧困者が属す

る生産者や農村零細企業などの組織力強化やネットワーク化は、フィリエール全体が享受する利

益を貧困者が享受することを可能にする 111（関連事例：表 2－2 ⑥、上記 2－ 2－ 6（3）など）。

また、生産者を組織化することで、個々の生産者ではなく、生産者組織を研修などの実施対象

とすることができ、研修成果の普及効果も期待できる（関連事例：表 2－2 ⑨など）。研修の実施

に際しては、複数のフィリエールにまたがるトピックの場合は、他のフィリエールに属するアク

ターを招くことも可能であろう。

4 － 1－ 3 コンポーネント C：フィリエール上のアクター間協議の実施、組織化

コンポーネント Bがアクターごとの組織化（水平方向（horizontal）の組織化）であるのに対し、

コンポーネント Cではフィリエール上のアクター間の連携強化・組織化（垂直方向（vertical）

の組織化）に取り組む。例えば、フィリエール上のアクターが互いに対等の立場で議論できるよ

うな場を設定しその運営をファシリテートする、すべてのアクター（特に、生産者や零細企業家）

が公平な立場でアクター間協議や組織に参加できる仕組み作り、フィリエールのアクターが定期

的に協議するようモニタリングする、アクター間のリンケージを支援するなどがその例である112

（関連事例：表 2－2 ②⑧⑩など）。

109 「米フィリエールの機能分析」、「アクターの役割、活動、戦略」、「アクターの会計分析」の 3つのモジュールからなり、
それぞれ指導者用の教本と学習者用の教材がある。http://www.iram-fr.org/ から入手可。

110 本客員研究の現地調査では、ビサップフィリエールを対象にアクターを特定し、個々のアクターへのヒアリングを通
じて、それぞれのアクターが抱える問題を明らかにすることを試みた。つまり、フィリエール分析の一部を実践した
と言えるが、同現地調査では、Ferris, S., Kaganzi, R., Best, R., Ostertag, C., Lundi, M. and Wandschneider, T.（2006）
セクション 9“Market Chain Analysis”の手法を用いた。

111 日本はセネガルの水分野で農民組織化を長年支援してきた実績があるため、「組織化」は日本の強みであると言えるだ
ろう。

112 日本の支援のあり方として、フィリエール上のアクター間協議を促進するため、例えば農業省などに専門家を派遣す
ることも可能であろう。
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フィリエール上の各アクターが十分に組織化され、十分なロビイングや交渉能力が発揮されな

い限り、公平なアクター間協議の実施は不可能であるため、コンポーネント Bと Cは補完関係

にある。

アクター間協議の結果、新たなニーズが特定された場合、新規のプロジェクトを形成すること

になるが、これらのプロジェクトがフィリエールの機能強化に直接的に寄与しない場合は、プロ

グラム外のプロジェクトとして、新たな資金源を求めることになるだろう。ここで形成されるプ

ロジェクトは、結果として、これまで多くのドナーが実施してきた地域限定的な農村開発型のプ

ロジェクトと似通ったものになることも想定できるが、ここでのプロジェクトはフィリエール全

体のニーズを考慮した上で立案されたプロジェクトであり、プロジェクトの形成過程が異なる。

つまり、フィリエールの下流までを考慮し、上流にある生産者に介入するため、モノは作ったが

売る場所がないといった農村開発型プロジェクトでよく耳にする問題を避けることができる。ま

た、従来はドナーが主体となって直接実施してきた研修などの事業をフィリエール上の民間セク

ターが担うよう働きかけることも可能となる（関連事例：表 2－2 ④⑦⑪など）。

言うまでもなく、アクター間協議は、事前に主要なアクターからの聞き取りなどを通し、アク

ター全員が関心を抱く特定のテーマ（フィリエールにおける喫緊の課題や現実的なビジネスチャ

ンス）を設定した上で、会合を開催する必要がある。例えば USAIDは、マンゴーの VC構築支

援プロジェクトの策定段階において、フィリエールの喫緊の課題であった害虫対策をエントリー

ポイントとして、その後のアクター間協議の枠組みを強化していった。ビサップは、現時点では

アクター間協議までは至っていないものの、急激な輸出増加による経済的インセンティブがアク

ター間協議を促進する大きな要因となる可能性がある。このように、短期的に経済的な成果が現

れやすいテーマを下に組織化を図ることも重要である。

4 － 1－ 4 コンポーネント D：フィリエールを取り巻く制度面の整備

コンポーネント Aのフィリエール分析の結果、フィリエールに関わる規則や政策など制度面で

のネガティブな要因が明らかになった場合、これらを是正するための働きかけを行う他、必要に

応じプロジェクトを実施する。例えば、アクターの組織化やフィリエールのアクター間協議の実

施を促す政策が存在しない場合は、政策策定支援を行う（上記 2－ 2－ 6（4）など）。

また必要に応じて、農村零細企業や貧困者に対する積極的差別是正措置（af firmative action）

をとるよう促すのも制度面での支援にあたる（関連事例：表 2－2 ⑤など）。

4 － 2 その他のプログラム

貧困者の市場への参加を達成するためのフィリエールの機能強化以外のプログラム事例として

は、前述の図 4－1 において「ビジネス環境整備」や「インフラ物流整備」などを示したが、フ

ィリエールのニーズを適宜くみ取っていく必要がある。例えば、ビジネス環境整備などの支援は、

特定のフィリエールに対するものと、同じ課題を共有する複数のフィリエールを対象としたもの
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に区分することができる。両者ともに従来型の支援形態の 1つであるが、やはりフィリエール分

析を踏まえる必要があるだろう。図 4－2 中の横棒部分は、複数のフィリエールにまたがる支援

の例を示したものである。例えば、第 3章の 3－ 3－ 2（2）2）で示したセネガルの野菜・果物

フィリエールに属する零細・小企業の現状や課題は、穀物や乳製品フィリエールに属する諸企業

のものと類似しており、現実にも Info Conseilがフィリエール分析を踏まえながら各種 BDSを提

供している。また、セーフティーネットの構築 113 も、必要に応じフィリエール支援の中に内包

していく必要があるだろう。

次に、特定のフィリエールで成果を挙げた支援を他フィリエールに適用していくことも考えら

れる。例えば、情報システム整備については、野菜・果物フィリエールで功を奏している携帯電

話サービス（Manobi）の他地域、他フィリエールへの適用拡大が検討されている。これらの支

援は、図 2－5 の外円に相当するものであり、かかるプログラムと総合的に実施することで、よ

り貧困者に益する市場の構築に貢献することが可能となるだろう。

図 4－2　複数のフィリエールにまたがる支援

出所：筆者作成。
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4 － 3 実施にあたっての留意点

同プログラムの実施にあたっては、まずは対象とするフィリエールを特定する必要があるが、

潜在性を有するフィリエールは既に SCAの中でも特定されており、USAIDをはじめとする他ド

ナーも調査分析を実施しているので、これらの調査をベースに選定することが可能である114。セ

ネガルの場合、世銀、USAIDは PRSPや SCA上の最優先課題とされている輸出志向のフィリエ

ールを支援しているが、国内市場を対象としたフィリエール振興も、食糧保障や企業振興といっ

た観点から重要である。今後日本の支援を検討する際には、国内や西アフリカ地域市場を対象と

し、より貧困削減へのインパクトが大きいフィリエールを優先するのも考え方の 1つであろ

113 例えば、農業天候保険や貯蓄・信用システムの強化にあたっては、フィリエールごとの特質を踏まえる必要があるだ
ろう。

114 場合によっては、予備調査を実施する必要があろう。
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う115。特に米フィリエールに関しては、「稲作再編計画調査」で、日本は既に調査実績があるため、

まずは、米フィリエールを対象として同プログラムを実施し、フィリエールの機能強化プログラ

ムのモデル作りをすることも可能であろう。

また、第 3章の繰り返しとなるが、フィリエール強化には、投資環境整備、インフラ整備など

のビジネス環境整備と、メソ・ミクロレベルなど多様なレベルでの取組みが必要とされる。特に

農産物のフィリエール支援では、農業や民間セクター開発まで幅広い分野を見る必要がある。こ

れらを有機的に結びつけるためには、現実には相当な調整作業が必要とされるが、かかる動向を

よく踏まえ、同分野で支援を行う他ドナーとも積極的に協調しながら支援を行う必要性があるだ

ろう。更には、被援助国の文化や社会的事情に精通しているローカルコンサルタントの活用も望

ましい。

加えて、フィリエール支援には、特に民間セクターに属する幅広いアクター（零細レベルの

GIE、職業間組織から中小企業まで）との協働が不可欠であり、かかるアクターとの協働や連携

が可能となるような ODAの仕組みを検討していく必要もある116。とはいえ、これらのアクター

は依然として脆弱な部分も多いため、これまでかかるアクターを支援してきた NGOや支援機関

とも連携することが重要であろう117。

民間セクター開発にかかる政府、民間、ドナーなど各アクターの役割については、理論上は明

確となっていても実際の線引きが難しい面が多く、また各国の状況に合わせた柔軟な対応が必要

となるため、ここで画一的な案を提言することは控えるが118、第 3章の事例研究をもとに提案で

きる、セネガルの農産物フィリエールを対象とした協働のあり方として、次のような例が考えら

れる。例えば、農産物のフィリエール支援にあたる専門家119 を農業省内に配属する場合、主たる

活動を省内のみとするのではなく、企業や職業間組織など、民間のアクターの状況やニーズの把

握までを ToR（Terms of Reference）に含む。フィリエールの動向を把握している首都レベルの

流通業者などとのコミュニケーションを密にしておくことで、農村部における潜在的な投資案件

などの話が持ち上がった時に、かかる民間投資を促す支援を併せて検討することも可能になるだ

115 輸出志向フィリエールについては、仏語圏アフリカ諸国の輸出先は欧州市場が中心であることから、かかる市場の動
向や衛生・検疫基準などに精通していない限り、慎重に検討する必要があるだろう。ただし、欧州以外の市場において、
当該市場における需要が見込め、その動向や情報を有し（例えばアジア諸国）、加えてある程度の輸出インフラが既に
整備されている場合は、支援対象としての検討の余地はあるだろう。

116 アフリカにおける民間セクター開発については、これまで日本の ODA実績が少ない分野であったことから、まず 
はアフリカおよび対象国固有の特質について把握し、その上で対象国での協力のあり方を検討することが望ましいだ
ろう。

117 例えば、農産物フィリエールに属する零細・小企業については Info Conseilに相当の蓄積がある他、セネガルをベー
スにアフリカ諸国で活動する Enda（NGO）は、草の根支援からアドボカシーまで幅広い展開を行っている。また、
関連するプロジェクトに従事した経験のあるローカルコンサルタントを専門家のパートナーとして活用することも有
用であろう。

118 M4Pやフィリエール強化にかかる民間セクター側の活動については、 Prahalad（2004）の事例研究 8（ITC e-chopal
インド）、また、民間とドナーとの協働のあり方については、事例研究 4（Hindustan Lever Ltd.：HLL、インド）も興
味深い。事例研究 4は、世銀、USAID、ユニセフ、「水と衛生のプログラム」などが推進する PPPであり、セネガル
やペルーなどが対象であったが、インド（ケララ州）やガーナ政府もこの構想に興味を示したことで、インド最大の
石けん・洗剤メーカーである HLL社が参加した経緯がある。

119 あるいは関連分野での経験を有するシニア海外ボランティアや、フィリエール強化に経験を有する第三国専門家の派
遣も有用ではないかと考える。
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ろう。また、例えばフィリエール協議の結果、フェアトレードという可能性が出てきた時にも、

関係する国際 NGOあるいは外国資本である企業の Corporate Social Responsibility（社会的責任：

CSR）担当へと話をつなぎ、側面支援を行うことも考えられるだろう。

いずれにしても、民間セクターとの協働に際しては柔軟かつ迅速な決定とディスバースが必要

であり、新 JICAとして対応策を検討していくことが望まれる。

最後に、ここでの「フィリエールの機能強化プログラム」は新規案件作成に際する枠組みを提

示したが、既に実施中の案件に関しても、可能な限りフィリエール全体を見る視点を反映させて

いくことが望ましい。また、農村開発と民間セクター開発分野の両分野にまたがる支援であるた

め、我が国の援助実施体制においても両分野のさらなる連携が必要であろう。
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あとがき

本調査研究は、近年高い経済成長率を維持してきたサブサハラ・アフリカ諸国の中でも、日本

国内で情報整備が十分ではない仏語圏アフリカ諸国における Pro-poor Growthの動向を整理する

ことを目的としました。その中でも特に、従来は切り分けて考えられることの多かった農村開発

分野での支援と民間セクター開発支援のリンケージがどのようになっているのだろうか、という

筆者の疑問を出発点として、調査を進めました。このようなテーマで調査研究を実施する機会を

与えて下さった JICAとその関係者の方々に厚く御礼申し上げます。

本調査研究で採用したM4Pアプローチや仏語圏アフリカ諸国におけるフィリエールアプロー

チは国際機関や主要二国間ドナー、被援助国政府が積極的に採用しているアプローチであるにも

かかわらず、日本語での関連文献が皆無に等しく、英語や仏語の文献のみに頼りながらの調査研

究となりました。それらをどのように取捨選択し、解釈していくか、試行錯誤しながら本稿の執

筆にあたりましたが、日本語での文献が少ないことは、これらのアプローチの日本での認知度が

低いことを反映しているように思われます。本調査研究を通じてこれらのアプローチの導入部分

の提示を試みてみましたが、非常に包括的な内容であるために、様々な分野の研究者・実務者に

よる議論を踏まえた変遷途上のアプローチでもあります。我々の力不足ゆえ、具体的な実施のあ

り方については仏語圏アフリカ諸国の開発に従事されている研究者・実務者の方々からの更なる

フィードバックが必要ですが、いずれにしても、本調査研究をたたき台の 1つとして、仏語圏ア

フリカ諸国における農村開発・経済開発支援のあり方について日本国内でも議論が深まっていく

ことを期待しています。特に、本年秋に予定されている新 JICAの誕生により、無償・技術協力・

有償という多様なツールの管理が一元化されることで、サブサハラ・アフリカ諸国においてもよ

り包括的な支援が可能になると思われますが、その際に我が国の援助の新たなアプローチとして

活用していけるのではないかとの期待も込めています。

本調査研究は多くの方々のご指導とご協力によって遂行することができました。まず、龍谷大

学の大林稔教授および OECD開発センターの深作喜一郎参事官からは、アフリカ経済および民

間セクター開発のあり方について、原有礼 JICA専門家からはセネガルにおける民間セクターを

取り巻く環境について、執筆中に貴重なコメントを頂きました。また、JICAセネガル事務所の

林恵美子職員をはじめとする関係者の方々からは、現地調査のアレンジをはじめ、現地調査・テ

レビ会議を通じ、調査の方向性から第一稿まで、現地の状況を踏まえたきめ細かい御助言を頂き

ました。そして、貴重な時間を割いて本稿の第一稿にお目汚し頂き、的確なコメントを下さいま

した筑波大学教授の橘田正造氏、ジュネーブ国際関係・国際開発問題高等研究大学院（Institut 

Universitaire des Hautes Etudes Internationales）国際経済学専攻博士課程在籍中の伊藤匡氏、

JICA産業開発部、アフリカ部、上田隆文 JICA国際協力専門員、そして本調査研究の担当である

開発研究所準備室の武徹チーム長、堀本隆保職員および（財）日本国際協力センター横山麻衣研

究員にこの場を借りて謝意を表します。

最後に、本件調査研究実施にあたっては、調査の枠組みを上江洲、長谷川で設定し、吉田が現

地調査を実施しました。報告書の執筆は、上江洲が第 1章、第 3章を、長谷川が第 2章および別
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添資料 1「民間セクター開発支援のアプローチ」の草稿を担当し、第 4章の結論は上江洲、長谷

川で担当しましたが、いずれの章も上江洲、長谷川の双方の考えを反映させたものであり、本稿

の内容に関する一切の責任は筆者自らが負うものであります。

2008 年 5 月吉日

上江洲　佐代子

長谷川　安代

吉田（仲川）美樹
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別添資料 1：民間セクター開発支援のアプローチ

1－ 1 民間セクター開発支援の潮流

貧困削減のための経済成長の重要性が再認識される昨今、経済成長を支える民間セクターの 

役割が重視され、各国の PRSPをはじめとする開発戦略においても民間セクター開発の重要性が

謳われている。かかる状況下、援助機関においても、民間セクター開発に向けての取組み、ある

いは経済成長・貧困削減プロセスにおける民間セクターの役割を重視する援助指針が積極的に 

策定されるようになってきた。本稿では援助という枠組みにおける民間セクターの定義・役割を

再確認し、同分野における援助の変遷および民間セクター開発を可能とするファクターにつき 

考察する。

1 － 1－ 1 援助における民間セクターの定義

「民間セクター」はしばしば商業や製造業にかかるビジネスのみを指す用語として理解されが

ちであるが、DACは民間セクターを次のように定義している；

─私有で、市場と競争によって生産が促され、民のイニシアティブやリスク負担によっ

て動く経済活動の基礎となる組織体─120

市場経済では、利益や収入を得るために経済活動を行うことは、同時にリスクを負担すること

にもなるが、このような経済活動を行っているのは、冒頭にあるビジネスのみではない。個人や

家庭も労働力や農地の供給、生産活動を通じて、市場経済に参加している。故に、DACが定義

する民間セクターは、貧困層か富裕層か、個人かビジネスか、小農か多国籍企業か、フォーマル

かインフォーマルかを問わず、利益や収入を得るためにリスクをとるすべてのアクターを指すこ

とになる。

では、何故援助において、民間セクター支援を重視する必要があるのだろうか。経済成長のプ

ロセスにおいて民間セクターの発展が重要なファクターとなることは既に述べた通りで、経済成

長促進のために民間セクターへの支援を強化することは一義的な理由であるが、加えて、援助の

受益者となるべき、貧困者の多くが民間セクターに属していることも理由として挙げられる。つ

まり、民間セクターに焦点を置いた支援は、援助の最終受益者であるべき貧困者に焦点を置く援

助にもなり得る。

本稿では、ビジネスのみを指す民間セクターを「狭義の民間セクター」、貧困層も含む経済活

動のすべてのアクターを指す民間セクターを「広義の民間セクター」とし、次項では広義の民間

セクター支援への変遷につき、言及する。

120 原文は次の通り。“a basic organizing principle of economic activity where private ownership is an important factor, where 
markets and competition drive production and where private initiative and risk taking set activities in motion” OECD
（1995）p. 7.
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1 － 1－ 2 民間セクター開発分野における援助の変遷

1980 年代中頃以降、経済開発の議論が市場経済へと移行するにつれ、援助の世界においても

民間セクター開発に目が向けられるようになってきた。この時期の民間セクター開発支援の手法

としては、民間企業への直接支援、援助国側の企業と被援助国側の企業の合弁事業やその外の形

でのリンケージの促進などが主流であった。しかし、これらの手法は「勝者を選ぶ」手法であり、

市場を歪ませる、あるいは市場が機能しない結果に関与したもので、その原因に関与したアプロ

ーチではないなどの問題点が指摘されるようになってきた。このような状況下、1990 年代以降、

民間セクター開発支援のアプローチは、直接支援型から民間セクターが発展できる環境を整備す

る支援へとその主流が移行していった121。

民間セクターが発展できる環境の整備支援は、投資環境整備に代表される。投資環境は①金融・

財政・貿易政策、②ガバナンスと制度、③インフラの 3要素から構成されるが、これらのビジ

ネス環境を整備することは投資や経済活動の促進を導き、如いては経済成長や貧困削減につなが

るダイナミックな民間セクターの発展をもたらす。

民間セクターの発展を可能とする環境の整備は、現在でも多くのドナーが用いている民間セク

ター開発支援のアプローチであるが、それに加えて、開発経済界における流れとともに、いくつ

かの新しいアプローチも生まれてきている。「援助の潮流がわかる本」では、1990 年代の開発経

済の特徴として、①貧困削減の主流化、②開発課題の多様化、包括化および開発アクターの多

様化、③グローバリゼーションの進展の 3つを指摘しているが、以下では、これらの開発経済

界での特徴と民間セクター開発支援との関連を整理する。

（1） 貧困削減の主流化と「民間セクター開発」

貧困削減に資する成長戦略（Pro-poor Growth）における民間セクター開発では、貧困者が労

働者や農家、起業家として、直接的に経済成長がもたらす便益を享受できるかどうかのみならず、

消費者として、あるいは税金による社会サービスの受益者として、間接的に便益を得ることがで

きるかどうかも考慮される。BDSへの支援を例に挙げると、従来はしばしば貧困者の多くが属

する小規模な企業に対し、サービスが提供されてきたが、Pro-poor Growthのコンテクストでは、

より規模の大きい企業も支援の対象となる。なぜなら、より規模の大きい企業の発展は雇用の創

出や、貧しい企業家が提供するモノやサービスへの需要の拡大を通じて、貧困層に利益をもたら

すからである。つまり、Pro-poorであるべきものは直接的対象ではなく、そのアウトカムである。

（2） 開発課題の多様化、包括化および開発アクターの多様化と「民間セクター開発」

開発課題が多様化するにつれ、包括的なアプローチの必要性が議論されるようになってきた。

民間セクター開発支援においては、民間セクター開発分野のみに特化するのではなく、農業をは

じめとする他分野との連携、あるいは他分野の開発戦略の中に民間セクター開発のコンポーネン

121 OECD（1995）pp. 5 – 10、OECD（2004）pp. 58 – 59 など。
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トを取り入れる形でのアプローチが提案されている。また、開発に関わるアクターが多様化する

流れの中では、民間セクターの果たすべき役割への期待が益々高まってきている。

（3） グローバリゼーションの進展と「民間セクター開発」

グローバル化が進む中、貧困者を市場経済のチェーンにつなぐことを支援する民間セクター開

発の新しいアプローチが支持されている。M4Pはその代表的なアプローチであるが、M4Pでは、

市場は貧困削減の強力なツールであるというフレームワークの下、市場経済のアクターであるに

もかかわらず、グローバリゼーションの利益を享受していない貧困者をいかにして市場に統合す

るかに取り組んでいる。

1 － 1－ 3 民間セクター開発を可能とするファクター

前述の通り、民間セクターの発展を可能とする「環境」の整備支援が 1990 年代以降続けられ

ているが、「環境」には複数の要素が含まれる。民間セクター開発支援におけるこれまでの経験

や教訓、更には昨今の経済開発にかかる議論の中で、民間セクター開発を促進するファクターが

特定されてきている。

UNIDOは民間セクターの発展を可能とする「環境」を構成する要素として①政治・社会的安

定、②物理的インフラ、③マクロ経済の安定、④ 金融制度、⑤ 競争市場、⑥ 規則・法規、 

⑦法のフレームワーク、⑧資源や支援サービスへのアクセスの 8要素を提示している122。

また、OECDは民間セクター開発を可能とする環境に貢献する要因として①起業および投資

へのインセンティブの提供、②生産性の向上：競争力と革新、③国際経済とのリンケージの活用、

④市場へのアクセスと市場機能の改善、および⑤リスクと脆弱性の軽減の 5つのファクターを

挙げている123。

図別添資料 1－1 は、民間セクターの成長を可能とするファクターを図解したものであるが、

それぞれのファクターの位置づけが明確に示されている。

ここで言うファクターは援助を実施する際の対象分野として捉え直すことも可能で、これらの

ファクターのうち、どのファクターを支援するかにより、異なる取組みが実施されることになる。

また、これらのファクターは被援助国において、民間セクターの発展を阻害する要因を特定し、

優先順位やニーズを決定するためのツールにもなる。

122 UNIDO（2006）pp. 1 – 2.
123 OECD（2004）p. 6.
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1 － 2 民間セクター開発にかかる支援状況

経済開発・貧困削減プロセスにおける民間セクターの役割がより重視される中、それらは被援

助国の開発戦略に反映されるのみならず、援助国側の援助指針にも変化をもたらしてきた。本項

では、それぞれのドナーが民間セクター開発にかかるどの分野でどのような手法で支援を実施し

ているかを整理する。

1 － 2－ 1 ドナーによる支援状況

（1） 二国間ドナー

1） アメリカ（USAID）

民間セクター開発にかかる支援として、USAIDは農業分野で「農業市場と貿易」を、経済

成長と貿易分野で「企業開発」、「零細企業開発」、「貿易と投資」などを支援しているが、民間

セクター開発という分野を別途に設けてはいない。

「農業市場と貿易」支援においては、貧困者の多くが従事している農業分野での競争力を高

めることで、経済のグローバル化が貧困者にとって新しいチャンスとなることを目指し、製品

の標準化と品質管理、インフラ開発、市場情報へのアクセスなどを支援している。

「企業開発」支援では、特定の産業クラスターに属する企業のグローバル市場における競争

力を高めるためのイニシアティブを 23 ヵ国に対し策定している。競争力の強化は、ビジネス

環境の強化、製品の質の向上、売り手と買い手のリンケージの形成、生産投資にかかる阻害要

因を取り除くことによって達成される。

図別添資料 1－1　民間セクターの土台と起業の柱

出所：Commision on the Private Sector&Development（2004）p. 15.

民間セクターの成長

起業の柱

民間セクターの土台

法の支配

物理的・社会的インフラ

国内のマクロビジネス環境

グローバルなマクロビジネス環境

金融への
アクセス

同等の
条件

技術や
知識への
アクセス
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「零細企業開発」支援は、USAIDが過去 30 年にわたって支援してきた分野であり、USAID

の海外支援の目的である貧困削減を伴う経済成長を達成するにあたり、重要な分野である。

USAIDの零細企業開発戦略は、①金融サービスへのアクセス、②企業開発（低所得者を成長

機会につなぐ）、③政策・法整備（労働を報酬に結びつける環境）の 3つのコンポーネントか

らなり、それぞれのコンポーネントは相互に関連し合う。それぞれのコンポーネントの具体的

活動例は表別添資料 1－1 の通りである。

表別添資料 1－1　「零細企業開発」支援にかかる USAIDの援助指針

コンポーネント 具体的活動（例）

1 金融サービスへの
アクセス

・ マイクロファイナンス機構やその他の低所得家庭やスモールビジネスへの金融サービスの構築
・ 需要主導のサービスを強化する市場リサーチや新製品の開発
・ マイクロファイナンス機構の資金獲得のための支援
・ マイクロファイナンスサービスの多様化、機能の強化、資本へのアクセスの簡便化のための新し
い手段の開発

2 企業開発（低所得
者を成長機会につ
なぐ）

・ 小規模な起業家にとって重要なセクターにおけるVC開発、新しい市場（輸出を含む）の開拓
・ 生産の拡大やより高い品質基準を満たすよう零細企業の能力の格上げ（新しい技術、品質管理）
・ 規模の小さい企業に効率的なサービスや支援を提供する一段階規模の大きい企業におけるwin-

winモデルのテストおよび実施
・ 市場での取引力を強化し、規模を拡大するための零細企業のグループ化（協同組合、クラスター
を含む）

・ 政策決定者や地方自治体の有力者、政府機関、商工会議所などに関心事項を主張する小・零
細企業の能力の強化

3 政策・法整備（労
働を報酬に結びつ
ける環境）

・ 起業を容易にする、あるいは貧困者の金融やその他サービスへのアクセスを拡大する法や制度
の改正

・ ビジネスの登録手続きの改正
・ 零細起業家の政策改革への政策提言能力の強化
・ 汚職防止の推進
・ 税改正
・ 零細企業や貧困家庭にとって特に重要とされるセクターの政策および制度の向上

出所：USAID（2006d）をもとに筆者作成。

更に、「貿易と投資」支援では、貿易交渉への参加、貿易協定の実行、貿易機会の活用の 

3 分野に焦点を置いて、被援助国の貿易と投資の拡大支援を行っている。

経済成長と貿易分野は USAIDの支援分野の 1つであるが、同分野の支援方針の中で、農業

分野を含む他分野での支援との連携が重要であることも明記されている。

2） イギリス（DFID）

DFIDの民間セクター開発プログラムはビジネス・投資環境の改善とビジネスキャパシティ

の強化を目的としており、ビジネス・投資環境および民間セクターへのサービスの改善、民間

セクターの能力の強化、および貧困者への投資インパクトの改善の 3つのフレームワークから

なる。それぞれの目標を達成するための具体的アプローチと成果は表別添資料 1－2 の通りで

ある。
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表別添資料 1－2　DFIDの援助指針

目　　的 アプローチ 成　　果

民間ビジネスのための
より良い環境

・ 官民での生産的な対話の推進
・ 制度改革支援
・ 商業上の司法整備支援
・ 競争政策改革支援
・ インフラ整備
・ 公正な貿易支援
・ 土地改革支援
・ 公的企業改革支援

・ ビジネス団体の増加
・ 投資リスクの軽減
・ 投資コストの削減
・ 労働者の技術の改善
・ ビジネスコストの削減
・ 市場へのアクセスの改善
・ 価値の高い市場へのアクセスの増加
・ 投資への安全性の強化
・ より同等の条件

ビジネスキャパシティ
の強化（民間企業の競
争力強化および発展）

・ 民間セクターのファイナンスへの
アクセスの増進

・ 情報や技術を含む質の高いサービ
スへのビジネスアクセスの改善

・ 新しい製品やサービス、質の改善
・ 金融製品やサービスへのアクセスの改善
・ ビジネス上の失敗の削減
・ オペレーションの改善およびオペレーションコスト
の軽減

・ 市場に関する知識の強化
・ SC、市場、VCリンケージの改善
・ アカウンタビリティと透明性の向上
・ 投資の増加

貧困者への投資インパ
クトの改善（雇用の創
出、安定した雇用、製
品の改善）

・ 倫理、ガバナンス、透明性の改善
・ 民間セクターの社会的イニシアテ
ィブ支援

・ 民間セクターによる社会的サービ
スの供給の推進

・ 透明で倫理的なビジネス行動
・ 社会的責任のイニシアティブと解決
・ 質の良い製品、貧困者へのサービス
・ 製品や貧困者へのサービスコストの軽減
・ 製品やサービスの貧困者による入手可能性の拡大

出所：DFID（2005b）をもとに筆者作成。

民間ビジネスの発展のために公共資金を費やすことは、将来性のあるビジネスを締め出す、

あるいは市場を歪めるなどの問題も指摘されているが、DFIDは次の 7つの原則に基づいて、

民間セクター開発支援プログラムの策定および実施を行うことで、これらの問題に取り組んで

いる124。

① 市場に直接的に介入するのではなく、カタリストあるいはファシリテーターとしての

役割を果たす。

② パートナーシップが最善のアプローチであると認識する。

③ プログラムの策定および実施に際して、民間セクターの代表と協力する。

④ ビジネス環境の強化はすべてのビジネスにプラスのインパクトを与えることを認識す

る。

⑤ 対象とする国の特徴を理解する。

⑥ 貧困者の基礎的サービスへのアクセスを改善するより有効な道筋を割り出す。

⑦ 市場は貧困者のために機能しなければならない（M4P）という原則を基礎的原則とし

て維持する。

124 DFID（2005b）pp. 10 – 13.
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DFIDは、上記支援プログラムに加え、財政支援もまた民間セクター開発支援の重要なツー

ルであるとし、16 ヵ国を対象に貧困削減財政支援（Poverty Reduction Budget Support：

PRBS）を行っている。

3）フランス

AFDグループは 1990 年代初頭から民間セクターへの支援を重視してきており、成長と雇用

の創出を目的に、クレジットやサービス、国際市場へのアクセスを高めることで民間セクター

の競争力の強化に努めている。フランスによる民間セクター支援は、ODA供与機関である

AFDと、AFDが約 67％を出資する子会社で、ODA以外の政府資金（Other Official Flows：

OOF）を供与する経済協力振興投資公社（Promotion et Participation pour la Coopération 

économique：PROPARCO）が主な実施主体となっている。PROPARCOは民間セクターへの資

本投資、ローン、担保を担当し、開発途上国や新興国の企業や投資を望んでいる人に対し、長

期の融資の提供やリスクの保障、軽減などを行っている。PROPARCOの主要な活動分野は 

①住民にとって有効なインフラの整備、②金融システムの近代化と保障、③地元の能力を活

用する近代的な企業への融資、④持続的な開発に直接的につながる生産セクターへの支援（特

に保健や教育分野の企業）の 4つである。また、民間セクターを対象とする PROPARCOの活

動を補完する形で、AFDは官民パートナーシップの構築、開発途上国の貿易能力の強化など

を支援している。その他、AFDはマイクロファイナンス支援において多くの実績を有してお 

り、同分野での支援を通じて、貧困者の生計向上活動、如いては貧困削減に寄与している125。

4）カナダ（CIDA）

CIDAの開発プログラムは成果主義をとっており、民間セクター開発プログラムにおいては、

表別添資料 1－3 に示す 5つの成果のうち 1つ以上に貢献するプログラムでなければならない。

これらの成果は民間セクター開発におけるこれまでの CIDAの経験やパートナーとの議論、他

ドナーの経験を分析・評価した上で特定されている。

それぞれのイニシアティブの実施や成果への貢献を説明するには分析や評価が必要だが、

CIDAは、成長が貧困層を取り込んでいるかを見る「Pro-poorレンズ」、対象となる地域、国、

セクターにおいて生産性、競争力、ビジネスの拡大、投資の妨げとなっている要因を見る「ビ

ジネスレンズ」、成長に影響を与える制度、構造、システム上の阻害要因を見る「ガバナンス

レンズ」の 3つの視点を取り入れて分析を行っている126。またプログラムは、被援助国側の民

間セクター開発にかかるニーズや優先順位を最優先に実施される。

125 AFDホームページ（http://www.afd.fr）（2008 年 1 月アクセス）
126 CIDA（2003）pp. 12 – 13.
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表別添資料 1－3　CIDAの援助指針

成　　果 具体的イニシアティブ（例）

1 収入向上、生産能力の
改善

・ クレジットやマイクロファイナンスへのアクセスの向上
・ 零細企業支援および特に女性への付随するサービスの提供
 （識字、計算、基礎的ビジネストレーニングなど）
・ 小規模な土地保有者や農民（特に女性）の生産性の強化
・ 農業を基盤とする加工業や起業支援
・ インフォーマルな企業家や企業のフォーマル化支援

2 持続的な企業の発展お
よび雇用の創出

・ 中小企業のクレジットへのアクセスの簡便化
・ 中小企業への BDS、およびビジネスの発展を阻害する要因の解決（特に女性企業家が
直面する障壁）

・ 市場とコミュニケーションリンケージ、配給システム、SCの改善
・ 環境に配慮した技術の導入および知識の提供、近代的な運営技術、コーポレートガバ
ナンスの実施

3 地方・国内市場の競争
と健全な機能を支える
堅実で説明可能な民間
および公的制度

・ ビジネスやセクター別協同組合や労働組合、起業家連合などのキャパシティビルディング
・ 地域間やアクター間でのネットワークの構築
・ 農村部市場の開発および農業主要産品にかかる市場制度
・ 零細企業、中小企業、大企業間での SCリンケージの推進
・ 貿易にかかる制度の構築、および質の改善、品質管理、環境への配慮、認可制などに
よるセクターごとの競争力強化

・ 企業の社会的責任に関する改革およびリーダーシップ支援

4 貯蓄や投資を支えるビ
ジネス環境、および社
会・環境に配慮した企
業の発展

・ 民間セクターの活動を管理する透明で有効な法的制度の開発支援
・ インフォーマルセクターの労働者にも寄与するような商法や労働法の強化
・ 汚職防止支援
・ 国レベルあるいはサブレベルでの民間セクターの調達にかかる透明性や有効性の強化
・ 土地へのアクセス、管理・経営制度の改正（特に土地へのアクセスや所有に関するジ
ェンダーに基づく区別）

・ Pro-poor Growth政策を策定する上での政府や機関の能力の強化（インフォーマル経
済にかかる分析や政策策定を含む）

5 開発途上国や移行国の
地域・国際市場、およ
び国際制度への参加の
拡大

・ 開発途上国や移行国の貿易政策の分析、策定、交渉、実施にかかるキャパシティビルディ
ング

・ 開発途上国や移行国の地域貿易協定やWTOへの参加支援
・ より安全な貿易、SCの強化、地域貿易ネットワーク開発にかかる技術支援の提供
・ 貿易の簡便化イニシアティブ（通関業務に関する技術支援、潜在的な輸出者に対する
農薬や消費者の嗜好、品質管理に関する研修の実施など）

出所：CIDA（2003）をもとに筆者作成。

5）ドイツ（GTZ）

ドイツは経済開発および雇用分野の中で民間セクターの推進を、農村開発分野の中で農村経

済開発を支援している。前者で言う民間セクターは、中小企業から多国籍企業まで、ミクロ、

メソ、マクロレベルのすべての企業をカバーしており、これらの企業の国内、地域、あるいは

国際市場における競争力の強化に焦点を置いた支援を行っている。後者の農村経済開発支援は、

農村地域の潜在力、資源を活かした経済活動を促進し、そこに生まれる小規模な経済循環を国

内、国際市場へとつなぐことを目指している。GTZはこれまでの同分野での支援経験から農村

経済・企業開発（Rural Economic and Enterprise Development：REED）アプローチを開発して
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いる。REEDアプローチでは、持続的な農村経済・企業開発を推進する基礎として次の 10 項

目を挙げている127。

①　投資を呼び込む、あるいはダイナミックな起業を助長する環境

②　地域のニーズを扱う十分な機能と組織

③　活動的な民間セクター組織とリンケージ

④　機能的で有効なインフラ（ハード、ソフト）

⑤　統合しており、また開けた市場へのアクセス

⑥　有効、かつ有能な支援サービスおよび資源へのアクセス

⑦　ビジネスや企業に適応するマネージメント能力と起業能力

⑧　基礎となる（貧困者を代表する）地域組織やグループ、組合

⑨　関係者の開発プロセスへの積極的な参加とオーナーシップ

⑩　成功や失敗を通しての関係者による継続的な学習

上記項目は農村経済開発における阻害要因の特定や、援助実施に際する優先順位の決定など

において有益である。具体的には、農村地域の経済的潜在性の割り出し、民営化・財産権など

の法整備、国・市民社会・民間セクターの役割の明確化とパートナーシップの構築、農村部の

産品の競争力の強化と市場の開発、農村コミュニティーの組織化能力の推進、研修を通じた農

村地域におけるビジネススキルの育成などを支援している。

（2） 多国間ドナー

1） 世銀

民間セクター開発の根本的なねらいは市場の利益を貧困者にもたらすことで、そのためには

包括的なアプローチが必要である。世銀の民間セクター開発戦略では、市場の適用範囲の拡大

と基礎的サービスへのアクセス改善を指針に貧困削減を目指している。表別添資料 1－4 は、

世銀による具体的取組みを示しているが、中でも投資環境の強化を最優先課題としている。

また、世銀の民間セクター開発戦略では、民間セクター開発をゴールとしてではなく、手法

として捉えている。つまり、民間セクター開発を 1セクターとして開発戦略を策定するのでは

なく、エネルギーや農業、農村開発、社会開発など他分野と関連する分野横断的事項として検

討している。

127 Davis（2004）p. 7. “Using the Rural Economic and Enterprise Development（REED）framework for analysis and joint 
action: implications for spatial development,” Natural Resource Institute.
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表別添資料 1－4　世銀の援助指針

指　　針 手　　法 アクション（例）

市場の適用範囲の拡大 健全な投資環境の促進 ・ 企業統治評価
・ 民営化
・ 中小企業マッピング
・ 法、司法制度評価、改正
・ 民間セクターへのコンサルティング
・ ビジネス手続きの簡素化
・ 金融セクター開発
・ 投資促進機構の発展
・ 投資環境調査

企業への直接支援 ・ IBRD／ IDAによる融資
・ IFCによる投資
・ マイクロファイナンス
・ ビジネス関連のアドバイス
・ マイクロファイナンス機関のキャパシティビルディング

基礎的サービスへのア
クセスの向上

インフラ部門への民間参加 ・ インフラにかかる制度の開発
・ インフラにかかる民間企業への投資
・ 改革を推進する政策への融資
・ キャパシティビルディング

民間による社会サービスの
提供

・ 保健・教育セクターにかかる市場調査
・ 改革を推進する政策への融資
・ 民間の保健・教育機関への投資
・ キャパシティビルディング

アウトプットに対する支援
（Out-put based aid）128

・ 基礎的公共サービス分野でのパイロットプロジェクトの実施

IBRD：国際復興開発銀行（International Bank for Reconstruction and Development）、IDA：国際開発協会（International 
Development Assosiation）、IFC国際金融公社（International Finance Corporation）

出所： World Bank（2002）をもとに筆者作成。

2）UNIDO

民間セクター開発は最終的にはそれぞれの企業の成功に責任の所存があるが、それぞれの企

業の競争力の強化に関しては、それを可能とするネットワークや組織、商工会議所、政策策定

にかかる関連省庁など複数のアクターがそれぞれ重要な役割を果たす。被援助国においてそれ

ぞれのアクターが各々異なる役割を果たしているのと同様、ドナー機関もそれぞれ異なる役割

を担っている。故に、UNIDOが民間セクター開発において重要とされるすべての分野を支援

している訳ではない。財政・金融政策、電話・電気・ガスなどの開発、金融セクター改革、法

整備などは民間セクター開発において重要な分野であるが、UNIDOはこれらの分野での支援

は行っていない。UNIDOは工業開発を担う国連機関として、中小企業の競争力の強化を妨げ

128 従来の支援アプローチでは、サービス提供者が消費するインプットに対して公的資金を投入していたが、「アウトプッ
トに対する支援（out-put based aid）」では、サービス提供者のアウトプット（＝サービスの提供）に対して公的資金
を投入する。
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る要因となっている次の分野に焦点を置いていて支援を実施している129。

① 前述した分野以外での民間企業のビジネス環境改善推進

② 民間セクターを規制、推進する民間および公共機関支援

③ 民間セクター企業の競争力を高めるに必要な資源へのアクセスの提供およびサービス

支援

また、UNIDOはアグリビジネスや貿易の簡素化など特定のセクターでのプログラムの中に民

間セクター開発を取り入れることで、総合的な手法で上記分野に取り組んでいる。

表別添資料 1－5 は UNIDOによる中小企業プログラムであるが、ターゲットグループに応じて

それぞれ開発目標を設定している。

表別添資料 1－5　UNIDOの援助指針

ターゲット
グループ 開発目標 主要課題 対象となる市場 UNIDOによる支援プログラム

中 「公正な」
グローバ
ル化

国内 VC、グローバ
ル VCへの競争力を
備えた参入

地域および
国際輸出市場

CSRとビジネスの推進
パートナーシップ
中小企業輸出コンソーシアム

中小企業の有
効なフレーム
ワーク、制度
的支援、イン
フォメーショ
ン・サービス

小 持続的な
地域開発

「Missing Middle」の
創設

国内市場および輸出
市場への第一段階

クラスターおよびネットワーク
の開発

零細 貧困削減 生存するためから成
長するためへの移行

地元市場 農村部や女性の起業および人間
の安全保障

出所：UNIDO（2006）p. 14.

3）UNDP

UNDPは貧困削減分野の中で、民間セクター開発に取り組んでいる。具体的活動としては、

民間セクターへの直接的な技術支援、金融へのアクセスの簡便化、政策、法律、行政手続など

民間セクターを取り巻く環境にかかる政府への技術支援などを行っている 130。その他、貧困削

減へのアプローチとして、貧困層を市場に取り込むことを重要視しており、民間セクターと開

発委員会 131 や「持続可能なビジネス育成」（Growing Sustainable Business：GSB）132、「包括的

な市場の育成」（Growing Inclusive Markets）133 などにおいてイニシアティブをとっている。

129 UNIDO（2006）pp. 6 – 7.
130 UNDPホームページ（http://www.undp.org）（2008 年 1 月アクセス）
131 同委員会による報告書 Unleashing Entrepreneurship：Making business Work for the Poorからは、本調査研究を進め
る上で多くのヒントを得た。貧困削減における民間セクターの役割、民間セクター開発を妨げる要因を論じ、民間セ
クター開発にかかる取組みを公共セクター、民間セクターそれぞれに分けて、整理している。

132 GSBの目的は、MDGsの達成に向けて、企業主導の貧困対策の促進を支援することにある。企業が開発途上国におい
て本来通り、利益追求型の事業活動を展開する中で、貧困者は必要な消費品やサービス、雇用機会・生計手段へのア
クセスを得ることができる。このようなモデルを確立するために、UNDPは中立的な立場から民間セクターによる投
資と地域の開発優先事項を結びつける役割を担っている。現在、エリクソンや、ユニリーバ、テトラパック、トター
ルなどが GSBプログラムに参加している。

133 「包括的な市場の育成イニシアティブ」では、貧困はニーズの不一致の結果生じるものであるとし、グローバリゼーシ
ョンの中で、貧困者の消費者、労働者、起業家、革新者としての潜在性をどのようにニーズと合致させていくかに取
り組んでいる。
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4）ILO

ILOは民間セクター開発という分野は設けていないが、雇用分野の中で雇用の創出を図る手

段として小企業開発支援（Small Enterprise Development：SEED）を実施している。SEEDの

主な活動分野は① BDS、②企業文化、③インフォーマル経済、④仕事の質、⑤ VC開発とク

ラスター改良、⑥小企業が発展できる環境、⑦組合の設立、⑧女性起業家の発展とジェンダ

ーの平等、⑨若者の起業の 9分野である。中でも、BDS支援を通じて開発された SIYB（Start 

and Improve Your Business）プログラムは国際的に認められたプログラムで、アジアやアフリ

カ、ラテンアメリカの 90 ヵ国以上で活用されている。同プログラムは潜在的な起業家あるい

は既に起業している人々に対して、BDS機関が効率的かつ自主的な研修を実施することがで

きるようになること、BDS機関を通じた潜在的な起業家の起業や既存の企業の収益の向上、雇

用の創出の実現を目的としている。また、ILOは SIYB以外にも生計向上活動の持続可能な零

細企業への転換を目指す研修プログラム（Level One）や既存のビジネスをより拡大していく

ためのプログラム（Expand Your Business：EYB）など複数のビジネス運営研修ツールを開発

している。Level Oneは非識字者も受講可能なプログラムに構成されている134。

5）EU

EUは経済発展や雇用創出における民間セクター、中でも中小企業の役割を重視し、経済支

援135 のサブセクターの 1つとして民間セクター開発分野を支援している。これまで、特に経

済改革支援や被援助国政府の中小企業に焦点を置いた民間セクター開発政策の策定支援に積極

的に取り組んできた。具体的にはビジネス環境整備や BDS支援、更には商工会議所や中小企

業連盟の支援などを実施している136。

6）AFDB

民間セクター開発は貧困削減と持続的な成長を目指す AFDBの活動における重点分野の 1つ

である。民間セクターの重要性は農業やインフラ、教育、保健など他分野においても再確認さ

れており、それぞれの分野に関連する政策の中でも持続的な経済成長と貧困削減のためには活

力のある民間セクターの発展が重要であると謳われている。民間セクター開発戦略の主要な目

的は、将来性のある民間セクターの出現を可能とする環境の整備を支援することにあるが、

AFDBは次のような方法で民間セクターの成長を促している。

① 被援助国との対話や政策に基づいた、民間セクター発展のための政策／法整備支援

② 民間企業の生産性や競争力向上のための物理的・財政的インフラの改善

③ 技術支援や技術移転を通じての人材強化支援

④ 直接投資や金融サービスの多様化による財政的リソースの流入の促進

これらは AFDBの対公共セクターおよび対民間セクター窓口の双方が取り組んでいる活動で

134 ILOホームページ（http://www.ilo.org）（2008 年 1 月アクセス）
135 経済支援は①マクロ経済支援、②財政、③貿易、④地域統合、⑤マイクロファイナンスの 5つのサブセクターからなる。
136 ECホームページ（http://ec.europa.eu）（2008 年 1 月アクセス）
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あるが、政府保証を必要としない対民間セクターへの直接貸付に関しては、民間セクター局

（Office of Private Sector Department：OPSD）がすべての責任を担っており、OPSDによる支

援に関しては ①ビジネス環境の改善への貢献、②ローカルな金融市場強化のための技術、財

政的支援、③民間インフラ発展のための技術、財政的支援、④中小企業を中心として民間企

業への技術、財政的支援の 4分野が優先分野となっている。中小企業を対象としたプログラム

では、女性起業家を対象とした支援や組織化、中小企業と地元の金融セクターをつなぐ取組み

などミクロな支援も含まれている137。

7）ADB

ADBは民間セクター投資の拡大を民間セクター開発支援の目標とし、被援助国のニーズや

状況に応じながら、①機能的な政策の策定と制度上の環境、②公共セクターのモノやサービ

スの効率化、③民間セクターへの直接投資の 3つの分野で支援を行っている。これら 3つの

分野での活動が、同時に進められることにより、民間セクター投資の拡大を最大限達成するこ

とができるため、ADBはこれら 3つの分野での活動を総合的に取り込むアプローチを取って

いる。ADBは民間セクター開発における戦略フレームワークを図別添資料 1－2 で示している。

図別添資料 1－2　ADBによる戦略アプローチ

出所：ADB（2006）p. 8.
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1 － 2－ 2 まとめ

前項で整理したドナーの指針から、民間セクター開発支援の実施に際して、次の点に留意する

必要があることが分かる。

・ Pro-poorな民間セクター開発は、貧困者を直接的に支援する取組みのみならず、市場経済

により得られる便益が結果として貧困者に行き届くものも含む。

・ 他ドナーやパートナーとの連携が重要である。

・ 民間セクター開発は目的ではなく、貧困削減を達成するための手段である。

137 ADBホームページ（http://www.afdb.org）（2008 年 1 月アクセス）
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・ 民間セクター開発の重要性は他分野での支援においても認識される必要がある（統合的ア

プローチ）。

1 － 3 民間セクター開発にかかる日本の取組み

前述してきた通り、経済開発における民間セクターの役割が重視される中、援助においても民

間セクター支援への取組みが強化されてきている。本節では、日本の取組みについて触れる。

ODA大綱では、民間セクター開発という言葉は用いられていないが、重点課題である「貧困

削減」138 や「持続的成長」139 に本稿で扱う広義の民間セクター開発が含まれると考えられ 

る。2005 年に発表された ODAに関する中期政策の中では、上記重点課題への具体的取組みが掲

げられているが、貧困削減のための支援としては、「生計能力の強化」140 や「雇用創出」141、「均衡

の取れた発展」142 などを、また、持続的成長のための支援としては、民間セクターの役割を重視

する考えの下143、「経済社会基盤の整備」、「政策・制度整備」、「人づくり支援」、「経済連携強化

のための支援」を具体的取組みとして挙げている。これらの記述から、本稿で言う広義の「民間

セクター開発」は日本の ODAの重点分野に含まれていると判断できる。また、2003 年に発表さ

れた ODA大綱の中では「民間セクター」という用語が一度も用いられていなかった144 にもかか

わらず、中期政策の中では民間セクターの役割が重視されていることから、2003 年以降、日本

の援助政策においても民間セクターの位置づけが変わってきていることが窺える。145

138 「貧困削減を達成するためには、開発途上国の経済が持続的に成長し、雇用が増加するとともに生活の質も改善される
ことが不可欠であり、そのための協力も重視する。」（ODA大綱 I.3.（1））

139 「開発途上国の貿易、投資および人の交流を活性化し、持続的成長を支援するため、経済活動上重要となる経済社会基
盤の整備とともに、政策立案、制度整備や人づくりの協力も重視する。（中略）我が国の ODAと貿易保険や輸出入金
融など ODA以外の資金の流れとの連携の強化にも努めるとともに、民間の活力や資金を十分活用しつつ、民間経済
協力の推進を図る。」（ODA大綱 I.3.（2））

140 「貧困層の貧困状態からの脱出を可能とするためには、貧困層の生計能力を強化し、自らの生産的活動を通じた収入確
保を図ることが重要である。貧困層が裨益するような農産物市場や漁港、農道、灌漑施設等の小規模インフラを整備し、
小規模金融（マイクロファイナンス）支援や貧困層を対象とした失業プログラムを実施する。」（「ODAに関する中期
政策」3.（1）（ロ）（b）（ii））

141 「就業を通じた所得の向上は、貧困層の生活水準を高めるための重要な手段である。このため、特に、労働集約的な中
小・零細企業育成を支援する。」（「ODAに関する中期政策」3.（1）（ロ）（c）（i））

142 「農村地域における農産物加工、市場流通や食品販売の振興等の農業以外の経済活動の育成を支援する。」（「ODAに関
する中期政策」3.（1）（ロ）（c）（ii））

143 ODAに関する中期政策 3.（2）参照。持続的成長の考え方として、「持続的な経済成長のためには、民間セクターの主
導的な役割が鍵となることから、ODAによって、貿易・投資を含む民間セクターの活動を促進することが重要である。」
と記されている。

144 「民間」という用語は 4回出てくるが、いずれも狭義の民間セクターを指している。
145 アフリカ地域の民間セクター開発支援としては、対アフリカ支援強化の一環として、2005 年 6 月に発表されたアフリ
カの民間セクター開発のためのイニシアティブ（Enhanced Private Sector Assistance for Africa：EPSA）の枠組みにお
ける支援がある。EPSAはアフリカの民間セクター開発を包括的に支援することを目的としており、主要分野は投資
環境整備、金融セクター強化、経済・社会インフラ整備、中小零細企業支援、貿易・直接投資の促進の 5分野で、日
本は ADBグループと JBICとの協調融資促進スキームなどを導入し、5年間で 10 億ドルを上限とした円借款を供与
することを表明している。
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別添資料 2：現地調査日程表

訪問日 訪問先 面談者

2007／10／1 JICAセネガル事務所 野田次長、林所員

農村開発農業省・農業局 Mr. Abba DIEME（種子部主任）

ADEPME Ms. Sylvie Atchadé TAGNON（プログラムオフィ
サー）

2007／10／2 WATH（USAIDプロジェクト） Ms. Christine NICOLINO（部長）

USAID Mr. Abdoulaye MBENGUE（投資・国際商業専門
家）他

2007／10／3 CIDA Mr. Daniel Gagnon（一等書記官）

ILO Mr. André BOGUI（企業開発と運営にかかる技術
専門家）他

UNIDO Mr. Mamadou Lamine BA（コンサルタント／産業
エコノミスト）

Maria Distribution（果物加工 GIE） Ms. Mariama Mbodj Diouf（代表）

2007／10／4 JICAセネガル事務所 林所員

PAOA（CIDAプロジェクト） Ms. NILANJAY

AFD Mr. Laurent BIDDISCOMBE

Sub-Saharan Sales（農産物輸出業者） Mr. Antonin NTAB 他

2007／10／5 農村開発農業省・園芸局 Mr. Ibrahima NDIAYE

INFO Conseil（ドナーらによるアグロインダスト
リー分野の零細企業向け情報提供プロジェクト）

Mr.Abdoulaye D TANDIA（プログラムオフィサー）、
Mr. Babacar TOURE（エコノミスト責任者）

CONGAD（セネガル NGO統括団体） Mr. Boubacar SECK（事務局長）他

2007／10／8 PROMER（IFADプロジェクト）事務局 Mr. Amat LY（カオラック、ファティック、タン
バクンダ地区責任者）、Mr. SOUMARE（広報担当）

Wassa Cajou（PROMERが支援した農産物加
工業者）

Mr. Wassa SENGHOR（代表）

FGAN（PROMERが支援した生産者連合団体） Mr. Ousmane NDIAYE（代表）他

2007／10／9 SAFNA 3（果物加工団体） Ms. Fatou BA（代表）

APROFES（女性アソシエーション） Ms. Fatou GUEY

Nexnaa Jus（果物加工団体） Ms. NDIAYE（代表）

カオラック農村開発地方局（Directions 
Régionales du Développement Rural：DRDR）

Mr. Mamadou DIALLO（局長）

2007／10／10 カオラック手工業会議所 Mr. Cheikh THIAM（技術サービス責任者／事務
局次長）

ASPRODEB 
（世銀プロジェクト PSAOP実施 NGO）

Mr. Malick NBAY

カオラック常設市場

2007／10／11 IFAD支援セネガル政府プロジェクト 
（Programme d’organisation et de gestion 
villageoises：POGV）

Mr. Ibrahima Dieng SARR（カオラック地方責任
者）他
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Caritas（NGO） Mr. Tocoma SY（事務局長）

パオスコト地域開発支援センター（CADL） Ms. BERTHE他

ダルールジェ村・パオコスト村（ビサップ生産
実施村）

2007／10／12 カオラック商工会議所 Mr. Cheikh THIAM（技術サービス責任者／事務
局次長）

プロハン週一市場

2007／10／15 ENDA graf（NGO）プロジェクト事務局 Mr. Ousmane KEBE、Mr. Ablaye DIOP（ジャム
ナージョ地区責任者）

ジャムナージョ地区野菜生産者

Safina（ジャムナージョ地区野菜生産業者） Mr. Mounir FILFILI（社長）

ジャムナージョ地区野菜販売者

2007／10／18 JICAセネガル事務所 伊禮所長、野田次長、林所員

世銀 Mr. SENE、Mr. Mamadou NDIONE（エコノミスト）
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別添資料 3：Market Mapの概念図

Market Mapとは ?

出所： Albu, M. and Griffith, A.（2005）p. 10.
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別添資料 4：ビサップフィリエール上の主要アクター

出所：USAID（2006a）p. 22.
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